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本調査の特徴

　本調査は大学生を取り巻く社会状況や教育環境が変化するなかで、大学生の学習・生活全般にわたる意識や実態を
とらえることを目的に実施している。同じ目的で実施した過去２回の調査（2008年、2012年）と経年での比較が
できるように配慮して、今回の調査を設計した。

　本調査の特徴は以下のようにまとめられる。

1．大学生の学習・生活全般にわたる意識や実態を幅広くとらえることができる
大学の授業、生活時間、部活動・サークルへの参加、アルバイトの実施状況、友人との付き合いなど、大学生活全
般の内容を幅広く質問しており、大学生の全体像をとらえることができる。

2．学習と生活実態との関連を把握することができる
大学生の学習行動・意識と生活実態との関連をみることができる。また大学生の学習行動を、高校までの学習行動
や受験経験とも関連づけてみることができる。

3．経年比較に配慮した調査設計により時代の変化を把握することができる
大学生の変化を継続的にとらえるために、経年比較が可能となるよう調査設計をしている。これにより学生の学習・
生活全般にわたる基本的な項目について８年間の変化をとらえることができる。

4．教育環境の変化に対する意識・行動をとらえるために新規項目を追加している
大学生を取り巻く社会状況や教育環境の変化、課題認識の変化などにあわせて、一部調査項目の改訂や追加も行っ
ている。2016年の調査では、大学の理念やポリシーに対する学生の認知・理解、投票行動をたずねる項目などを
追加している。
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調査概要

●調査テーマ
大学生の学習・生活に関する意識・実態

●調査目的
大学生の学習･生活全般にわたる意識や行動を多様な観点からとらえ、大学生の実態を明らかにし、大学教育を
中心としたこれからの大学生を取り巻く環境を考えていくための基礎データとして活用すること。また、広く一
般に結果を公表し、社会に還元すること。

●調査方法
インターネット調査

●対象と抽出方法
全国の大学１～４年生 4,948名

インターネット調査会社の約420万人のモニター母集団のうち、「大学生」として登録されている約15万人に対
して予備調査を実施。このうち、大学１～ 4年生（18～ 24歳、日本在住）にアンケートの協力を依頼。
文部科学省の『平成28年度学校基本調査（速報）』の男女比率に近いサンプル構成を目指して回収を行った。

●調査時期
2016年11月18日 ～ 12月20日

●調査項目
高校での学習状況／大学選択で重視した点／大学の志望度／入学時の期待／大学生活で力を入れたこと／大学生
活の過ごし方／履修科目数／評価／教職員との交流／保護者との関係／友だち関係／大学教育観／学びの機会／
学びに対する姿勢・態度／大学生活で身についたこと／海外留学の意向／進路意識／建学の精神やポリシーの認
知／大学生活の満足度／学びの充実／成長実感／社会観･就労観／投票行動　など

●過去の調査

1年生 2年生 3年生 4年生 計
男子 670 670 670 670 2,680

女子 567 567 567 567 2,268

計 1,237 1,237 1,237 1,237 4,948

第3回　大学生の学習・生活実態調査　報告書� ベネッセ教育総合研究所（2018年）

─ 4 ─

実施時期 対象 調査方法

第１回 2008年10月上旬 大学１～４年生4,070名
（男子2,439名、女子1,631名） インターネット調査

第２回 2012年11月上旬 大学１～４年生4,911名
（男子2,791名、女子2,120名） インターネット調査



分析にあたって

本報告書を読む際の留意点

①　本報告書では、調査対象者が所属している「学部系統」を以下のとおりの区分に分けて分析している。

　学部系統の区分

②　�特別な注記がない限り、本報告書の分析に用いた数値は、有効回答数4,948名を母数として算出している。また
本報告書で使用している百分比（％）は、有効回答数のうち、その設問に該当する回答者を母数として算出し、
小数点第２位以下を四捨五入して表示した。四捨五入の結果、数値の和が100にならない場合がある。各図表内
の（　）内の値はサンプル数を表す。
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区分 調査票で示した学部系統

人文科学
人文系統（文学、心理学、文化学など）
外国語学系統(外国語学部など)
国際学系統（国際関係学、国際情報など）

社会科学
社会学系統(社会学部、社会福祉学部など)
法学系統（法学、政治学、政治経済学など）
経済学系統（経済、経営、商学部、流通学など）

理工 理学系統（理学部、生命科学、地球環境など）
工学系統（理工学部、システム工、情報工など）

農水産 農学・水産学系統（農、水産、生物資源、獣医、酪農など）

医・薬・保健

保健衛生系統（保健、保健医療、看護、看護医療など）
医学（医学部）
歯学（歯学部）
薬学系統（薬学部など）

教育 教育学系統（学校教育学など）

その他
生活科学系統（家政、食物栄養、人間発達、保育など）
芸術系統（造形、音楽など）
総合科学（総合）系統（総合科学、教養、環境情報など）



基本属性

ここで説明する基本属性は、有効回答数4,070名（2008年）、4,911名（2012年）、4,948名（2016年）を母数と
している。
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図3 　学部系統
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図4 　入試難易度（偏差値）
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図5 　大学所在地
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図6 　入試方法

※設問「あなたの通っている大学の入試難易度にあてはまるものを１つお選びください。」に、回答者が選択した結果。
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 はじめに
　ベネッセ教育総合研究所による「大学生の学習・生活
実態調査」は、2008年の第１回調査から、４年ごとに
実施され、今回が第３回目にあたる。第１回の調査が実
施された2008年は、従来「大学教育」あるいは「学部
教育」と称されてきた大学の学部段階の教育を「学士学
位取得に至る教育課程」つまり「学士課程教育」と定義
し、その質保証の重要性を提起した『学士課程教育の構
築に向けて』（以降、「学士課程答申」）と題した答申が、
中央教育審議会から出された年でもあった（2007年９
月に『学士課程教育の再構築に向けて（審議経過報告）』
公表、本答申は2008年12月公表）。
　この答申では、昨年（2017年４月）に策定と公表が
義務化された３つの方針、「学位授与の方針」、「教育課
程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の
重要性が指摘され、答申は、これら３つの方針に基づき
学士課程教育を体系的に運用し、我が国の大学が授与す
る学士学位の国際的通用性を高めるよう求めた。
　その背景には、1991（平成３）年に実施された大学設
置基準の改正、いわゆる「大綱化」と学位規則の改正に
より、大学・学部の設置、改組が大幅に自由化されたた
めに、大学教育が急速に多様化したことがある。1994
年には学士の分野は250種類、そして2015年には723
種類にまで増加している（大学改革支援・学位授与機構
調べ（平成28年11月））。さらにそのうちのおおよそ６
割は、１大学のみでの分野となっている。学士課程答申
の背景には、このような我が国の学士課程教育の多様化
が進んだ状況では、我が国の大学が授与する「学士」と
いう学位が、どのような能力を証明しているのかが、受
験生、保護者あるいは企業などの国内外のステーク・ホ
ルダーには分かりにくいという問題があった。
　そこで、学士課程答申は、参考指針としながらも、「学
士力」を我が国の学士課程教育に共通する学習成果とし
て提示した。また、2006年１月には経済産業省が『社
会人基礎力に関する研究会「中間とりまとめ」報告書』
を公表している。このように、第１回の調査を実施した
2008年前後は、日本の高等教育が国際的な潮流となり
つつあった「成果基盤型教育」と質保証のさらなる強化
への転換点でもあった。
　1991年の大学設置基準の大綱化に始まり、2004年の
国立大学の法人化、そして、現在進行中の高大接続改革
など、平成の一連の大学改革は、明治の帝国大学の誕生、

そして第２次大戦後の新制大学に次ぐ、我が国の「第３
の大学改革」とも言える。そして、平成時代に入ってか
らの大学改革は、その多くが「教育改革」であり、学生
の学習及び大学生活への影響も大きいと考えられる。そ
こで、まず、平成の大学（教育）改革の経緯を概観し、
その後、３回の調査との関連を論じることとする。

 「平成の大学改革」の流れ
　 巻頭言−表1 は、今日までに至る一連の大学改革、大
学教育改革の発端となった1991（平成３）年２月に、当
時の大学審議会がまとめて、公表した「大学教育の改善
について」と題した答申から、昨年（2017年）12月に
中央教育審議会大学分科会将来構想部会がとりまとめた

「今後の高等教育の将来像の提示に向けた論点整理」ま
で、四半世紀にわたって出された、大学教育改革に関す
る主な答申等の主要な内容を整理したものである。大学
審議会は、臨時教育審議会の｢第二次答申｣（1986年４月）
の高等教育の改革に関する提言で言及されたユニバーシ
ティ・カウンシルの創設を受けて、1987年９月に設置
され、数々の答申を出してきたが、2001年１月に実施
された中央省庁再編に伴う審議会の整理統合により、そ
の機能は文部科学省中央教育審議会大学分科会に引き継
がれた。
　さて、その大学審議会が1991年２月に公表した「大
学教育の改善について」と題した答申が、今日まで続く
大学教育改革の「引き金」になったことは先に述べた。
その主な内容は 巻頭言−表1 にまとめたとおりであるが、
大学設置基準で大学の教育課程を、一般教育科目、外国
語科目、保健体育科目及び専門教育科目に区分し、それ
ぞれに必要な科目数（単位数）を定めていることは、大
学教育の内容、水準を全ての大学で一定に保つという利
点はあるが、他方で、各大学の理念の多様性、社会の変
化を反映するのが難しいだけでなく、各大学において教
育内容の見直しの努力を押しとどめるといった弊害も見
られることなどから、卒業に必要な最低の総単位数（124
単位）を定めることを除き、どのような教育課程を編成
するかについては、各大学、学部、学科等の理念や教育
目的に基づき、４年間ないしは６年間の教育課程を通じ
て行う方が良い、と提言した。この提言を受けて、同年
６月に大学設置基準が改正された。これが、いわゆる「大
綱化」である。
　いわば、大学設置が「規制緩和」されたわけである。

─ 8 ─
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そのため、それまでは大学設置基準が、一定程度の質を
一律に保証してきたことへの歯止めが外されたことへの
対応として、答申は、自己点検・評価の仕組みの導入も
提言した。つまり、大学の自主性を大幅に認める代わり
に、自らが教育の質保証に責任を持つよう提言したわけ
である。これは、大綱化と同時に、大学設置基準におい
て「努力義務」とされ、その後、2002年には学校教育
法が改正され、自己点検・評価の実施とその結果の公表
が「義務」づけられ、同年、それを第三者機関の評価を
受けるという、いわゆる「認証評価」制度の導入につな

がった。
　このように、1991年２月の答申「大学教育の改善に
ついて」は、その後の日本の大学や大学教育の在り方に、
功罪両方の影響を及ぼしたと言えるが、その後の大学審
議会、その後継組織である中央教育審議会の答申や審議
報告を見てみると、どうやら「罪」の影響のほうが、「功」
を上回っていたような状況である。
　たとえば、大綱化から６年後に、同じ大学審議会が公
表した「高等教育の一層の改善について」は、タイトル
に「一層の改善」と表現されてはいるものの、その内容

年 答申等 主な提言等

1991.2 「大学教育の改善について」（大学審議会答申）

・�開設授業科目については、大学設置基準上、一般教育科目、専門教育科目等の区分は設けない。
・�大学、学部、学科等の教育上の目的に照らして、必要な授業科目からなる教育課程を体系的に編成するとともに、
幅広く深い教養、総合的な判断力を身に付けさせ、豊かな人間性を涵養することにも留意。
・学生の卒業要件については、最低の修得総単位数を記すにとどめる。
・自己点検・評価システムの導入

1991.6 大学設置基準の改正 ・授業科目区分の廃止（いわゆる「大綱化」）
・４（６）年一貫教育

1991.6 学位規則の改正 ・学士が称号から学位に。
・学位の種類は、学士、修士、博士に統一。

1997.12
「高等教育の一層の改善につい
て」
（大学審議会答申）

・�多くの大学の教員の意識は、従来の大学教育の概念から抜け切れていない。
・�学部教育を、幅広い教養や学問修得の方法を目的とする、いわば基礎教育と考え、高度の専門教育は大学院で行
うこととするのか。
・�学士の学位を授与する学士課程教育の観点から、学部教育の質やその確保をどう考えるのか。
・�教える側の視点だけでなく、学生の視点に立った改革が求められている。
・教養教育が軽視されているのではないかという危惧がある。
・教養教育運営体制が機能していない。
・�１単位は教室以外の学習を含めた標準45時間の学習を必要とする教育内容を持って構成するという趣旨が徹底せず。
・�学生の履修科目の過剰登録という問題も指摘されている。背景には就職活動の早期化も一つとしてある。履修科
目数の上限設定が必要。
・学生の成績評価が教員個人の主観的基準で行われている。
・授業のための準備学習に役立つシラバスになっていない。
・�少数科目を集中して履修し、学習効果を高めるセメスター制、クォーター制の導入の検討。
・ファカルティ・デベロップメントの組織的推進。

1998.10
「21世紀の大学像と今後の改革
方策についてｰ競争的環境の中
で個性が輝く大学ｰ」
（大学審議会答申）

・�一般教員は、研究重視の意識は強いが、教育活動に対する責任意識は十分でない。
・教員から学生への一方通行型の講義が行われている。
・教養教育が軽視されている。
・単位制度の趣旨が徹底せず、授業時間外の学習指導を行っていない。
・�授業期間は１学年間に約30週、１学年間で約30単位を修得することが標準。したがって、卒業に必要な単位数
は４年間にわたって124単位を修得することを基本とした制度設計。
※�1995年の文部省調査では、１週間の平均学習時間26.5時間（授業内19.3時間、授業外が7.2時間）
　自然科学系は30.2時間（授業内22.3時間、授業外7.9時間）
　社会科学系は21.8時間（授業内15.8時間、授業外6.0時間）
・シラバスを通じて、予復習を促すのが教員の務め。
・履修科目登録数の上限設定が必要。
※�1995年の文部省調査では、１学期14.5科目、年間履修単位数58単位。
・�学期末の試験のみで成績評価が行われるなど、成績評価が甘く、安易な進級、卒業判定が行われている。（厳格な
成績評価、卒業時の質の確保が重要）
・課題探求能力の育成（学部教育の再構築）
・国際舞台で活躍できる能力の育成
・ガバナンス・マネジメント改革
・教育情報の積極的提供
・第三者評価システムの導入

1999.9 ファカルティ・デベロップメン
ト（FD）の努力義務を規定

2000.11
「グローバル化時代に求められる
高等教育の在り方について」
（大学審議会答申）

・グローバル人材の育成
・学生、教員等の流動化
・国際的通用性のある教育研究及び大学運営体制
・広い視野を持った人材の育成
・教育方法・履修指導の充実（責任ある授業運営、厳格な成績評価）
・教員の教育能力の評価と改善
・生涯学習ニーズへの対応
・ICTの教育への活用

2002.2
「新しい時代における教養教育
の在り方について」
（中央教育審議会答申）

・学部教育＝教養教育＋専門基礎教育
・教養教育の再構築（教養教育の質が大学の死命を決する）
・�質の高い授業を実現するための授業内容・方法の改善（「グレート・ブックス」、50分授業複数回開講）
・教養教育重点大学（仮称）
・ギャップ・イヤー

2004.4 国立大学の法人化
認証評価制度 「遠山プラン（国立大学の構造改革）」2001.6による改革の加速

巻頭言−表1 　
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年 答申等 主な提言等

2005.1 「我が国の高等教育の将来像」（中央教育審議会答申）

・2005〜2010年の「グランドデザイン」とその実現のための施策
・計画・規制から｢政策誘導」へ
・機能別分化（７類型）
・学位＝課程修了に係る知識・能力の証明
・学位を与える課程（プログラム）中心の考え方への再整理が必要
・学士課程＝「21世紀型市民」の育成
・�国は、単位の考え方について、基準上と実態上の違い、単位制度の実質化（単位制度の趣旨に沿った十分な学習
量の確保）や学修時間の考え方と修業年限の問題等を整理し、課程中心の制度設計をすべき

・「出口管理」の強化（AP,CP,DP（「出口管理」）の明確化）

2008.12 「学士課程教育の構築に向けて」（中央教育審議会答申）

・３ポリシーに基づく教学マネジメント体制の確立
・学士課程共通の学習成果＝「学士力」
・学習成果の測定・把握（AHELO等）
・分野別質保証の枠組み（日本学術会議との連携）
・教育課程の体系化・構造化（科目コード）
・英語４技能の教育
・キャリア教育の充実（持続的就業力の育成）
・単位制度の実質化（15週の授業＋期末試験）
※１日の平均学習時間３時間30分（2006年）
・シラバス、セメスター制、キャップ制、GPAが十分に機能していない。
※シラバス：準備学習等の具体的な指示は約半数→国際的に通用するものに
※�キャップ制：１年間の上限単位数が多すぎて、各年次で均等に学ぶ構造になっていない→３単位、４単位複数回
開講、従量制授業料

・�成績評価が組織的に行われていない→成績評価基準の策定、GPAの厳格な適用、ポートフォリオの活用、履修の
集大成評価

・入試の二極化→「高大接続テスト（仮称）」の導入
・初年次教育の導入・充実
・ファカルティ・デベロップメントの充実、専門的職位の養成、大学間連携
・分野別評価が必要

2012.8

「新たな未来を築くための大学
教育の質的転換に向けて〜生涯
学び続け、主体的に考える力を
育成する大学へ〜」
（中央教育審議会答申）

・学修時間が短い→質を伴った学修時間の増加が必要
※学期中１日あたり4.6時間
・教育課程の体系化が必要（授業科目の整理・統合）→ナンバリング、CAP制など
・組織的な教育の実施が重要
・シラバスの充実が必要
※具体的な準備学修内容の指示35.8％、標準学修時間の指示6.8％
・学位を与える教育課程としての学位プログラムに
・能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換が必要
・学修成果の把握（アセスメント）が重要
・学長のリーダーシップのもとで全学的な教学マネジメントを
・高大接続の課題（高校生中間層の学習時間が半減）

2012.8 中央教育審議会高大接続特別部
会設置

2014.12

「新しい時代にふさわしい高大
接続の実現に向けた高等学校教
育、大学教育、大学入学者選抜
の一体的改革について〜すべて
の若者が夢や目標を芽吹かせ、
未来に花開かせるために〜」
（中央教育審議会答申）

・APに基づく、志願者一人一人の多様な背景、能力を公正に評価する選抜に
・学力の３要素（知識・技能、思考力・判断力・表現力、主体性・多様性・協同性等）の評価
・「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の導入
・「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の導入
・全学的なカリキュラム・マネジメントが必要（科目ナンバリング）
・主体的に多様な人々と協働して取り組むアクティブ・ラーニングへの転換
・学修成果の把握・評価（アセスメント）が重要

2015.1 「高大接続改革実行プラン」（文部科学大臣）

2016.3
高大接続システム改革会議『最
終報告』（高大接続システム改
革会議）

・�授業改善への取組も見られるが、知識の伝達にとどまる授業も見られ、学生の力をどれだけ伸ばし、社会に送り
出せているかについて社会から厳しい評価。

・�３つの方針（「卒業認定・学位授与の方針」「教育課程編成・実施の方針」「入学者受入れの方針」）に基づく大学
教育の実現（カリキュラム構成の見直し、学生の能動的な学修を重視した指導方法への転換、学修時間増加に向
けた指導、学修成果の把握）

・スタッフ・デベロップメント(SD)の制度化
・認証評価制度の改善（内部質保証、学修成果の重視）
・入試ルールの変更（学校推薦型選抜、総合型選抜、一般選抜）
・「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」に記述式問題を導入（国語、数学）
・英語４技能外部検定試験の活用

2017.4
３つの方針の策定・公表の義務化
スタッフ・デベロップメントの
義務化

2017.7 高大接続改革の実施方針等の策
定（文部科学省） ・「大学入学共通テスト」「高校生のための学びの診断テスト」導入

2017.12
「今後の高等教育の将来像の提
示に向けた論点整理」
（中央教育審議会大学分科会将
来構想部会）

・18歳人口の減少を踏まえた大学の規模、地域配置の検討
・汎用的能力と強みのある専門性を兼ね備えた人材の育成が必要
・教育の質保証の取組が不十分
※１週間の学修時間（授業約20時間、予習・復習約５時間）
・教育課程の改善（シラバスの記載内容にばらつき）
・厳格な成績評価の運用（GPAの運用実態も様々で、進級・卒業の判定に活用されていない）
・実践的な教育課程への改善（企業等との連携や実務経験者の参加が不十分）
・指導方法の改善（FDへの参加率が低く、取組内容のばらつきが大きい）
・学修成果の可視化と情報公開（学修成果の把握・測定及びその結果の公表が不十分）
・学位プログラムを中心とした大学制度へ（新しい教育ニーズへの対応が困難）
・認証評価制度（評価結果が改善に結びついていない、評価疲れ）
・学位の国際的通用性（学位の分野723、1大学のみでの名称約６割）
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には、大学審議会としては、大学教育の改善が、いっこ
うに進んでいないことへのいらだちも見て取れる。
　特に、授業科目区分を廃止し、一般教育科目、外国語
科目などの教養教育課程の縛りを廃止したため、教養教
育には十分配慮するようにと留意事項を付けたにもかか
わらず、国立大学を中心にそれまで教養教育の責任部局
であった教養部の廃止が相次いだことから、教養教育の
軽視の風潮とその運営方法の不安定さに懸念を示した。
さらに、その背後には、大学教員の教育責任に対する意
識の希薄さがあることにも言及し、「教える側の視点」
から「学生の視点」に立った教育改革の必要性を訴えて
いる。
　さらに、大学設置基準による一定の質保証の仕組みが
なくなったために、学士という学位を授与する教育課程
としての学士課程教育の質にも懸念を示している。
　特に、単位制度、成績評価、授業計画、そして、組織
的な教育への取組については、具体的な課題と改善の方
向性を示している。そして、 巻頭言−表1 を見ての通り、

「大学教育の改善について」以降、この四半世紀に大学
審議会と中央教育審議会が公表した答申等の内容を一瞥
すると、今日に至るまで、大学教育に関して同じ課題が、
繰り返し、繰り返し指摘されていることに気づく。

 日本の大学教育の根本的課題
　日本の大学教育の一番の課題は、大学自身も含めて「学
習する組織」「学習させる環境」になっていないことで
ある。大綱化当時、大学教育改革の「３種の小道具」と
して米国大学から紹介され、華々しく導入されたのが「シ
ラバス」「ティーチング・アシスタント(TA)」そして「オ
フィス・アワー」であった。
　その中でも、学生の主体的な学習を支援するために米
国等の大学では極めて有効とされ、我が国にも導入され
たシラバスについては、文部科学省の調査（「大学にお
ける教育内容等の改革状況について」（平成27年度））
によると2015年時点において、全ての授業科目でシラ
バスを作成している大学は99.6％となり、ほぼ全ての
大学が、全ての授業科目でシラバスを作成している。し
かし、1997年の「高等教育の一層の改善について」で「授
業のための準備学習に役立つシラバスになっていない」
と指摘され、翌1998年の「21世紀の大学像と今後の改
革方策について―競争的環境の中で個性が輝く大学―」
でも「シラバスを通じて、予復習を促すのが教員の務め」
とも指摘され、それから10年後の2008年の学士課程答
申でも、依然として「シラバスは、準備学習等の具体的
な指示は約半数で、国際的に通用するものになっていな
い」と課題を指摘している。さらに2012年の「新たな

未来を築くための大学教育の質的転換に向けて〜生涯学
び続け、主体的に考える力を育成する大学へ〜」（以降「質
的転換答申」）においても、シラバスの充実が必要であ
ると、改めて課題の指摘をしている。当時の調査（「大
学における教育内容等の改革状況について」（平成21年
度）文部科学省）によれば、具体的な準備学修内容の指
示をシラバスに記載している大学は35.8％、また、標
準学修時間の指示をシラバスに記載している大学は
6.8％にとどまっていた。
　そして、現在中央教育審議会で今後の高等教育の将来
像を検討中であるが、2017年12月28日に開催された
中央教育審議会大学分科会将来構想部会資料「今後の高
等教育の将来像の提示に向けた論点整理」においても、

「教育課程の改善」の課題として、再び改めてシラバス
の現状に関して、以下のような指摘を行っている。

　現状においては、ほとんどの大学でシラバスに基づい
て学生に授業内容等が明示されているが、その記載内容
に関してはばらつきが大きい。また、準備学修に必要な
学修時間の目安（約９％（H24）→約23％（H27））、ナ
ンバリング等の授業科目の教育課程内の位置付けや水準
を表す数字や記号（約17％（H24）→約31％（H27））、
人材養成の目的又は学位授与の方針と当該授業科目の関
連（約23％（H24）→約32％（H27））等の項目は緩や
かに進展しつつあるものの、依然として低い水準に留
まっている。（34頁）

　そこで、事務局提案ではあるが、改善の方向性として、
次のような提案が示されている。

　シラバスの記載の充実を確保するために、例えば、大
学設置基準を改正し、大学が学生に明示する必要がある
事項として、従前の事項に加え、事前に必要な学修の時
間の目安やその内容の他、当該授業科目の教育課程内の
位置付けや水準などの情報についての規定を整備するこ
とが考えられる。また、人材養成の目的又は学位授与の
方針と授業科目との関連を示すなど、シラバスの記載の
充実に向けた一定の指針を示すことが考えられる。（35
頁）（下線部は筆者）

　シラバスは、教員にとっては、自らの専門性に基づい
て設計した「授業計画書」であり、学生にとっては、受
講している科目の学修成果に至るための、いわば「ロー
ド・マップ」である。そして、個々の科目から構成され
る、大学、学部、学科等の教育課程（カリキュラム）は、
それぞれの理念と人材養成目的に応じて、大学、学部、
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学科などが社会からの要請と専門分野の論理に基づき、
自主的・自律的に編成したものである。初等中等教育に
は国が定めた学習指導要領が存在するが、大学を含む高
等教育には、分野によっては、大学や学協会が自主的に
定めた「コア・カリキュラム」はあっても、大学の教育
課程は、「学問の自由」に基づき、大学や学部・学科が
自主的・自律的に編成することが、歴史的に、また世界
的に認められてきた。このことは、我が国の大学設置基
準においても明示されている。

第十九条　大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等
の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら
開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。

　しかし、今回の事務局提案は、教育内容そのものでは
ないが、シラバスという教育内容と密接に関わる文書に、
国が大学設置基準という省令によって一律の枠をはめよ
うとの意図があり、これまでの大学の在り方に対する、
重大な政策転換だと言える。
　もちろん、大学側にも、これまで十分な改善努力を欠
いてきたという責めはあり、学生の学習と学修成果獲得
に資するような充実したシラバスへの改善努力は不可欠
である。しかし、大学の改善努力の結果、シラバスに、
ナンバリング、学位授与方針で定めた学修成果との関係、
さらには、該当する学修成果をその科目で獲得するため
に必要な準備学修の課題や時間を明記するようになった
としても、質的転換答申が求めた自主的な学修時間が増
えるかどうかは疑問である。

 「単位制度」とその課題
　では、いったい、我が国の大学生の学修時間の増加や
学修成果の獲得の障害となっている、「root cause（根本
原因）」はどこにあるのであろうか。
　それは、日本の大学教育制度の根幹である「単位制度」
の実質化を阻害する構造が、大学にも、そして社会にも
あるからである。大学設置基準第21条には、「一単位の
授業科目を四十五時間の学修を必要とする内容をもつて
構成することを標準」とすると規定されている。
　近年は、高等教育のグローバル化への対応のため、セ
メスター制からクォーター制や４ターム制に移行した大
学も多いが、１コマの授業時間が、多くの大学が従来か
ら採用している90分の講義や演習は、制度上は2時間
とみなされているので、予習・復習などの授業外学修時
間は、その2倍の４時間必要になる。そして、週１回90
分（２時間の計算）の授業科目を15回履修すれば「２単
位」が与えられるので、授業内外の学修時間は１科目

当たり週に６時間必要である。したがって、大学設置基
準が定める単位制度に基づけば、セメスター当たり、
２単位科目であれば「７．５科目」しか履修できない。
　では、我が国の大学生の履修状況はどのようになって
いるのであろうか。「21世紀の大学像と今後の改革方策
について―競争的環境の中で個性が輝く大学―」で引用
されている1995年の文部省調査によれば、１学期あた
りの履修科目数は14.5科目、年間履修単位数が58単位
に及ぶ。これでは、ほぼ２年半で、卒業に必要な124単
位が修得できてしまう。そこで、履修科目数の上限設定、
CAP制度の導入の必要性が、1997年12月の「高等教
育の一層の改善について」以降、各答申等でも繰り返し
叫ばれてきた。2015年時点で、CAP制を導入している
大学は91.6％に達している（「大学における教育内容等
の改革状況について」（平成27年度）文部科学省）が、
その実態は「１年間の履修上限単位数が多すぎて、各年
次で均等に学ぶ構造になっていない」（学士課程答申）。
　また、実際の授業に関連した学修時間を見てみると、
1995年の文部省調査では、授業内学修時間が19.3時間、
授業外7.2時間、合計26.5時間で、授業内学修時間から
導き出される履修科目数は約13科目（26単位）となるが、
単位制度で必要な１単位45時間の学修時間に到底足り
ていない。
　そこで、2012年８月の質的転換答申では、自主的な
学修時間を増やすことによって、教育と学習の質を高め
るという「好循環」を生み出すために、「学生に授業の
ための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同
士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケー
ション等）、授業の受講（教員の直接指導、その中での
教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開

（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を促す
教育上の工夫」（同答申９〜10頁）が必要で、能動的学
修（アクティブ・ラーニング）への転換が必要と説いた
が、2014年11月に国立教育政策研究所が実施した調査
を見ると、全く状況は変わっていない。特に１年生は授
業内学修時間が20時間、授業に関連した予習・復習時
間が4.9時間で、１週間の授業に関連した総学修時間は、
24.9時間で、1995年に文部省調査結果と比べると、履
修科目数は約13科目（26単位）と変わらず、過剰な履
修状況は変わらないが、予習、復習といった授業外学修
時間がかなり減少している。
　サンプルが異なるので、単純な比較はできないが、我々
の第２回調査（2012年）では、１週間の授業内学修時
間が13.1時間（約９科目相当）、授業外の予習、復習の
ための学修時間が2.8時間の、合計15.9時間だったのが、
第３回調査（2016年）になると、それぞれ、11.7時間（約
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８科目相当）、2.7時間、14.4時間と、減少している。
代わりに増加しているのが、アルバイトで、6.5時間か
ら7.7時間に増加している。
　では、なぜ、このような単位制度から大幅にそれた履
修状況が改善されないのであろうか。一つは、国立教育
政策研究所の報告書も指摘しているように、アルバイト
の存在だろう。学業を続けるためであったり、あるいは、
クラブやサークルなどの活動費のために必要であったり
と、理由は様々であるが、１日が24時間であるので、
学修以外の活動とのトレードオフ関係が発生する。二つ
目に、それ以上に大きな影響を及ぼしているのが、日本
独自の就職慣行であろう。毎年のように就職の取り決め

が変わるが、実質的には３年生の後期頃から学生は就職
セミナーに参加するなど、就職活動を開始している。そ
のため、３年後期から４年生にかけて大学で授業を受け
ることが難しくなるために、１年生、２年生及び３年生
前半までに、卒業に必要な単位数の大半を履修しようと
する。実際、国立教育政策研究所の調査でも、３年次の
授業内学修時間は、15.9時間に減少している。そして、
最後にあげられる理由に、日本の大学の授業料の在り方
がある。米国の大学では、単位制度と授業料が密接に結
びつけられており、標準授業料（定価）では、単位制度
に準拠した単位（科目）数しか履修できない。たとえば、
セメスター制の大学では、一般に１科目３単位の授業で

少人数のゼミ・演習形式の授業

実験や調査の機会を
取り入れた授業

大学での学習方法を学ぶ授業

高校で学習する教科の補習授業

53.3
59.1

71.4

51.0
57.6

67.0

46.7
54.2

65.7

62.9
64.7

61.9

46.1
50.5
50.8

40.7
43.7

50.5

45.1
49.6
49.8

32.4
39.1
41.1

28.7
34.9
38.0

28.2
29.4

37.2

32.1
34.5
35.6

19.7
25.9
27.7

提出物に教員からのコメントが
付されて返却される授業

2008 年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

グループワークなどの
協同作業をする授業

プレゼンテーションの機会を
取り入れた授業

教員と双方向のやりとりが
ある授業注2）

上級生や下級生とやりとりが
ある授業注3）

教室外で体験的な活動や
実習を行う授業

語学以外の授業で、
外国語で行われる授業

ディスカッションの機会を
取り入れた授業

（％）

巻頭言−図１　学びの機会

注１） 「よく＋ある程度あった」の％。
注２） 2008年、2012年は、「教員と学生が授業時間内にコミュニケーション（議論・質問・対話など）がとれる授業」とたずねた項目と比較した。
注３） 2008年、2012年は、「上級生と下級生が授業時間内にコミュニケーション（議論・質問・対話など）がとれる授業」とたずねた項目と比較した。
注４） 全15項目のうち、他年度と比較可能な12項目を抜粋して表示。
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あるので（60分の授業を週３回、あるいは、90分の授
業を週２回）標準授業料で履修できる科目数は５科目

（15単位）となる。2015年の文部科学省の調査（「大学
における教育内容等の改革状況について」（平成27年度）
文部科学省）によれば、国公私立大学 683 大学（約
92％）が、履修登録単位数の上限を設定している。し
かし、日本では、同一授業料で、CAP制の範囲内であ
れば、何科目でも履修が可能で、さらにそのCAP制が
導入されていても、週45時間以上学修しなければなら
ないほど、高く設定されているため、実質的に機能して
いない。
　また、この過剰な履修状況は、学生の学修上「好循環」

どころか、かえって「負の循環」をもたらしている。
　質的転換答申で、主体的な学修を促す方途として学生
が主体的・能動的に学修に参加する｢アクティブ・ラー
ニング」の活用が奨励された。実際、文部科学省の調査

（「大学における教育内容等の改革状況について」（平成
27年度）文部科学省）では、「能動的学修（アクティブ・
ラーニング）を効果的にカリキュラムに組み込む」大学
は、2012年には54.8％だったが、2015年には70.1％
にまで増加した。また、「能動的学修（アクティブ・ラー
ニング）を取り入れた授業科目の増加を図る」と回答し
た大学は、全大学の66.0％であった。

（％）

81.2
82.8
83.8

87.4
87.5
85.9

73.4
73.9
76.2

66.0
67.5
68.4

53.5

61.7

56.0
67.4

60.2
59.7

61.9

55.6

57.9

58.2

59.7

59.2

46.8
51.5

58.6

41.8
42.4

49.0

34.6
39.5

46.6

34.9
35.2

41.3

32.5
32.6
35.4

授業で興味をもったことについて
自主的に学習する

グループワークやディスカッション
では、異なる意見や立場に配慮する

グループワークやディスカッション
で自分の意見を言う

2008 年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

授業で出された宿題や課題は
きちんとやる

履修した科目は途中で
投げ出さない

自分の意思で継続的に学習する

計画を立てて学習する

授業の復習をする

授業の予習をする

2008 年
2012年
2016年

できるかぎり良い成績を
とろうとする

授業とは関係なく、興味をもった
ことについて自主的に学習する

授業でわからなかったことは
先生に質問する

授業でわからなかったことは、
自分で調べる

巻頭言−図２　授業への取り組み

注）「とても＋まああてはまる」の％。
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　実際、我々の調査でも 巻頭言−図１ に見るように、第
１回調査時から「グループワーク」、「プレゼンテーショ
ンの機会」、「ディスカッションの機会」あるいは「教室
外での体験的な活動や実習」など、学生が主体的に学ぶ
機会は、毎回増加傾向にある。
　また 巻頭言−図２ にあるように、「グループワークや
ディスカッションで自分の意見を言う」、「計画を立てて
学習する」、「授業の復習をする」あるいは「授業でわか
らなかったことは先生に質問する」といった、授業に積
極的に参加する割合も第１回調査から増加傾向にある。
　ところが、 巻頭言−図３ にあるように、大学教育の在
り方に対する質問では、「難しくても自分の興味ある授
業」が良いよりも「単位を楽に取れる授業」が良い、学
習方法を「自分で工夫」するよりも「大学の指導」を受

けたい、学生生活について「学生の自主性に任せる」よ
りも「教員の指導・支援」を受けたいと回答する学生の
割合が、第１回調査からじわじわと増加している。
　大学の改善努力によって、学生が主体的・能動的に学
ぶ機会は増加し、また学生自身もそれを実感しているに
もかかわらず、意識の面では、大学や教員への依存傾向
が強まっている。大学や大学教員は、学生の主体的に学
ぶ態度を養おうと、様々なアクティブ・ラーニングの機
会を提供しているにもかかわらず、学生の意識は逆方向
に向いているという、大きな矛盾とパラドクスが生じて
いる。その理由の一つは、現在大学や大学教員が提供し
ているアクティブ・ラーニングの機会が、真に学生の自
発的な活動ではなく、グループ・ワークにしろ、ディス
カッション重視の授業にしろ、学外での様々な体験的活

2008 年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2012年

2016年

2012年

2016年

（%）Ａ
48.9

Ｂ
51.1

54.8 45.2

61.4 38.6

82.0 18.0

83.3 16.7

78.7 21.3

35.1 64.9

39.3 60.7

40.8 59.2

39.3 60.7

43.9 56.1

50.7 49.3

43.0 57.0

44.2 55.8

48.0 52.0

15.3 84.7

30.0 70.0

38.2 61.8

72.028.0

62.637.4

23.0 77.0

 28.6 71.4

あまり興味がなくても、
単位を楽にとれる
授業がよい

単位をとるのが難しくても、
自分の興味のある授業がよい

教員が知識・技術を教える
講義形式の授業が
多いほうがよい

学生が自分で調べて発表する
演習形式の授業が
多いほうがよい

あまり自由に選択履修
できなくても、系統立って
学べるほうがよい

あまり系統立って学べなく
ても、自由に選択履修
できるほうがよい

大学での学習の方法は、
大学の授業で指導を
うけるのがよい

大学での学習の方法は、
学生が自分で工夫するのが
よい

学生は将来やりたいことを
決めて、授業をうけるほう
がよい

学生は授業を通じて、
将来やりたいことを
みつけるほうがよい

学生生活については、
大学の教員が指導・支援
するほうがよい

学生生活については、
学生の自主性に任せる
ほうがよい

大学では、既にある学問の
知識について、体系的に
修得する学びが重要だ

大学では、答えのない問題
について、自分なりの解を
探求する学びが重要だ

学生が知識や技能を
身につけられるかどうかは、
大学の教育の責任だ

学生が知識や技能を身に
つけられるかどうかは、
学生自身の責任だ

A B

巻頭言−図３　大学教育観

注） 全11項目のうち、他年度と比較して変化の少なかった３項目を除く、８項目を抜粋して表示。
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・大学審議会及び中央教育審議会の各答申等
・�国立教育政策研究所「大学生の学習実態に関する調査研究について（概要）」　

2016年

動にしろ、全てが大学と大学教員がお膳立てをした「受
動的アクティブ・ラーニング」になっているからではな
いか。
　さらに、いくつかの大学では、全ての科目でアクティ
ブ・ラーニングの機会を提供するよう求めているが、１
週間に10科目以上の異なった科目を履修し、その全て
の科目で、グループ・ワーク、ディスカッション、学外
での実習や探求活動や課題を与えられているとすれば、
アクティブ・ラーニングに学生は「食傷」してしまって
いるのではないか。

 過度な履修、過度な教育負担
　日本の大学教育の質保証、具体的には学生一人一人の
学修の質と水準を高めるには、現状の「多数の科目を広
く、浅く学ぶ」履修方法から「少数の科目を、深く学ぶ」
という、単位制度の原則に基づく履修方法への転換が不
可欠である。その履修方法の「転換」に必要なことは、
一つには、アルバイトに依存しなくても、学業に集中で
きるような経済的な支援。それでも、アルバイトが必要
な際には、授業に参加できるよう「work and study」
などの大学内でのアルバイト機会の提供が不可欠であ
る。二つ目に、現在の学業の継続と就職活動の相反をな
くすよう、就職の在り方の抜本的な解決。学卒一斉採用
ではなく、通年採用方式とし、大学を卒業し、インター

ンを経験してから就職するなど、「寄り道」を可能とす
るような社会に変えていく必要がある。これは、現在の
高大接続改革を難しくしている背景ともなっている「卒
業―進学」が一体化した学校教育制度にも言えることで
ある。そして、最後に、これらが解決されるとともに、「履
修し放題」方式の定額授業料制度から、履修単位数と連
動した従量制の授業料制度への転換が必要である。
　学生の履修科目数が減少すれば、教員が提供する科目
数も自ずと減少する。「学生には事前準備・授業受講・
事後展開を通して主体的な学修に要する総学修時間の確
保が不可欠である。一方、教育を担当する教員の側には、
学生の主体的な学修の確立のために、教員と学生あるい
は学生同士のコミュニケーションを取り入れた授業方法
の工夫、十分な授業の準備、学生の学修へのきめの細か
い支援などが求められる。」（質的転換答申10頁）授業
の事前準備や事後の振り返り活動が必要なのは、学生だ
けではない。教員にも必要であり、学生の過剰な履修状
況を改め、教員の担当授業科目数を減らすことによって、
一つ一つの授業が充実し、また教員の研究活動に割く時
間も増え、教育にも研究にも「好循環」が生まれるので
はないか。
　今必要な改革は、日本の大学教育の根幹をなす「単位
制度」に立ち戻り、それを現実のものにするような、抜
本的かつ具体的な改革である。
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テーマ1  【データを読む】８年間の学生の変遷からみえる
　　　　　　　　　  大学教育の成果と課題

　本稿は、第１回調査（2008年）から第３回調査（2016
年）までのデータの動きに着目し、この間の大学生の学
習・生活の実態、意識の変化をとらえることを目的とす
る。経年での変化を中心に調査全体を概観し、大学教育
の成果と課題を整理しておくことで、この後に続く論考
につなげたい。
　2008年から2016年の８年間、大学を取り巻く環境
は厳しかったといわざるを得ない。
　厳しい環境のひとつは、少子化による18歳人口の減
少だ。1990年代半ばを過ぎ18歳人口が減少に転じてか
らも、進学率は上昇し続けたため大学生の数は増加傾向
にあった。しかし、2009年頃から進学率の伸びが止まり、
2018年からの急激な18歳人口減少を目前にした今、多
くの大学の経営は生き残りをかけた競争環境に置かれて
いる。進学率が50%を超えユニバーサル化したことが、
入学者の質の担保を難しくし、入学者選抜の方法や入学
後の教育に課題をもたらしている。
　さらに日本が直面する経済・社会の課題が、大学に対
する要望を厳しいものにしている。少子高齢化の進行・
人口減少、生産年齢人口減少・経済規模の縮小、財政状
況の悪化、グローバル化によるボーダレス化、国際競争
の激化、地球規模で解決すべき問題の増加、地方の過疎
化と都市部の過密化の進行、社会的・経済的格差の拡大
の懸念、産業構造・就業構造の変化、地域におけるケア
サービス（医療・介護・保育等）の拡大といった解決困
難な課題が山積している現状を突破するには、持続的に
発展し活力ある社会を目指した変革を成し遂げなければ
ならない。この社会状況に対応するべく、「生涯学び続け、
主体的に考え、行動できる人材」「グローバル社会で活
躍する人材、イノベーションを創出する人材」「異なる
言語、世代、立場を超えてコミュニケーションできる人
材」の育成が大学に求められている（「大学改革実行プ
ラン」（2012年６月））。
　とくに本調査がスタートした2008年以降は、大学教
育の質的転換への要請が一層高まり、学生の教育成果保
証が求められてきた。大学には、「卒業認定・学位授与
の方針（ディプロマ・ポリシー）」、「教育課程編成・実
施の方針（カリキュラム・ポリシー）」「入学者受け入れ
の方針（アドミッション・ポリシー）」の３つのポリシー
を一貫性あるものとして策定し公表することが義務づけ
られ、学生も大学で何を身につけたのかが問われる時代

がやってきている。
　このデータは、学生の教育成果保証への要求が高まる
なか、大学教育がどのような変革を遂げ、その教育を享
受する大学生はどう変化してきたかを辿る貴重な資料で
ある。この８年間で大きな変化のみられた５つのテーマ
を確認していきたい。

 １．アクティブ・ラーニングの増加と授業の多様化
　大学の授業（ 表１−１ ）で際立って増加しているのが、
アクティブ・ラーニングの機会である。「グループワー
クなどの協同作業をする授業」（2008年→2016年18.1
ポイント増）、「プレゼンテーションの機会を取り入れた
授業」（2008年→2016年16.0ポイント増）、「ディスカッ
ションの機会を取り入れた授業」（2008年→2016年
19.0ポイント増）となっている。
　その他の授業の機会もおおむね増加傾向にあり、大学
の授業はより多様なスタイルに変化してきたといえるだ
ろう。「提出物に教員からのコメントが付されて返却さ
れる授業」（2008年→2016年9.8ポイント増）からは
教員の指導力の強化が、「語学以外の授業で外国語で行
われる授業」（2008年→2016年9.0ポイント増）から
はグローバル化への対応が、「大学での学習方法を学ぶ
授業」（2008年→2016年9.3ポイント増）からは初年
次教育の充実がそれぞれうかがえ、大学教員が相当な授
業改善や工夫を施してきたことがわかる。
　とくに増加率が高いアクティブ・ラーニングの機会に
ついて、学部系統別にみてみよう（ 表１−２ ）。資格取得
を目的とする医・薬・保健系、教育系は、カリキュラム
内に実習が多く含まれるため全体的にアクティブ・ラー
ニングの機会も多い。どの学部も増加傾向ではあるが学
部系統別に比較すると、人文科学、社会科学系では特に
グループワークの機会が、理工系ではディスカッション
の機会が増加している。また文系のなかでも、社会科学
系より人文科学系のほうがアクティブ・ラーニングの機
会は多い。
　では、大学の授業の変化を受けて、学生の学習態度は
どのように変容しているのだろうか。次にみていく。
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 ２．学生は真面目化、
 　　高校の探究学習が大学での学習に好影響
　授業への取組み（ 表１−３ ）で、大きな変化がみられ
たのは「グループワークやディスカッションで自分の意
見を言う」（2008年→2016年11.8ポイント増）、「グルー
プワークやディスカッションでは、異なる意見や立場に
配慮する」（2008年→2016年13.9ポイント増）である。
これは 表１−１ で示したアクティブ・ラーニングの機会
の増加によるものであろう。グループワークやディス
カッションの経験を積み、自己主張や意見を調整する術

を獲得させたことは、改革がもたらした学習成果といえ
る。「授業の復習をする」（2008年→2016年12.0ポイ
ント増）は、過去２回との比較ができないものの
表１−１ 「学期末以外にもレポート・テストが課される
授業」（「よく＋ある程度あった」 84.4％）の頻度に起因
しているのではないだろうか。期中に小ステップで理解
度を確認される機会が多くあることが、学生をふだんか
ら復習に向かわせていると考えられる。
　また、「履修した科目は途中で投げ出さない」、「授業で
出された宿題や課題はきちんとやる」は８年間を通じて８

あなたはこれまで⼤学で、次のような授業を経験しましたか。

2008年 2012年 2016年 08→16年の差
 1 : ディスカッションの機会を取り入れた授業 46.7 54.2 65.7 19.0
 2 : グループワークなどの協同作業をする授業 53.3 59.1 71.4 18.1
 3 : プレゼンテーションの機会を取り入れた授業 51.0 57.6 67.0 16.0
 4 : 少人数のゼミ・演習形式の授業 62.9 64.7 61.9 △1.0
 5 : 上級生や下級生とやりとりがある授業 19.7 25.9 27.7 8.0
 6 : 教員と双方向のやりとりがある授業 46.1 50.5 50.8 4.7
 7 : 提出物に教員からのコメントが付されて返却される授業 40.7 43.7 50.5 9.8
 8 : 学んだ内容を文章や口頭でふりかえる授業 50.8 
 9 : 学期末以外にもレポート・テストが課される授業 84.4 
10: 実験や調査の機会を取り入れた授業 45.1 49.6 49.8 4.7
11: 教室外で体験的な活動や実習を行う授業 32.4 39.1 41.1 8.7
12: 学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられる授業 53.4 52.0 
13: 高校で学習する教科の補習授業 32.1 34.5 35.6 3.5
14: 大学での学習方法を学ぶ授業 28.7 34.9 38.0 9.3
15: 語学以外の授業で、外国語で行われる授業 28.2 29.4 37.2 9.0

表１−１ 　学びの機会 （％）

※１　「よく＋ある程度あった」の％。
※２　2008 年、2012 年は、「上級⽣と下級⽣が授業時間内にコミュニケーション（議論・質問・対話など）がとれる授業」とたずねた項⽬と⽐較した。
※３　2008 年、2012 年は、「教員と学⽣が授業時間内にコミュニケーション（議論・質問・対話など）がとれる授業」とたずねた項⽬と⽐較した。

人文科学 社会科学 理工 農水産 医･薬･保健 教育
2008年（837）
2012年（749）
2016年（937）

2008年（1,553）
2012年（1,693）
2016年（1,555）

2008年  （980）
2012年  （937）
2016年（1,079）

2008年（125）
2012年（216）
2016年（168）

2008年（283）
2012年（556）
2016年（528）

2008年（143）
2012年（261）
2016年（229）

グループワークなどの
協同作業をする授業

2008年 62.0 47.4 49.0 44.0 63.9 73.4 
2012年 65.7 54.3 50.1 55.1 70.1 74.0 
2016年 73.9 62.9 56.6 57.7 73.9 82.1 

08→16年の差 11.9 15.5 7.6 13.7 10.0 8.7 

ディスカッションの
機会を取り入れた授業

2008年 56.2 45.6 34.6 32.8 55.4 67.8 
2012年 64.4 51.5 43.2 45.3 59.3 72.4 
2016年 78.0 67.7 63.9 66.6 80.3 84.7 

08→16年の差 21.8 22.1 29.3 33.8 24.9 16.9 

プレゼンテーションの
機会を取り入れた授業

2008年 58.6 47.5 46.6 43.2 53.3 64.3 
2012年 64.9 53.3 51.8 53.2 64.5 65.1 
2016年 72.2 64.7 63.0 64.9 71.2 75.9 

08→16年の差 13.6 17.2 16.4 21.7 17.9 11.6 

表１−２ 　学びの機会（学部系統別） （％）

※１　「よく＋ある程度あった」の％。

─ 19 ─

第3回　大学生の学習・生活実態調査　報告書� ベネッセ教育総合研究所（2018年）



【
デ
ー
タ
を
読
む
】
８
年
間
の
学
生
の
変
遷
か
ら
み
え
る
大
学
教
育
の
成
果
と
課
題

テーマ

1

割を超えており、現代の大学生の真面目さを示している。
　次に、高校の学習との接続を確認するために、高校時
代の探究学習（自分で問いを立てる、課題解決の情報を
収集する、課題解決の方法を考える、学外の人に話を聞
きに行く、グループで話し合う、学習の成果を人前で発
表する、など）の経験別に、大学の授業への取り組み方
をみてみよう（ 表１−４ ）。「履修した科目は途中で投げ
出さない」、「授業で出された宿題や課題はきちんとやる」
といった真面目な態度にはほとんど差がない。一方で、
学習意欲、グループワークやディスカッションへの取組
み、計画的、自主的な学習、日々の授業への取組みをた

ずねる項目において、高校時代の探究学習の経験が多
かった学生のほうが前向きに取り組んでいると回答する
傾向にあり、高校時代の探究学習の経験が、大学の学習
へのスムーズな移行に貢献しているようである。新学習
指導要領による高校までの教育段階の変化が、大学教育
にどのような影響をもたらすのか、今後も期待を持って
注目していきたい。
　冒頭で述べたように、近年の大学教育は学習成果（ラー
ニングアウトカム）を軸に置き、「学生が何を身につけ
たか」によって教育の質保証としている。本調査ではあ
くまでも自己評価ではあるが、22項目によって多面的

あなたは⼤学での授業に、ふだんからどのように取り組んでいますか。

2008年 2012年 2016年 08→16年の差
 1 : 履修した科目は途中で投げ出さない 81.2 82.8 83.8 2.6
 2 : 授業で出された宿題や課題はきちんとやる 87.4 87.5 85.9 △1.5
 3 : できるかぎり良い成績をとろうとする 73.4 73.9 76.2 2.8
 4 : グループワークやディスカッションで自分の意見を言う 46.8 51.5 58.6 11.8
 5 : グループワークやディスカッションでは、異なる意見や立場に配慮する 53.5 56.0 67.4 13.9
 6 : 計画を立てて学習する 41.8 42.4 49.0 7.2
 7 : 自分の意思で継続的に学習する 55.6 58.2 59.2 3.6
 8 : 授業で興味をもったことについて自主的に学習する 61.7 60.2 59.7 △2.0
 9 : 授業とは関係なく、興味をもったことについて自主的に学習する 61.9 57.9 59.7 △2.2
10: 授業でわからなかったことは、自分で調べる 66.0 67.5 68.4 2.4
11: 授業の予習をする 32.5 32.6 35.4 2.9
12: 授業の復習をする 34.6 39.5 46.6 12.0
13: 授業でわからなかったことは先生に質問する 34.9 35.2 41.3 6.4

表１−３ 　授業への取組み （％）

※１　「とても＋まああてはまる」の％。

高校時代の探究学習の経験

多かった群
（2,197）

少なかった群
（2,751）

（多かった群）
－

（少なかった群）
 1 : 履修した科目は途中で投げ出さない 87.3 81.1 6.2
 2 : 授業で出された宿題や課題はきちんとやる 88.5 83.8 4.7
 3 : できるかぎり良い成績をとろうとする 82.1 71.6 10.5
 4 : グループワークやディスカッションで自分の意見を言う 71.7 48.0 23.7
 5 : グループワークやディスカッションでは、異なる意見や立場に配慮する 78.0 58.8 19.2
 6 : 計画を立てて学習する 61.4 39.0 22.4
 7 : 自分の意思で継続的に学習する 71.1 49.6 21.5
 8 : 授業で興味をもったことについて自主的に学習する 73.5 48.6 24.9
 9 : 授業とは関係なく、興味をもったことについて自主的に学習する 71.1 50.6 20.5
10: 授業でわからなかったことは、自分で調べる 78.9 60.0 18.9
11: 授業の予習をする 46.2 26.8 19.4
12: 授業の復習をする 58.6 37.0 21.6
13: 授業でわからなかったことは先生に質問する 54.2 31.0 23.2

表１−４ 　授業への取組み（⾼校時代の探究学習の経験別） （％）

※１　「とても＋まああてはまる」の％。
※２　⾼校時代の探究学習の経験についてたずねた８項⽬の回答結果を、「よくあった＝３点」、「時々あった＝２点」、「ほとんどなかった＝１点」に換算し、合計得点を算

出。その合計得点を、１：１にもっとも近くなる点で分け、得点の⾼いグループを「多かった群」、少ないグループを「少なかった群」とした。
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な学習成果の確認をしている（ 表１−５ ）。2008年から
８年間の変化をみると、「自ら先頭に立って行動し、グ
ループをまとめる」（2008年→2016年5.9ポイント増）、

「社会活動（ボランティア、NPO活動などを含む）に積
極的に参加する」（2008年→2016年7.4ポイント増）
がわずかに増加しているだけで、その他の項目には変化
がみられない。
　本設問では何をもって「身についた」とするかは回答
者に委ねられている。よって客観的評価と同等に解釈で
きないという点は前提に置かねばならないが、大学の授
業が多様かつアクティブになり、学生の学習態度にもポ
ジティブな変化がみられるにもかかわらず、大学生活を
通して自信を持って能力・スキルを「身につけられた」
と回答する学生が増加していないのはなぜだろうか。背
景のひとつとして考えられるのは、学生自身が能力・ス
キルの獲得を確認できる場がまだまだ乏しいことであ
る。獲得した能力・スキルを発揮できる場を学生に用意
する、あるいは客観的テストを実施しその結果を学生に
フィードバックするといったことで、学生の能力・スキ
ルの獲得を可視化し「身につけた実感」まで培うことが
重要だろう。

 ３．楽に単位をとりたい、
 　　大学に指導してほしいと考える学生が増加
　大学教育に対する考えを【Ａ】【Ｂ】２つの対立する
選択肢から選んでもらった結果をみてみよう（ 図１−１ ）。
2008年から８年間の変化をみると、授業・カリキュラ
ム内容への意見、就職や将来に関連する項目に大きな差
はみられない。授業・カリキュラム内容への意見では、「基
礎・基本が中心の授業」、「教員が知識・技術を教える講
義形式の授業」を望む声が７～８割を占め、学生はあま
り難しくない講義中心の授業を好む傾向は変わらないこ
とを示している。就職や将来との関連についても、「将
来やりたいことを決めて、授業を受けるほうがよい」と

「授業を通じて、将来やりたいことをみつけるほうがよ
い」との意見は約半数ずつに分かれる。専門分野ややり
たいことを決めている学生と、決めかねて柔軟性のある
カリキュラムを通して見極めたいと考えている学生が二
分化している点に、大学は留意が必要だろう。
　一方で、授業に対する学生の構えや大学に対する要望
を示す項目で、大きな変化がみられた。これは学部や入
試偏差値や地域によらず、大学生全体で起こった変化で
ある。

あなたは次のようなことについて、⼤学⽣活全体を通じてどの程度⾝についたと思いますか。

2008年 2012年 2016年 08→16年の差
 1 : 筋道を立てて論理的に問題を解決する 62.8 63.2 63.3 0.5
 2 : 現状を分析し、問題点や課題を発見する 64.3 65.5 65.4 1.1
 3 : ものごとを批判的・多面的に考える 68.0 67.3 66.4 △1.6
 4 : 必要な情報を収集、整理する 73.6 
 5 : 自分の知識や考えを文章で論理的に書く 64.6 65.1 64.4 △0.2
 6 : 学び続ける姿勢をもつ 64.7 
 7 : 自分で目標を設定し、計画的に行動する 59.4 59.3 58.0 △1.4
 8 : 図や数表を用いて問題を理解し、表現することができる 49.8 
 9 : 自分の考えを相手に伝わるように話す 67.0 
10: 既存の枠にとらわれず、新しい発想やアイデアを出す 48.3 49.4 52.4 4.1
11: なにごとにも粘り強く取り組む姿勢をもつ 64.8 
12: 社会や文化の多様性を理解し、尊重する 62.1 63.4 64.4 2.3
13: 自分の感情を上手にコントロールする 65.2 66.1 67.0 1.8
14: 自ら先頭に立って行動し、グループをまとめる 37.0 37.9 42.9 5.9
15: 人と協力しながらものごとを進める 67.1 69.9 70.0 2.9
16: 異なる意見や立場をふまえて、考えをまとめる 64.5 64.2 64.5 0.0
17: グループの中で責任をもって行動する 61.9 
18: 社会活動（ボランティア、ＮＰＯ活動などを含む）に積極的に参加する 21.0 26.7 28.4 7.4
19: 国際的な視野を身につける 45.6 42.8 43.8 △1.8
20: 外国語でコミュニケーションする 35.7 
21: 幅広い教養・知識を身につける 69.2 67.7 69.3 0.1
22: 専門分野の知識・技術を身につける 71.4 71.5 70.3 △1.1

表１−５ 　⼤学⽣活を通して⾝についたこと （％）

※１　「かなり＋ある程度⾝についた」の％。
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⼤学教育について、あなたは次にあげるＡ、Ｂのどちらの考え⽅に近いですか。

図１−１ 　⼤学教育観

2008 年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年
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2012年

2016年

2012年

2016年

（%）Ａ
72.9

Ｂ
27.1

59.2 40.8

35.1 64.9
39.3 60.7

40.8 59.2

43.0 57.0

44.2 55.8
48.0 52.0

59.3 40.7

56.1 43.9

48.9 51.1

23.0 77.0
28.6 71.4

54.8 45.2
61.4 38.6

61.6 38.4
60.8 39.2

75.1 24.9
75.9 24.1

82.0 18.0
83.3 16.7

78.7 21.3

授
業
・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
内
容
へ
の
意
見

就
職
や
将
来
と
の
関
連

授
業
に
対
す
る
構
え

大
学
に
対
す
る
要
望

A B

39.3 60.7

43.9 56.1

50.7 49.3

15.3 84.7
30.0 70.0

38.2 61.8

28.0 72.0

37.4 62.6

応用・発展的内容は
少ないが、基礎・基本
が中心の授業がよい

基礎・基本は少ないが、
応用・発展的内容が
中心の授業がよい

教員が知識・技術を
教える講義形式の
授業が多いほうがよい

学生が自分で調べて
発表する演習形式の
授業が多いほうがよい

大学では幅広い分野の
知識や技能を
身につけたほうがよい

大学では特定の
専門分野の知識や
技能を身につけたほう
がよい

あまり自由に選択履修
できなくても、
系統立って学べるほう
がよい

あまり系統立って学べ
なくても、自由に選択
履修できるほうがよい

学生は将来やりたい
ことを決めて、授業を
うけるほうがよい

学生は授業を通じて、
将来やりたいことを
みつけるほうがよい

就職については、
大学の指導・支援に
もとづいて活動する方
がよい

就職については、
学生の自主性に
もとづいて活動する方
がよい

あまり興味がなくても、
単位を楽にとれる授業
がよい

単位をとるのが難しく
ても、自分の興味の
ある授業がよい

学生が知識や技能を
身につけられるかどう
かは、大学の教育の
責任だ

学生が知識や技能を
身につけられるかどう
かは、学生自身の
責任だ

大学での学習の方法は、
大学の授業で指導を
うけるのがよい

大学での学習の方法は、
学生が自分で工夫する
のがよい

学生生活については、
大学の教員が指導・
支援するほうがよい

学生生活については、
学生の自主性に任せる
ほうがよい

大学では、既にある
学問の知識について、
体系的に修得する
学びが重要だ

大学では、答えのない
問題について、
自分なりの解を
探求する学びが重要だ
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　授業に対する学生の構えとして、「興味がなくても、
単位を楽にとれる授業がよい」と考える学生が61.4％
まで増加している（2008年→2016年12.5ポイント増）。
この背景についてはいくつかの要因が考えられる。1つ目
は、学生の学問への興味が低下していること。入学時に
興味のある学問で大学を選択する学生は減少傾向にあり

（2008年64.8％→2012年62.1％→2016年54.5％、図
表省略）、そもそも興味のある授業がない学生が増加し
ている可能性がある。2つ目は、学生の多忙化。１か月
あたりの保護者からの仕送り平均額は減少し（2008年
2.9万円→2012年2.7万→2016年2.3万、図表省略）、
その分アルバイト平均額が増加している（2008年3.3

万円→2012年2.7万→2016年3.7万、図表省略）。当
然ながらアルバイトにかける週あたりの平均時間も増え

（2012 年 6.5 時間→ 2016 年 7.7 時間、 図１−９ 参照）、
授業や課題にあてる時間が十分にとれず、楽に単位をと
りたい傾向が高まった可能性がある。3つ目は、履修の
問題である。１、２学年のうちに卒業に必要な単位の多
くをとることが常態化しているなかで、アクティブ・ラー
ニングや課題の増加で一授業あたりの学生の負荷が高ま
る傾向にあって、全体のバランスを考え効率よく単位を
とりたいと考える場面が出てくるのは当然のことであろ
う。以上のような状態が絡み合っての選択ではないかと
考える。

現在通っている⼤学について、どのくらい満⾜していますか。

図１−２ 　満⾜度

2008 年
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2016年

2008年

2012年

2016年

2016年

2016年

2008年

2012年

2016年

2016年

2008年

2012年

2016年

2008年

2012年

2016年

（%）とても満足している
26.1

まあ満足している
49.9

どちらでもない
10.0

あまり満足していない

9.7

全く満足していない
判断できない

3.1 1.1

17.5 50.3 16.2 10.5 3.5 1.9

15.6 45.8 19.0 12.3 4.13.3

12.0 37.5 24.8 4.210.4 11.2

7.3 29.9 32.6 5.112.6 12.5

7.3 30.7 32.8 5.113.0 11.1

6.2 22.0 32.1 8.615.8 15.5

6.6 27.1 32.5 6.615.5 11.7

11.8 41.3 24.9 14.6 5.3 2.1

9.5 38.2 30.2 13.1 5.3 3.6

施設・設備（図書館、
ラーニングコモンズ、
インターネットの利用など）

進路支援の体制
（就職セミナーや
ガイダンスなど）

経済的支援の体制
（奨学金制度や
授業料免除制度など）

資格試験や語学への支援
（特別講座や説明会など）

教員
（専門性の高さや
よい影響を受けるなど）

職員
（教務窓口での対応など）

授業・教育システム
（教育内容やカリキュラム
など）

大学生活を
総合的に判断して

10.1 32.4 30.5 15.1 6.5 5.4

5.8 23.7 33.2 18.0 12.6 6.8

8.9 40.6 25.9 16.8 6.0 1.8

7.4 37.3 30.6 15.9 5.9 2.9

6.9 31.5 34.0 15.5 7.1 5.1

11.9 52.2 20.5 10.9 3.6 1.0

12.2 51.0 21.4 9.9 4.2 1.3

9.5 41.6 28.6 12.3 5.3 2.8
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あなたの在学中（⼤学・⼤学院）の海外留学の意向について、あてはまるもの1 つをお選びください。
在学中にすでに留学をした⽅は「すでに海外留学をした」を選択してください。

図１−３ 　留学意向「海外留学をしたい」

　「知識や技能を身につけられるかどうかは、大学の教
育の責任だ」と考える学生も28.6％と少数派ではある
が増加している（2012年→2016年5.6ポイント増）。
そして大学に対する要望をみると、「学習の方法は、大
学の授業で指導をうけるのがよい」と考える学生が
50.7％と過半数になり（2008年→2016年11.4ポイン
ト増）、「学生生活については、大学の教員が指導・支援
するほうがよい」と考える学生も38.2％と少数派では
あるが大幅に増加している（2008年→2016年22.9ポ
イント増）。これらの意識の変化の背景には、ユニバー
サル化により大学が高校の延長線上としてとらえられる
ようになったことや、大学が学生に対し学業・生活両面
でのケアを手厚くしてきたことなどが影響しているだろ
う。近年よく指摘される大学生の「生徒化」と大学の「学
校化」が、本データにも表れているといえよう。
　学生の大学に対する満足度をみてみよう（ 図１−２ ）。
2008年から８年間の変化をみると、全体的に低下する
傾向にある。これは学部や入試偏差値や地域によらず大
学生全体の傾向である。
　大学の授業が多様かつアクティブになり、学生の学習
態度にもポジティブな変化がみられるなかで満足度が低
下しているのはなぜだろうか。2016年のみの項目のた
め過去との比較はできないが、総合的な大学生活への評

価を表す他の項目を確認すると、「学びの充実度」（「と
ても＋まあ充実している」79.7％、図表省略）、「成長実感」

（「とても＋まあ実感する」73.6％、図表省略）については、
約７～８割の学生がポジティブに回答している。一方で、

「大学生活を総合的に判断して（満足度）」にポジティブ
な回答をした学生は、約５割にとどまっている（「とて
も＋まあ満足している」51.1%）。
　「満足度」は、まず学生の大学に対する期待や要求が
あって、それに対して現状がどうかを測るものである。
大学側の変化だけでなく、学生が大学に求めるものが変
化した可能性も考えられる。学生の行動や意識の時代的
変化も影響しているだろう。SNS（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）の広まりで他大学の学生生活と
の比較が容易になったことが、大学への期待や要求を変
化させたかもしれない。あるいは、大学教育をサービス
としてとらえ消費者的目線から評価する学生が増えてい
るのかもしれない。「満足度」という指標で大学を評価
することの妥当性について、検証する必要があるだろう。

 ４．留学したい大学生は増加せず
　冒頭で述べたように、グローバル社会で活躍する人材
の育成は、大学に強く求められるテーマのひとつである。
この８年間で学生のグローバル化に対する意識や行動は

0 20 40 60 80 100

とてもあてはまる

2012年

2016年

（%）
12.3

まああてはまる

25.7

あまりあてはまらない

23.8

全くあてはまらない

35.3

すでに海外留学
をした

2.9

12.8 23.2 22.6 37.1 4.3

あなたが留学したいと思わないのはなぜですか。（3 つまで選択）

図１−４ 　留学をしたくない理由（留学を希望しない学⽣のみ回答）
（％）

経済的に難しいから

海外生活が不安だから（治安・衛生面など）

語学力に自信がないから

海外に興味がないから

経済的負担に見合う効果が感じられないから

時期的に就職活動に支障があるから

周囲が反対するから

その他

48.1

39.9 

37.5

37.1

14.5

6.3 

2.0 

1.0 

2.8 2016年（n=2,953）

就職した後、勤務先のサポートを
受けて行くつもりだから
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（%）

日本人としての意識が高まった

外交・国際関係への興味が
高まった

多様な価値観や文化的背景を
受容できるようになった

リスクを恐れず挑戦する
意識が高まった

平和、環境、貧困問題など
地球的課題への意識が高まった

自分のキャリアについて
考えが深まった

学習に積極的に
取り組むようになった

自己肯定感（自信）が高まった

とてもあてはまる
32.1

まああてはまる
45.3

とても+まああてはまる
77.4

31.8 47.1 78.9

32.7 40.0 72.7

41.0 44.3 85.3

35.7 47.8 83.5

45.8 40.1 85.9

43.3 42.7 86.0

36.8 38.7 75.5

34.4 37.6 72.0

22.2 31.6 53.8

19.7 31.2 50.9

29.1 32.7 61.8

21.7 39.2 60.9

19.7 37.6 57.3

27.3 43.6 70.9

23.1 36.8 59.9

19.1 36.3 55.4

34.5 38.2 72.7

20.3 43.9 64.2

17.8 42.7 60.5

27.3 47.3 74.6

43.6 41.8 85.4

52.7 32.7 85.4

56.4 34.5 90.9

（%）

どのように変化したのだろうか。まず留学意向をみてみ
よう（ 図１−３ ）。海外留学の意向には、ほとんど変化が
みられない「海外留学をしたい（「とても＋まああてはま
る＋すでに海外留学をした」）」（2012年40.9％→2016年
40.3％）。
　そこで、留学したくないと回答した学生に理由をたず
ねてみた（ 図１−４ ）。2016年のみの項目のため過去と
の比較はできないが、「経済的に難しいから（48.1％）」
がもっとも多い。次いで「海外生活が不安だから

（39.9％）」、「語学力に自信がないから（37.5％）」、「海

外に興味がないから（37.1％）」が続き、海外生活への
不安や、海外への興味がないといった内向きと思われる
理由をあげる学生も約４割近くいる。
　では、留学の成果はどうだろうか（ 図１−５ ）。留学経
験のある学生にたずねた結果が次である。全体でみると、

「多様な価値観や文化的背景を受容できるようになっ
た」、「外交・国際関係への興味が高まった」といった海
外経験が直接的にもたらす感覚の変化は、約９割が「と
てもあてはまる」、「まああてはまる」と回答している。
一方で、日本での普段の大学生活への影響といった間接

留学経験によりあなたの意識や⾏動に変化はありましたか。

図１−５ 　留学の成果（学⽣数地域別）

※１　総務省の統計（2016 年）で全国約286 万⼈の⼤学⽣のうち、10 万⼈以上が在籍する９つの都道府県（東京都、⼤阪府、神奈川県、愛知県、京都府、兵庫県、
埼⽟県、福岡県、千葉県）在住の回答者を「学⽣の多い地域」、それ以外の都道府県在住の回答者を「学⽣の少ない地域」とする。
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的な効果である「学習に積極的に取り組むようになっ
た」、「自己肯定感（自信）が高まった」は約６割にとど
まっている。大学生に海外留学を推奨していく上で、留
学経験を日本での学生生活に効果的につなげていくカリ
キュラムや取組みがより一層必要であろう。
　また、学生の多い地域（10万人以上が在籍する９つ
の都道府県）と学生の少ない地域で、留学の成果を比較
した（ 図１−５ ）。留学したと回答した学生は、学生の多
い地域で4.8％、学生の少ない地域で3.3％（図表省略）
といずれも少ないが、学生の少ない地域の学生のほうが
より成果を感じていることが明らかとなった。都市部の
ほうが、学校外の活動の場が豊富で、さまざまな人とコ
ミュニケーションする機会も多いだろう。その分、留学
が特別に刺激的な経験ではなかった可能性があり、地域

による活動の機会の差が影響しているのかもしれない。

 ５．困りごとを自分で解決せず、
 　　保護者に頼る大学生が増加
　保護者との関係もまた、この８年間で変化のあった項
目である。大学のオープンキャンパス、入学式、卒業式
などへの保護者同伴が増え、大学による保護者対象の説
明会や個別面談などが一般化し、一昔前と比べ大学生の
保護者と、大学・大学生との距離は近くなっている。保
護者との関係を【Ａ】【Ｂ】２つの選択肢のどちらに近
いか選んでもらった結果をみてみよう（ 図１−６ ）。
　2008年から８年間の変化をみると、「Ａ：保護者のア
ドバイスや意見に従うことが多い（Ａ＋どちらかという
とＡに近い）」（2008年→2016年9.6ポイント増）、「Ａ：

0

35.64.5 19.740.2

38.27.7 15.438.7

38.711.0 16.833.6
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あなたと保護者との関係について、それぞれについてもっとも近いもの1 つをお選びください。

図１−６ 　保護者との関係
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（%）小
中
学
生
の
頃

【Ａ】困ったとき、保護者がだいたい解決してくれた　　 （2,663）

【Ｂ】困ったとき、保護者は手を出さずに見守ってくれた（2,285）

0 20 40 60 80 100

【Ａ】困ったことがあると、
保護者が助けてくれる

【Ｂ】困ったことがあると、
自分で解決する

71.1 28.9

42.3 57.7

大学生の現在

※１　【Ａ】は「Ａ+どちらかというとＡに近い」の％、【Ｂ】は「Ｂ+どちらかというとＢに近い」の％。

図１−７ 　保護者との関係（小中学生の頃の関係別）

困ったことがあると、保護者が助けてくれる（同）」（2008
年→2016年16.0ポイント増）で、自分でものごとを決
め、問題を解決する学生が減少し、保護者に頼る学生が
増加している。しかし、「Ａ：お金が必要になったら、
保護者が援助してくれる（同）」と回答した学生に増加
はみられず、経済面ではなく精神面で保護者に頼る傾向
が強まっているようだ。
　2016年のみの項目のため過去との比較はできないが、

「Ａ：小中学生の頃、あなたが困ったとき、保護者がだ
いたい解決してくれた（同）」が53.8％である一方、大
学生になった現在の関係をたずねた「Ａ：困ったことが
あると、保護者が助けてくれる（同）」が57.8％となって
おり、小中学生の頃と保護者に頼る割合がほぼ変わらな
い。そこで、この２つの項目の関係を確認した（ 図１−７ ）。

結果をみると、小中学生の頃に保護者がだいたい困りご
とを解決してくれたと回答した学生のうち、大学生の現
在にも保護者が助けてくれると回答したのは約７割で、
約３割は自分で解決すると回答している。小中学生の頃
は保護者に頼っていた学生の約３割は、大学生になった

現在は自分で解決するように変化したと読み取れる。一
方、小中学生の頃に困ったとき、保護者は手出しせず見
守っていたと回答した学生のうち、大学生の現在は保護
者が助けてくれると回答したのは約４割で、約６割は自
分で解決すると回答している。小中学生の頃は保護者の
手出しがなかった学生の約４割が、大学生になった現在
は保護者の助けを借りるように変化したと読み取れる。
子どもの成長や課題にあわせて保護者がどのように手助
けするか、関係性を柔軟に変化させている様子がうかが
える。
　保護者に頼る傾向について、性別にみてみよう

（ 図１−８ ）。「Ａ：保護者のアドバイスや意見に従うこと

が多い（Ａ＋どちらかというとＡに近い）」、「Ａ：困っ
たことがあると、保護者が助けてくれる（同）」は、
2008年2016年ともに、男子より女子のほうが10ポイ
ント程度上回っており、女子のほうが保護者に頼る傾向
は変わらない。しかし、性別によらず、保護者に頼る学
生は増加している。

図１−８ 　保護者との関係（性別）
（%）
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 【まとめ】８年間の変化からみえる成果と課題
　ここまで８年間で変化のみられた５つのテーマごと
に、データの確認をしてきた。最後に、全体として大学
教育の成果と課題をまとめたい。
　成果は、学生の自己評価において、アクティブ・ラー
ニングの機会が増加し、授業が多様になり、授業に向か
う態度がよくなっている点である。とくに、この４年間
でグループワークやディスカッションで自分の意見を主
張し、異なる意見や立場に配慮できると感じている学生
が増えたことは、授業改革が徐々に実を結んできた成果
といえる。また、高校の探究学習が大学での学習に好影
響を与えていることが確認できたのも、高大接続の点で
大きい。
　一方で、アクティブな形式の学びが増え学生は対応で
きているにもかかわらず、意識の面では楽に単位をとり
たい志向や大学や保護者に依存する傾向が高まっている
点は看過できない。海外留学を希望しない学生が依然と
して多いことも含め、受動的で内向きとも取れる大学生
の意識は、大学教育改革に逆行しているようにみえる。
その背景として考えられる要因は、各テーマ別に述べた。
そこで、ここでは大学生の生活を総合的に考えた上で課
題を検討してみたく、１週間あたりの学習・生活の平均
時間を確認する（ 図１−９ ）。
　2012年からの比較であるが、平均時間が大きく増加
したのは「アルバイト」である。学生の経済状況が厳し
くなったためであろう。同じく2012年からの比較であ
るが「サークルや部活動」、2008年からの比較で「社会

活動（ボランティア、NPO活動などを含む）」といった
正課外活動への参画もわずかながら増加している。次に、
いずれも2008年からの比較で、「授業の予復習や課題を
やる時間」、「大学の授業以外の自主的な学習」といった
学習時間も増加している。ただし、学習時間は2008年
から2012年にかけて増加しており、2016年は2012年
の水準をキープしたにとどまった。
　一方で、2012年からの比較であるが、「大学の授業な
どへの出席」の平均時間が減少している。ただし、履修
している平均科目数（2012 年 9.8 科目→ 2016 年 9.5
科目、図表省略）や、取組み「履修した科目は途中で
投げ出さない（「とても＋まああてはまる」）」（2012年
82.8%→2016年83.8%、 表１−３ 参照）に変化はみら
れない。このため、授業放棄により出席率がダウンした
というより、楽に単位を取りたいとの意見増加にもみら
れるように、効率よく単位取得を目指しているか、授業
前後の大学での滞在時間を減らしている可能性が考えら
れる。2008 年からの比較では、「友だちと会う、遊ぶ」、

「テレビやDVDなどの視聴」といった余暇時間が減少
している。とくに「友だちと会う、遊ぶ」は「０時間（やっ
ていない）」と回答した割合が、2008年6.7％→2012
年6.6％→2016年12.7％（図表省略）となっている。
　このように生活時間の増減をみると、経済的な理由か
らアルバイトもしなくてはいけないが、授業準備や提出
課題をこなすため個人学習にあてる時間もとりたい、就
職活動などを考慮すればそれなりに正課外での活動にも
参画したい、そのために、大学の授業を効率よくこなし、

ふだんの時間の過ごし⽅について、次の項⽬は１週間（⽉曜⽇〜⽇曜⽇）で何時間くらいになりますか。
今学期の平均的な１週間を振り返って、それぞれについてあてはまるもの１つをお選びください。

図１−９ 　1 週間あたりの学習・⽣活時間（平均時間※1 ／週）
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※1　平均時間について、「０時間（やっていない）」を「０時間」、「１時間未満」を「30分」、「１〜２時間」「３〜５時間」「６〜10時間」「11〜15時間」「16〜20時
間」については中央値、「21時間以上」を「23時間」と置き換えて算出した。

※2　2016年は「友だちと会う、遊ぶ」とたずねた項⽬を、2008年、2012年は「友だちづきあい」とたずねた項⽬と⽐較した。
※3　2012年調査では、別設問で｢サークルや部活動をしていない｣と回答した2,101名を、本設問の回答対象者としなかった。2016年と⽐較するにあたり、｢サーク

ルや部活動をしていない｣と回答した2,101名を｢ ０時間（やっていない）｣とみなし再集計した。
※4　2012年調査では、別設問で｢アルバイトをしていない｣と回答した1,776名を、本設問の回答対象者としなかった。2016年と⽐較するにあたり、｢アルバイトを

していない｣と回答した1,776名を｢ ０時間（やっていない）｣とみなし再集計した。
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友だちと遊ぶなど余暇の時間を減らしている大学生の多
忙な状況が浮かび上がってくる。
　大学教育改革が進めてきた取組みは、確かにその一つ
ひとつは良質な教育活動である。本調査でも、アクティ
ブ・ラーニングの増加が、グループワークやディスカッ
ションで自分の意見を主張し、異なる意見や立場に配慮
できる学生の増加をもたらすなど、授業改革それぞれの
効果は確認できる。しかし、それを受ける一人の学生の
生活という観点で総合的にみると、多忙で余裕のない方
向に変化していることがわかった。いくら良質な教育を

提供しても、学生の負荷が過ぎると、学生は一つひとつ
をこなすことに必死になって、能動的に動く活力や新た
な発想にはつながらない可能性もある。あれもこれもと
盛り込んだカリキュラムが、学生にとって総合的にどの
ように作用しているのか、本調査のような学生の状況を
学習・生活の両面から確認できる調査から把握すること
ができる。その情報を活用し、良質な教育活動を増やす
ばかりでなく、教育目標に対して活動を精選する方向か
らも検討する時期に来ていることを、この８年の変化か
ら読み取れるのではないだろうか。
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テーマ2  学⽣エンゲージメントが拓く⼤学教育の可能性
          〜改めて「誰のための」「何のための」教育改⾰かを考える〜

 １．⼤学教育改⾰はどのような⽅向に進んでいるのか
　21 世紀に⼊り、⼤学を取り巻く状況・環境が⼤きく
変化する中、各⼤学ではさまざまな質保証・質向上の⼿
⽴てが講じられている。特に、少⼦化によって⼤学は全
⼊時代を迎え、加えて産業構造の変動により⼤学と社会
の接続（トランジション）が⼤きな課題となっている。
そのため、教育の質保証を巡る議論においても、これま
でのような⼊⼝を重視するのではなく、出⼝を重視する
傾向にある。現在の⽇本の⾼等教育改⾰の⼤きな流れ・
考え⽅を整理すると、以下の４点のようになる。

①�⼤学卒業時に⾝につける能⼒（期待される学習成果）
をディプロマ・ポリシー（DP）の形で明⽂化し、それ
らの能⼒を育成するためにカリキュラムが編成され

（カリキュラム・ポリシーとして明⽂化）、個々の授業
が実施されるといったアウトカム基盤型教育が推奨さ
れている。

②�求められる能⼒には、a.知識に加え、b.スキル（創造
性、批判的思考⼒、コミュニケーション、協働性）や
c.⼈間性（マインドフルネスや好奇⼼、勇気、レジリ
エンス、倫理観、リーダーシップ）、d.メタ学習（メ
タ認知、成⻑の考え⽅）といった包括的・多⾯的な領
域・内容が想定されている（Fadel, Bialik, & Trilling, 
2015）。

③�カリキュラムを通じて各能⼒を育成するために、従来
の⼀⽅向的な伝達型講義（教授者中⼼パラダイム）か
らアクティブラーニングなどの双⽅向型教育（学習者
中⼼パラダイム）へと教育の質的転換を図ることが求
められている。

④�教育の質的転換によって学⽣が獲得した学習成果を、
IR（インスティテューショナル・リサーチ）機能を活
⽤しながら多⾓的に測定・分析し、持続的な教育活動
の改善・向上につなげる（内部質保証）ことが重視さ
れている。

　実際、こうした改⾰の成果の⼀端は、⽂部科学省が毎
年実施している「⼤学における教育内容等の改⾰状況」
に関する調査などで確認できる。多くの⼤学で、質保証
の実現にむけたさまざまな制度や⽅法、ツールが導⼊さ
れ、実態として⾒れば改⾰は進んでいると⾔える。⼀⽅、
こうした改⾰状況の調査回答の主体は⼤学あるいは教職
員であり、学びの当事者である⼤学⽣にどのような影響

を与えているのかという点について把握することはでき
ない。教育改⾰の成果は、求められている⼿⽴てを講じ
ているか否かではなく、学⽣の学習が質的・量的に変容
し、期待される学習成果に到達することができているか
によって判断される必要がある。学習者中⼼パラダイム
とは、この視点から教育改⾰を捉え、実践することに他
ならない。まさに、学⽣の視点から⼤学教育の実態と成
果を捉えようとするのが、「⼤学⽣の学習・⽣活実態調査」

（以降、本調査）の意義である。

 ２．⼤学教育改⾰への問題提起①
 　　〜要素還元主義の限界と全体主義の重要性〜
　少し話は⾶ぶが、20世紀に⼊り、⼈間を科学的に捉
えようとする試みが盛んに⾏われるようになった。科学
的研究⼿法の台頭によって、⼈間を要素に分解し、個々
の要素や要素間の関係を捉えようとするアプローチ（要
素還元主義）が研究の可能性を⼤きく⾶躍させた。⼀⽅、
部分の集合は全体とイコールではないといったゲシュタ
ルト⼼理学や、要素に還元されない⼈間全体を捉えよう
とする⼈間性⼼理学などホリスティックアプローチ（全
体主義）も登場し、両者は互いに影響し合いながら発展
してきた。こうした論争の多くは⼼理学分野においてな
されたが、他の関連諸科学においても少なからず影響を
与えている。
　現在の⼤学教育改⾰は、求められる能⼒を細分化し、
それぞれに適したカリキュラムや授業を割り当てて、全
体の底上げを図り、当該組織に属する全ての学⽣がミニ
マムリクワイアメントとして設定されたDPを獲得する
ことを⽬指すものである。学⽣が⾝につけるべき資質・
能⼒を要素化して、⼤学での学びを通じてその各要素

（ピース）をかき集めていく。そのピースを全て集めて
パズルができればゴール（卒業資格あり）ということに
なる。その意味では、現在の教育改⾰は、要素還元
主義的発想に基づくものであると⾔える。必ずしもそれ
が悪いという話ではないが、望ましい要素の集積（集合
体）が望ましい学⽣だと本当に⾔えるのだろうか。⾔い
⽅を変えれば、より多くの「〇〇⼒」を有した学⽣が、
社会で活躍する⼈材であると⾔えるのだろうか。
　過去にベネッセ教育総合研究所が既卒者（社会⼈）を
対象に実施した「⼤学での学びと成⻑に関するふりかえ
り調査」（2015年）の結果も合わせると、社会⽣活を⽀
える基盤づくりは要素還元主義的な考え⽅のみならず、
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全体主義的な眼差しをもって⾏われる必要があるのでは
ないかと強く感じている。こうした疑問に応えるべく、
本調査では、教職員による関与に関わる項目を設定して
いる。

 ３．⼤学教育改⾰への問題提起②
 　　〜教育の限界と境界を⾒極める〜
　社会的要請を受けて、卒業時に⾝につけさせる能⼒は
拡⼤の⼀途を辿っている。その結果、出口を中心に大学
教育全体への関心が高まり、⼤学教育が過⼩評価されて
きた時代から⼀気に過剰期待される時代へと転換してい
る。しかし、そもそも教育という営みでどこまでその期
待に応えることができるのだろうか。
　先述したとおり、DPで定められた能⼒（要素）をさ
らに細分化し、そこにパッチを当てるように教育全体（制
度、⽅法、評価）が設計・実施されている。授業、カリ
キュラム、組織と複数のレベルでPDCAサイクルを回
すことが求められている。その結果、部分最適解を⽬指
す⼒学と全体最適解を⽬指す⼒学とが拮抗・衝突し、現
場では多くの混乱や疲労感が蓄積されている。これは先
述した要素還元的アプローチと、アンケート等の過重実
施や客観性担保のための細かな⼿続きなど厳密な証拠主
義が組み合わさることによって⽣じた必然的帰結である
とも⾔える。
　この閉塞状況から脱するためには、授業（個⼈）でで
きること、カリキュラム（⼩組織）でできることを明確
にしつつ、両者が相補完的になるよう⼤学全体（⼤組織）
で調整することが肝要だ。その際、⼤学全体は、単なる
調整機能にとどまることなく、具体的かつ実⾏可能なア
クションプランを描き、その上で適切な組織体制や指⽰
系統を明確にするなど、積極的に関与することが求めら
れる。
　加えて、教育によって実現可能なものは何か、その境
界を明確にすることが肝要である。教育はポジティブリ
ストであると⾔われるように、やった⽅が良いことは⼭
ほど存在する。よほどのことでない限り、やればやるほ
ど、⼿をかければかけるほど、そうしないよりはした⽅
が良いと⾔えるだろう。しかし、教育に対する過剰な期
待を全て取り⼊れて、教育の中で実現させようというの
は無理があるのではないだろうか。正課教育で教員によ
る関与によって成し遂げられること、準正課教育（正課
ではないが、大学が一定の教育的意図をもって提供する
教育プログラム）で教員や職員が関与することで成し遂げ
られること、また、正課外活動（アルバイトなど完全にキャ
ンパスの外で行われる活動）で学⽣⾃⾝の関与によって
成し遂げられること、全体の中で捉える必要がある。

 ４．⼤学教育改⾰への問題提起③
 　　〜⻘年期発達を踏まえた教育を〜
　もう⼀つ、現代の教育改⾰において⼗分に検討されて
いないと思われるのが、⼤学⽣の発達という視点だ。教
育改⾰は学⽣の学習改⾰を促し、その結果として学習成
果を⾼めるという流れで考えるのが⼀般的だ。しかし、
過度に細分化された能⼒で表される学習成果を獲得させ
ようという考え⽅の教育改⾰が進む中で、学⽣は様々な
⼈⽣経験や他者との関わりの中で成⻑・発達する存在で
あるという認識が⼗分に共有されていないように思われ
る。⼤⼈が設定した能⼒に囚われない成⻑・発達の⼒学
が存在する。それは、⼤学⽣の⼤半が該当する⻘年期後
期の重要な発達課題であるアイデンティティの確⽴にも
現れている。⼤学⽣は、学⽣という社会的⾝分を持つと
同時に、⻘年期という⽣涯発達の中の⼀時点を過ごす若
者（⻘年）でもある。⽣涯学習社会の中で、⼤学から社
会へのトランジション課題を克服するためには、様々な
能⼒の集積のみならず、アイデンティティや⾃⽴／⾃律、
⾃⼰肯定感や⾃信、⾃他信頼感や幸福感など、⾃分を⽀
える基盤（⼼理的発達）の確⽴が重要であると考える。
その基盤を抜きに、より多くの能⼒を資格のようにかき
集めても、本当の意味で21世紀社会をタフに幸福に⽣
き抜くことはできないのではないか。
　本調査において、従来の学習・⽣活実態関連の項⽬以
外に、多数の⼼理的発達に関わる項⽬を盛り込んだのは、
こうした認識に基づいてのことである。

 ５．学⽣の学習と発達を促す
 　　学⽣エンゲージメントの視点

（１）学⽣エンゲージメントとは
　現代の⼤学教育改⾰の死⾓として、要素還元主義アプ
ローチの落とし⽳、発達的視点の軽視について取り上げ
た。現⾏の改⾰全てを否定するものではないが、学⽣が、
社会に出て、個⼈として社会を担う⼀市⺠として、健や
かで幸福に⽣きるために、また、⼤学で働く⼤⼈が活き
活きと幸福に職務に臨むために、私たちは何をなすべき
かを主体的に考え、実践していかないといけないのでは
ないか。その可能性を⾒出すべく、ここでは学生エンゲー
ジメントの視点から検討してみたい。
　エンゲージメントという⽤語⾃体は、様々な場⾯で⽤
いられている。ビジネスの世界では、「関係性の密度」「絆」

「共感」という概念として、広告やマーケティングにお
ける「ブランドとユーザーの結びつき」や、企業経営に
おける「社員の会社に対する愛着⼼」という意味で使わ
れている（⼭⽥、2016）。経営や医療の分野では、「仕
事に関する肯定的で充実した感情や態度」（活⼒、熱意、
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没頭）を表す概念としてワーク・エンゲージメントに関
する研究が⾏われている。
　⾼等教育の分野では、教育政策、教育実践、教員によ
る関与と学⽣⾃⾝による学習への関与が、学習と発達を
促すといったアスティンらによる関与（involvement）
理論（Astin、1993；Pascarella & Terenzini、2005）
を発展させ、クー（Kuh, G.D.）によって「学⽣エンゲー
ジメント（student engagement）」概念が提唱された

（Kuh、2001）。学⽣エンゲージメントを捉える試みは
様々なされており、以下のような定義が存在する。

・�「学⽣の学びへの取り組みや関与」という意味で、学
修時間に加え、学びへの関⼼・意欲・態度、学びへの
取り組み⽅などの質的なものを含み、⼤学が学⽣を学
びに参画させる働きかけとも関わる、総体的な⽤語（⼩
⽅、2016）。

・�学⽣の経験を最適化し、学⽣の学習成果や成⻑・発達、
⼤学のパフォーマンスや評判を向上させるために、学
⽣と⼤学の双⽅が投資した時間、努⼒およびその他の
関連資源との相互作⽤（Trowler、2010）。

　上記を含め、これまでに提⽰されている学⽣エンゲー
ジメントに関する定義を参照しつつ、筆者は以下のよう
に定義する（⼭⽥、2018）。

学⽣エンゲージメントとは、⼤学⽣の学習と発達を
促すために、彼らの置かれている状況や⽂脈も考慮
しつつ、⼤学が提供する制度や環境、教職員が⽇常
的に⾏う教育・指導等における深い関与、学⽣が⾃
らの意志で選択し、学びに対して主体的に関与する
というプロセスや⼀連の経験、そして⼤学、教職員、
学⽣それぞれが払う関与の質と量の相互連関やダイ
ナミクスを捉える概念。

（２）学⽣エンゲージメントの類型
　学⽣エンゲージメントという⽤語は、学⽣⾃⾝の関与
のみならず、それを促すための⼤学や教職員による関与、

そしてそれらの相互作⽤を含み込んだ概念であり、その
⽬指すところは学⽣の学習と発達の促進（Student 
Success）である。また、学⽣エンゲージメントの領域は、
⾏動的（Behavioral）、認知的（Cognitive）、情緒的

（Affective/Emotional）の３つに分けられる。これら
を組み合わせると、 表２−１ のような学⽣エンゲージメ
ントの類型として整理することができる。
　この表で⽰される６つのエンゲージメントが⼗全に機
能することが、学⽣の学習と発達を促すことにつながる
と考える。現在の教育改⾰は、⾏動的エンゲージメント
を⾼めることを推奨する。たとえば、アクティブラーニ
ングもその⼀つと⾔える。教員はアクティブラーニング
を取り⼊れた授業を準備・提供し、学⽣はそれに参加す
る。その過程で授業外学習時間が増えることが期待され
ている。⼀⽅、「活動あって学びなし」と揶揄されるよ
うに、アクティブラーニングを取り⼊れた授業への参加
が深い学びへとつながっていないといった指摘も多い。
つまり、単なる参加にとどまるアクティブラーニングや、
⽬に⾒える活動のみに注⽬していては不⼗分だというこ
とである。このことと関係してくるのが認知的エンゲー
ジメントである。学⽣を深い学びへと誘うためには、よ
り深い認知的な関与が必要となる。教材の在り⽅（作り
⽅や配列、提⽰順序など）や教具（ICTなど）の⽤い⽅、
発問の仕⽅、講義と双⽅向の組み合わせ方、事前課題と
授業の対応関係など、学⽣の実態に応じて検討・実施す
ることが重要となる。
　現在の教育改⾰において、⾏動的・認知的エンゲージ
メントに対する関⼼は⾼まってきている。⼀⽅、相対的
に関⼼が低いのが、筆者がもっとも重要であると考えて
いる情緒的エンゲージメントであるように思われる。教
育や学習に対する感情（好き・嫌い、楽しい・つまらな
いなど）は、他のエンゲージメントの源泉であり、原動
⼒になると考えられるからである。もう⼀つの理由は、
先述した⼼理的発達と強く関係しているからである。⼼
理的発達は、⼤学における学習場⾯のみならず、その後
の⽇常⽣活や社会⽣活の基盤であり、社会が発展するた
めの原動⼒になるものだと考えている。
　筆者が、教授論や学習論ではなく、発達論の⾒地から

領域 ⾏動的 認知的 情緒的
中⼼ 参加（participation） 投資（investment） 感情（emotion）

教職員
①�教育活動（授業、学⽣指導）への授
業内外での積極的な関与、教育改⾰・
改善や研修等への参加など

②�学⽣が複雑な考えを理解し、困難な
スキルを習得するために必要な努⼒
を惜しまず熱⼼に取り組む

③�教育や授業、学⽣に対する肯定的／
否定的反応。興味、意欲、帰属意識、
愛着、幸福、満足、不安など

学⽣
④�授業への出席、学習場⾯での積極的
な参加、授業外学習時間、学校⾏事
への参加など

⑤�複雑な考えを理解し、困難なスキル
を習得するために必要な努⼒を惜し
まず熱⼼に取り組む

⑥�教師や仲間、学業や学校に対する肯
定的／否定的反応。興味、意欲、帰
属意識、愛着、幸福、満足、不安など

表２−１　学生エンゲージメントの類型
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⼤学教育を捉えようとする動機はここにあり、そのため
の概念として学⽣エンゲージメントが最適だと考えてい
る。次は、ここまで論じてきた点について実際の調査デー
タから⾒ていく。

 ６．調査データで確認する①　〜経年での量的⽐較〜
（１）教育環境は変わったのか
　　 （教員による⾏動的エンゲージメント）

　学⽣のエンゲージメントを⾼める上で、教員によって
提供される教育環境（environment）は必要不可⽋で
ある。とりわけ、アクティブラーニングなどの主体的な
学びを促す双⽅向型の授業が政策的にも推進されてい
る。 図２−１ は、学⽣が認識している学びの機会の頻度

について、これまでに⾏われた過去２回の結果とともに
⽰したものである。グループワークやプレゼンテーショ
ン、ディスカッションといったアウトプットを伴う授業
を受けた学⽣の割合は、回を追うごとに⼤幅に増加して
いる。また、提出物に対するフィードバックや学習⽅法
を学ぶ授業、授業内での学年を超えた学⽣同⼠の交流と
いった学習⽀援やピア・サポートを受けた学⽣の割合も
年々増加している。このように、教員による⾏動的エン
ゲージメントは、年々増加していると⾔える。

図２−１　学びの機会

少人数のゼミ・演習形式の授業

実験や調査の機会を
取り入れた授業

大学での学習方法を学ぶ授業

高校で学習する教科の補習授業

53.3
59.1

71.4

51.0
57.6

67.0

46.7
54.2

65.7

62.9
64.7

61.9

46.1
50.5
50.8

40.7
43.7

50.5

45.1
49.6
49.8

32.4
39.1
41.1

28.7
34.9
38.0

28.2
29.4

37.2

32.1
34.5
35.6

19.7
25.9
27.7

提出物に教員からのコメントが
付されて返却される授業

2008 年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

2008年
2012年
2016年

グループワークなどの
協同作業をする授業

プレゼンテーションの機会を
取り入れた授業

教員と双方向のやりとりが
ある授業注2）

上級生や下級生とやりとりが
ある授業注3）

教室外で体験的な活動や
実習を行う授業

語学以外の授業で、
外国語で行われる授業

ディスカッションの機会を
取り入れた授業

（％）

注1） 「よく＋ある程度あった」の％。
注2）2008年、2012年は、「教員と学生が授業時間内にコミュニケーション（議論・質問・対話など）がとれる授業」とたずねた項目と比較した。
注3）2008年、2012年は、「上級生と下級生が授業時間内にコミュニケーション（議論・質問・対話など）がとれる授業」とたずねた項目と比較した。
注4） 全15項目のうち、他年度と比較可能な12 項目を抜粋して表示。
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（２）学習への取り組みは変わったのか
　　 （学⽣による⾏動的エンゲージメント）

　次に、学⽣による学習への取り組みは変わったのか。
図２−２ を⾒ると、上から２項⽬のような学びへの基本
姿勢は多くの学⽣には形成されているようである。学⽣
の「⽣徒化」を象徴する結果と⾔える。⾃主的な学習に
ついて、経年での変化はほとんどみられないものの、お
よそ半数の学⽣が⼀定程度⾏っているようだ。しかし、
時間数で⾒ると、⼀週間平均で「授業の予復習や課題を
やる時間」（2008年2.2時間、2012年2.8時間、2016
年2.7時間）、「⼤学の授業以外の⾃主的な学習」（2008

年 1.9 時間、2012 年 2.4 時間、2016 年 2.3 時間）と、
2008年から2012年にかけて⼀定の上昇が⾒られるが、
2012年から2016年にかけてはほぼ横ばいの結果となっ
ている。両者を合わせても週に４〜５時間程度（１⽇１
時間未満）と、時間数は極めて少ないことが分かる。
2008年や2012年の調査と⽐較して動きのあったもの
として、グループワークやディスカッションでの積極性
が増していることがうかがわれる。これは学びの機会の
増加と連動している結果として⾒ることができる。これ
らの結果を総合的に⾒たところ、全体的に学⽣による⾏
動的エンゲージメントは、微増傾向にあると⾔える。

図２−２　学習への取り組み
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授業で興味をもったことについて
自主的に学習する

グループワークやディスカッション
では、異なる意見や立場に配慮する
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授業で出された宿題や課題は
きちんとやる

履修した科目は途中で
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自分の意思で継続的に学習する

計画を立てて学習する

授業の復習をする

授業の予習をする

2008 年
2012年
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できるかぎり良い成績を
とろうとする

授業とは関係なく、興味をもった
ことについて自主的に学習する

授業でわからなかったことは
先生に質問する

授業でわからなかったことは、
自分で調べる

注）「とても＋まああてはまる」の％。

─ 35 ─

第3回　大学生の学習・生活実態調査　報告書� ベネッセ教育総合研究所（2018年）



学
⽣
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
が
拓
く
⼤
学
教
育
の
可
能
性

テーマ

2

 ７．調査データで確認する②
 　　〜学⽣エンゲージメントを核とした相関分析〜

（１）使⽤する変数の概要と要約統計量
　以降は、項⽬間の関連性等の分析を⾏うため、尺度や
項⽬の合成変数を使⽤する。各変数の概要および要約統
計量を⽰す（ 表２−２ ）。ここでは、 表２−１ で⽰した学
⽣エンゲージメントの類型を意識して、各種変数を位置
づける。必ずしも、エンゲージメントを測定するために
作成されたものではないものもあるが、内容等を考慮し
て本論考では便宜的に位置づけている。

（２）学⽣エンゲージメントは⼼理的発達や
　　 教育・学習環境および学習成果とどう関連するのか

　 表２−２ で⽰した各種変数間の関連をみるため、相関分
析を⾏ったところ次のような結果が得られた（ 表２−３ ）。

第⼀に、教室内外でのAL経験（教育環境）より、教員
による関与（相談・サポート）の⽅が学⽣の主体的な学
びや深い学び、汎⽤的能⼒、⼼理的発達と強く関連して
いた。第⼆に、教員による関与にも増して、学⽣による
関与（特に、主体的な学びと深い学び）が、汎⽤的能⼒
や⼼理的発達と強く関連していた。環境要因より学⽣に
よる関与が汎⽤的能⼒の獲得に影響を与えている点につ
いては、⼭⽥（2013）においても確認されている。第
三に、深い学びは、汎⽤的能⼒と強く結びついているの
みならず、⾃信や達成感といった情緒的側⾯、アイデン
ティティといった⼼理的発達、および教員による関与と
も関連していた。より詳細な分析・検討を⾏う必要はあ
るものの、先の調査結果と併せると、教員、学⽣双⽅の
エンゲージメントが、⼤学⽣の学習と発達を伸張し、そ
の後の社会⽣活を⽀えている可能性が⽰唆された。

領域 項⽬内容（因⼦） 項⽬数 得点範囲 信頼性(α) 平均値(SD)
教員関与 AL型授業の経験（⾏動的）

F1.教室内AL 3 3-12 .838 8.32（2.21）
F2.教室外AL 3 3-12 .726 7.19（2.39）
教員サポート（情緒的） 5 5-20 .809 13.34（3.15）

学⽣関与 学習への関与（⾏動的）
F1.主体的な学び 8 8-32 .878 20.34（5.15）
F2.成績重視の学び 3 3-12 .802 9.63（2.06）
F3.協働の学び 2 2-8 .770 5.44（1.53）
学習への関与（認知的） 12 12-48 .892 31.53（6.84）
主観的幸福感尺度（伊藤他、2003）（情緒的）
F1.⾃信 3 3-12 .831 8.13（1.99）
F2.達成感 3 3-12 .807 7.78（2.13）

学習成果 学習成果（汎⽤的能⼒）の獲得感 19 19-76 .937 51.40（10.69）
⼼理発達 アイデンティティ尺度（畑野他、2014） 5 5-30 .850 19.19（5.01）

主観的幸福感尺度（伊藤他、2003）
F3.⼈⽣に対する前向きな気持ち（満⾜感） 3 3-12 .823 8.58（2.12）

表２−２　使用する変数の概要と要約統計量

TB1 TB2 TE SB1 SB2 SB3 SC SE1 SE2 LO P1 P2
教員関与1. 教室内AL（TB1） 1
教員関与2. 教室外AL（TB2） .459** 1
教員関与3. 教員サポート（TE） .365** .412** 1
学⽣関与1. 主体的学び（SB1） .299** .375** .430** 1
学⽣関与2. 成績重視の学び（SB2） .205** .174** .262** .457** 1
学⽣関与3. 協働の学び（SB3） .427** .316** .371** .527** .374** 1
学⽣関与4. 深い学び（SC） .348** .422** .471** .744** .448** .527** 1
学⽣関与5. ⾃信（SE1） .208** .253** .325** .376** .243** .352** .429** １
学⽣関与6. 達成感（SE2） .182** .240** .365** .355** .233** .306** .384** .664** １
学習成果.汎⽤的能⼒（LO） .411** .408** .510** .640** .404** .566** .723** .531** .481** １
⼼理発達1. アイデンティティ（P1） .218** .272** .341** .408** .219** .348** .445** .606** .554** .517** １
⼼理発達2. ⼈⽣満⾜感（P2） .208** .190** .327** .255** .214** .286** .318** .654** .675** .436** .529** １

表２−３　各変数間の相関関係

注１）** p<.01　注2）相関係数.500 以上には下線、.400〜.499 にはボールド表記
注３）略号は、T（Teacher）・S（Student）、B（Behavioral）・C（Cognitive）・E（Emotional）、P（Psychological）
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 ８．調査データで確認する③
 　　〜教職員による関与を核とした⽐較分析〜

（１）教職員はどの程度関与しているのか
　　 （教職員による情緒的エンゲージメント）

　本調査では、教職員の関与についていくつかの質問を
設けている。⾃分（学⽣）に関わってくれる教職員の存
在の有無（「いる」「いない」）について、教員は４項⽬、
職員は３項⽬で聞いている。その内容と「いる」と回答
した割合を⽰したのが 表２−４ である。⽐較する調査が
ないため、この数を評価することは難しいが、以下にあ
げるような教職員が⼀⼈もいないと回答している学⽣
が、教員で42%、職員で63%というのはかなり多い数
字ではないだろうか。また、学年別に⾒ると、⾃分に関
わってくれる教職員が⼀⼈もいないと回答した４年⽣の
学⽣が、教員で28.9%、職員で61.0%存在する。逆に、
４項⽬（３項⽬）全ての項⽬に該当者ありと回答した学
⽣は、教員で24.7%、職員で15.6%存在している。次に、
この差が学⽣の学習や発達にどのような影響をもたらす
のかについて分析を⾏う。

（２）教員による関与は
　　 学⽣にどのような影響をもたらすのか

　教員による関与が、学⽣の⾏動的・認知的・情緒的エ
ンゲージメントや学習成果、さらには⼼理的発達にどの
ような影響をもたらすのかを検討するため、上記4項⽬
の関わってくれる教員の有無（合計値）を独⽴変数、関
連する諸変数を従属変数とした⼀要因分散分析を⾏った

（ 表２−5 ）。その結果、全ての項⽬で有意な主効果が認
められたため、多重⽐較（TukeyのHSD検定）を⾏った。

⾃⾝に関わってくれる教員の存在は、その存在が増える
ほどあるいはその機能が多様なほど、学⽣の学習と発達
に肯定的な影響をもたらしていることが⾒出された。効
果量に着⽬すると、特に、⾏動的エンゲージメントに関
する主体的学びや協働の学び、認知的エンゲージメント
に関する深い学び、情緒的エンゲージメントに関する⾃
信や達成感および学習成果に関する汎⽤的能⼒の獲得感
において、そして⼼理的発達の指標であるアイデンティ
ティや⼈⽣満⾜感において中程度の効果が得られた。
　この結果から、教員による⼈間的な関わりは、学⽣の
学習のみならず、成⻑・発達という側⾯においても肯定
的な変化をもたらす可能性が⽰唆された。

 ９．最後に
　今回の調査を実施・分析するにあたって、特に注⽬し
たのが「学⽣エンゲージメント」の概念であり、その向
上のための「教職員による関与」と「学⽣の⼼理的発達」
の2 つの視点だ。それは、⼤⼩様々な⼤学に伺い関係者
との対話やその場の雰囲気を経験する中で、また、これ
まで実施してきたベネッセ教育総合研究所の調査などの
データを⾒る中で、現⾏の⼤学教育改⾰が本当に現場の
教職員や学⽣に肯定的な結果をもたらしているのだろう
か、といった疑問に応えようとする試みでもある。多く
の⼤学では、質保証のための様々な制度やツールが導⼊
されつつあるが、「制度あって、関与なし」という状況
に陥ってしまっているのではないか。より重要なことは、
制度の有無ではなく、教職員の関与によって学⽣の関与
を⾼められているかということではないか。このような
仮説を検証するという⽬的もあった。

項⽬内容 教員 職員
１．気軽に相談できる 39.3% 27.5%
２．ふだんから気にかけてくれる 38.0% 23.5%
３．厳しいことを⾔ってくれる 39.4% 23.5%
４．授業や研究活動以外の場で交流（雑談・⾷事）がある 31.5% −

表２−4 　関わってくれる教職員の有無

** p<.001

0 1 2 3 4 F値 効果量(η2) 多重⽐較(HSD)
SB1.主体的学び 18.86 19.86 20.55 21.67 23.25 136.71** .10(中) 0<1,2<3<4
SB2.成績重視の学び 9.33 9.66 9.65 10.03 10.04 26.02** .02(⼩) 0<1,2<3,4
SB3.協働の学び 5.02 5.40 5.62 5.85 6.08 97.50** .07(中) 0<1,2<3<4
SC.深い学び 29.56 31.16 31.71 33.38 35.17 127.32** .09(中) 0<1,2<3<4
SE1.⾃信 7.68 7.92 8.21 8.61 9.00 84.01** .06(中) 0<1<2<3<4
SE2.達成感 7.19 7.58 7.97 8.38 8.80 114.29** .09(中) 0<1<2<3<4
LO.汎⽤的能⼒ 47.74 50.90 52.47 54.88 57.40 167.04** .12(中) 0<1<2<3<4
P1.アイデンティティ 18.00 18.60 19.54 20.32 21.51 92.53** .07(中) 0<1<2<3<4
P2.⼈⽣満⾜感 8.07 8.47 8.80 9.08 9.37 75.74** .06(中) 0<1<2<3<4

表２−５　教員による情緒的エンゲージメントによる学生の学習と発達の差異

注）「いる」の％。
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2008年
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2016年

2008年
2012年
2016年

（%）どちらかというとＡに近い
35.6

どちらかというとＢに近い
40.2

Ｂ
19.7

Ａ
4.5

38.2 38.7 15.47.7
38.7 33.6 16.811.0

35.4 42.7 15.56.4
39.9 37.9 13.19.1

43.2 30.2 12.014.6

44.9 27.4 13.8 13.9
45.9 25.3 10.318.5
41.4 24.8 13.120.6

困ったことがあると、
保護者が助けてくれる

お金が必要になったら、
保護者が援助してくれる

保護者のアドバイスや
意見に従うことが多い

困ったことがあると、
自分で解決する 

お金が必要になったら、
アルバイトなどして
自分で準備する 

なにごとも自分で決める
ことが多い

A B

　さらに、2008年の第１回調査から、2012年、そして
2016年の第３回調査と回を経るにつれて、学⽣の学び
への受動性が⾼まっていること、⾃分で⼯夫するより教
員に教えてもらいたい、学⽣⽣活について教員に指導し
てもらいたいという傾向が⾼まっていること、そして、
保護者への依存度が⾼まっていることがデータから確認
できる（ 図２−３ ）。

　⼤学では、様々な「⾃律的・主体的学び」を促すため
の⽅策が採られており、アクティブラーニングの増加も
確認できるのに、なぜ逆⾏するような結果になるのか。
今回の結果から、⾮関与を肯定することはできないが、
⾏き過ぎた関与（過⼲渉・過剰保護）も、最終的に学⽣
が卒業して社会⽣活を営むうえで望ましいとは⾔えない
だろう。主体的に学び、⼼理的な発達を促し、社会への
トランジション課題を克服するための教育機関における

「適度な関与」とはどのようなものか、それを個⼈とし

て組織としてどのように保障していくのか。疑問はつき
ないが、こうしたデータと経験とを重ねながら、⼀つ⼀
つ応えていきたいと思う。
　また、社会・就労観についての設問では、「自分の将
来に不安を感じる」と回答した学生の多さ（79.0%）や、

「日本の50年後の未来は明るい」と回答した学生の少な
さ（32.1%）が示された（ 図２−４ ）。これからの社会を

創造し、発展させていく若者が、将来をポジティブにイ
メージできていないことは大きな問題である。この「漠
然とした不安」は、学校や社会へのエンゲージメントを
低下させかねない。また、これまでとは違う意味での「個
人主義」や「安定志向」、「内向き志向」を生み出しかね
ない。こうした状況を好転させるためには、高等教育機
関はもちろん、社会全体がエンゲージメントを高めて、
総掛かりで子どもたちに関与していくことが望まれる。

図２−３　保護者との関係

図２−４　社会・就労観

注）全８項目のうち、３項目を抜粋して表示。
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テーマ3  大学における  “つながり” の重要性

 １．はじめに
　2000年代に入って以降、四年制大学進学率は5割を
超えるようになり、大学に行くことは珍しいことではな
くなった。しかし、進学率が上昇するに伴い、目的意識
が薄い学生が大学に進学してくることが多くなり、結果
として、入学後の不適応や学業不振、ひいては休学、中
退に至る学生も増加してきている現状がある。
　前回（2012年）調査の結果からは、こうした大学か
らの離脱予備軍ともいえる学生たちは、授業や教育シス
テムといった学業面での不適応に加えて、大学内の友人
関係が希薄であることが明らかになっている（山田 
2013、谷田川 2013）。大学生が大学生活を送るにあたっ
ては、友人の存在は大きな意味を持っているのである。
この結果を受けて、今回（2016年）調査においては、
友人関係に加えて、教員、職員を含む大学内の人間関係
のグラデーションに注目し、大学生の大学内における人
間関係、すなわち“つながり”が、前回調査で明らかと
なった大学生活満足度や大学へのコミットメントのみな
らず、学習活動や成長実感にどのような影響を与えてい
るかという点にも広げて検討を行う。
　ここで、“つながり”に関連して「ソーシャルキャピ
タル（Social Capital）」という概念を紹介したい。「ソー
シャルキャピタル」とは、日本語で「社会関係資本」と
呼ばれており、社会学、経済学、政治学などで広く用い
られている概念である。「ソーシャルキャピタル」につ
いては、これまで多くの論者による議論がなされている
が、ここでは、社会学や教育学の分野でよく取り上げら
れる論として、フランスの社会学者であるピエール・ブ
ルデューとアメリカの政治学者であるロバート・パット
ナムの定義を参考までに紹介する。
　ピエール・ブルデューによると、ソーシャルキャピタ
ルとは、「人脈」「コネ」「顔の広さ」といった当人にとっ
てメリットのある人間関係の総体であると説明してい
る。また、ロバート・パットナムは、「信頼」「規範」「ネッ
トワーク」といった人々の協調行動が、社会の効率性を
改善するとしている。どちらかといえば、ブルデューは

「個人」、パットナムは「社会」への利益に着目した定義
となっているが、いずれにしても人々を取り巻く様々な
人的ネットワークの豊かさは、個人が社会で生きていく
うえでの強みでもあり、人々の生活そのもののみならず、
幸福度や生活満足度を上げると言われている。また、社
会を維持、発展、改善していくうえでも非常に有効なも

のであるという考え方である。
　この社会関係資本を学校教育の成果の一つである「学
力」といった点に着目すると、子どもの学力も社会関係
資本の多寡との相関が高いことが明らかにされている。
例えば志水（2014）は、平成に入ってからの全国学力
テストの結果の分析を行い、子どもたちの学力は「離婚
率」、「持ち家率」、「不登校率」の三つの要因との関連が
高いことを明らかにし、「離婚率」＝家庭内における家
族との“つながり”、「持ち家率」＝地域・近隣社会との

“つながり”、「不登校率」＝学校における友人・教師と
の“つながり”といった子どもを取り巻く“つながり”、
すなわち社会関係資本が豊かな地域の子どもほど、学力
が高いと説明した。この社会関係資本と学力という、一
見、距離があるように思える二者に強い相関がある理由
の一つとしては、子どもが本当に落ちこぼれてしまう状
況になる前に、“つながり”によってサポートを受ける
ことができる、すなわち、セーフティネットのような機
能があるかどうか、というところなのであろう。
　このような“つながり”の力は大学生にも働いている
のではないだろうか。社会関係資本、すなわち人間関係
による“つながり”の多寡は、一見、大学教育の本質と
は距離があるように見えながら、実は彼らの大学満足度
のみならず、学習意欲や成長実感といった大学教育の本
質にも大きく影響しているのではないか。さらに言えば、
学業不振や経済問題などを抱えて、大学を中退してしま
う、してしまいそうな学生にとっては、“つながり”と
いうセーフティネットがあるかないかによって、大学内
にとどまることができるかどうかにかかわってくるので
はないだろうか。
　本稿ではこのような一つの仮説を持って、大学生の大
学内での社会関係資本＝“つながり”に注目して分析を
行い、大学内での“つながり”を育む大学のあり方につ
いて考える基礎的な知見を示したい。

 ２．大学生の“つながり”の現状
１）大学内の友人との“つながり”
　大学生たちの大学内の友人との“つながり”はどのよ
うになっているのだろうか。本調査では、大学内の友人
との“つながり”を把握するため、「話をしたり一緒に
遊んだりする友だち」「悩み事を相談できる友だち」「学
習や広く社会の課題などについて議論をする友だち」「学
習やスポーツで競い合う友だち」「尊敬できる友だち」「情
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報交換（授業や就職活動などについて）する友だち」と
いったような関係性を持った友人が大学内に何人いるか
をたずねている。分析結果は 図３−１ のとおりである。
　「話をしたり一緒に遊んだりする友だち」については

「いない」「1人」の回答割合が全項目の中で最も少なく、
「4〜6人」が最も高くなっている。話をするような浅く
広い気軽な人間関係については数人から10人以上の人
数のネットワークがあることがうかがわれる。一方、同
じく浅く広いネットワークである「情報交換（授業や就
職活動などについて）する友だち」については、「いない」
が12.9％となっており、友人関係において、気軽に話
をすることと目的を持って情報交換をすることとは別の
次元の付き合い方をしている可能性が考えられる。同様
の傾向を示しているのが「学習や広く社会の課題などに
ついて議論をする友だち」で「いない」と回答している
割合が25.7％となっており、調査対象の大学生の約4分
の1が議論をしたりする友人がいないと回答している。
　深い付き合いになると思われる「悩み事を相談できる
友だち」については、19.2％が「いない」と回答してい
るが、41.6％は「4 ～ 6人」いると回答しており、情報
交換や議論をする友人よりも悩み事を相談できる友人の
ほうが人間関係のネットワークとして定着しているもの
と考えられる。一方で「尊敬できる友だち」については
24.3％が、「学習やスポーツで競い合う友だち」につい
ては40.2％が「いない」と回答している。
　総合的にみて、話をしたり、遊んだり、相談したりで
きる友人はいるが、授業や就職活動、学習といった内容
を相談できる友人のネットワークを持っていない学生は
全体の4分の1程度存在する。友人の数が多ければいい
というものではないが、人的ネットワークの強弱、「何
かあった時」のセーフティネットの役割を果たすという
点からは、重要な指標であると言えるだろう。大学は高

校と異なり、自由度の高い空間である。何事もないとき
にはそれなりにやっていくことができるだろうが、困り
ごとや悩みごとが発生した際には、気軽に相談したり情
報交換したりできる友人の存在に助けられることは多い
ものと考えられる。大学のように自由度が高く自己責任
が問われる場においては、やはり社会関係資本=“つな
がり”の果たす役割は大きい。
　大学生活において、授業や学習の内容にかかわる情報
交換をしたり、議論をしたりする友人の存在は、大学に
おける学びを充実させたり、戦略的に大学生活をサバイ
バルするためには必要なネットワークであると考えられ
る。気軽に話したり遊んだりする関係と併せて、様々な
友人関係のバリエーションを持っていることが、大学に
おける学びや大学生活そのものの豊かさに関わってくる
のではないだろうか。
２）教員、職員との“つながり”
　大学内の人間関係で友人関係に続いて重要となってく
るのが教員、職員との関係であろう。それでは、教員、
職員との人間関係の現状をみていこう（図表割愛）。
　大学職員との関係では「気軽に相談できる」職員が「い
る」と回答した割合が27.5％、「ふだんから気にかけて
くれる」23.5％、「厳しいことを言ってくれる」23.5％と
なっており、ある程度頼れる職員がいるのは全体の2割
程度となっている。一方、大学教員との関係では、「気
軽に相談できる」先生が「いる」と回答した割合は
39.3％、「ふだんから気にかけてくれる」38.0％、「厳し
いことを言ってくれる」39.4％、「授業や研究活動以外の
場で交流（雑談・食事）がある」31.5％となっており、
4割程度の大学生は、いざという時に頼れそうな教員が

「いる」ようである。
　こうした教職員との関係は、学年が進むごとに変化し
ていくものと思われる。そこで学年別に分析を行った結

図３−１　大学内の友人

2008年

2012年

2016年

（％）

3.7 4.2

東北地方
48.6

関東地方
11.6 5.3

8.5

6.5 40.65.1 12.5 5.9 7.8

3.9 5.4 40.9 13.5

19.8

21.5

20.4 7.5

中部地方 九州地方北海道
6.8

近畿地方
中国・四国地方

（%）
4～6人 7～10人 11人以上いない 1人 2～3人

28.0 15.2 21.2 7.2 5.3 23.0

19.4 5.0 3.719.2 11.1 41.6

20.3 8.2 6.925.7 9.0 29.9

14.0 6.4 10.9 40.2 6.3 22.3

16.7 6.6 8.424.3 10.3 33.6

25.1 11.0 14.512.9 7.1 29.4

悩み事を相談できる友だち

学習や広く社会の課題などについて議論を
する友だち

学習やスポーツで競い合う友だち

尊敬できる友だち

情報交換（授業や就職活動などについて）
する友だち

話をしたり一緒に遊んだりする友だち

─ 42 ─

第3回　大学生の学習・生活実態調査　報告書� ベネッセ教育総合研究所（2018年）



大
学
に
お
け
る  “
つ
な
が
り
”の
重
要
性

テーマ

3

果が 図３−２ である。大学職員との関係は、学年別に大
きな変化は見られないが、教員との関係は、学年が進む
ごとに関係性が密になることが見てとれる。特に3年生、
4年生の段階で「いる」と回答している割合が大きく増
加している。これは、多くの大学において、3、4年次
から専門教育の授業が増え、ゼミナールが始まったりす
ることが大きく関係しているように思われる。こうした
専門の授業やゼミナールは少人数であることが多く、教
員と個人的に話をしたり、指導を受けたりする機会を持
つことで人間関係を深めているのではないだろうか。
　教職員との関係は、年齢差や立場の差、そして、特に
教員の場合は「評価するもの」と「評価されるもの」と
いった上下関係が存在するため、友人関係と比べると距
離のあるものになりがちである。しかし、教員とのかか
わりによって、学習面での学びにとどまらず、これから
の人生に役立つたくさんの物事を学ぶことができると考
えられる。また、大学職員との関係についても、事務手
続き等のやり取りをとおして、大学内での年長者とのか
かわり方や礼儀などを学ぶ機会になり得る。何より、大
学生活において何かあったら頼ったり相談したりできる
関係にある年長者という存在の有無は、大学生たちが大
学生活を営む上での大きな支えになるものと考えられる。

 ３．“つながり”と大学生活へのコミットメント
　それでは、大学生の大学内の友人関係、教職員との関
係といった大学内の“つながり”と大学生活へのコミッ
トメントとの関係はどうなっているのかをみていこう。
　分析にあたって、大学生の大学内の友人関係と教員、
職員との関係をそれぞれの項目について得点化して9つ
のグループを作成した。変数の操作方法としては、「大
学内の友人のつながり」として、「話をしたり一緒に遊
んだりする友だち」、「悩み事を相談できる友だち」、「学
習や広く社会の課題などについて議論する友だち」、「学
習やスポーツで競い合う友だち」、「尊敬できる友だち」、

「情報交換（授業や就職活動などについて）する友だち」
の6項目について、回答選択肢の「0人」を1点、「1人」
を2点、「2 ～ 3人」を3点、「4 ～ 6人」を4点、「7 ～
10人」を5点、「11人以上」を6点として、合計点数を
算出した。点数は6 ～ 36点の間で分布するが、おおよ
そ3分の1ずつになるように6 ～ 16点を「友人低群」、
17 ～ 22点を「友人中群」、23 ～ 36点を「友人高群」
の3群に分割して類型を作成した。
　「大学内の教職員とのつながり」については、職員に
対して「気軽に相談できる」、「ふだんから気にかけてく
れる」、「厳しいことを言ってくれる」、教員に対して「気

図３−２　教職員との関係

1 年生
2年生
3年生
4年生

（％）

教
員

職
員

気軽に相談できる

ふだんから気にかけてくれる

厳しいことを言ってくれる

30.2
33.0

42.1
52.1

27.1
31.6

41.9
51.4 

33.3
35.0

40.5
48.7

21.0 
26.0

35.7 
43.2 

26.8
25.1

27.6 
30.6 

23.6
21.3

23.1
26.0

25.3
22.2
22.5

23.8

授業や研究活動以外の場で
交流（雑談・食事）がある

気軽に相談できる

ふだんから気にかけてくれる

厳しいことを言ってくれる

0 10 20 30 40 50 60

注）「いる」の％。

─ 43 ─

第3回　大学生の学習・生活実態調査　報告書� ベネッセ教育総合研究所（2018年）



大
学
に
お
け
る  “
つ
な
が
り
”の
重
要
性

テーマ

3

軽に相談できる」、「ふだんから気にかけてくれる」、「厳
しいことを言ってくれる」、「授業や研究活動以外の場で
交流（雑談・食事）がある」の計7項目について、回答
選択肢の「いる」を1点、「いない」を2点として合計
点数を算出した。点数は7 ～ 14点の間で分布し、こち
らもおおよそ3分の1ずつになるように3群に分け、7
～ 10点を「教職員高群」、11 ～ 13点を「教職員中群」、
14点を「教職員低群」の3群を作成した。
　そして、「友人高群－教職員高群」「友人高群－教職員
中群」「友人高群－教職員低群」「友人中群－教職員高群」

「友人中群－教職員中群」「友人中群－教職員低群」「友
人低群－教職員高群」「友人低群－教職員中群」「友人低
群－教職員低群」の9つのカテゴリを作成し、それらの
組み合わせによって、大学生の大学内におけるつながり
方による大学生活へのコミットメントにどのような違い
があるのかについて分析を行った。

１）“つながり”と大学生活満足度
　まず、大学生活における総合的な大学生活満足度と大
学内の“つながり”との関係についての分析結果を
図３−３ に示した。

　最も大学生活に「満足（とても＋まあ）」と回答した
割合が高いのは「友人高群－教職員高群」で、7割以上
が大学生活に「満足」している。続いて「友人高群－教
職員中群」、「友人中群－教職員高群」となっている。
　一方、大学生活に「満足していない（あまり＋全く）」
と回答した割合が高いのは「友人低群－教職員低群」、「友
人低群－教職員中群」、「友人中群－教職員低群」の順と
なっている。この結果から、大学生活に満足している学
生たちは、友人や教員、職員との“つながり”が多く、“つ
ながり”が少ない大学生ほど大学生活に満足していない
という傾向がみてとれる。

友高 _教高（N=584）

友高 _教中（N=501）

友中 _教高（N=535）

友低 _教高（N=319）
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10.2 44.1 27.9 11.5 6.2

6.4 47.9 28.2 12.0 5.4
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注1）「とても」+「まあ」の多い順。
注2）「判断できない」と回答した者は、分析から除く。サンプル数は4,810名。

図３−3 　大学生活満足度

図３−４　学びの充実度（大学生活全体）

注）「とても」+「まあ」の多い順。
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２）“つながり”と学習意欲
　次に大学における中心的な活動である学習と大学内の

“つながり”との関係について、「学びの充実度」と「授
業への関心・興味」への意識からみていくこととする。
　まず、大学生活全体をとおしての学びの充実度と大学
内の“つながり”との関係についての分析結果を
図３−４ に示した。

　学びが「充実している（とても＋まあ）」と回答した
割合が高いのは、「友人高群－教職員高群」、「友人中群
－教職員高群」、「友人高群－教職員中群」の順となって
いる。対して、学びが「充実していない（あまり＋全く）」
との回答割合は、「友人低群－教職員低群」、「友人低群
－教職員中群」、「友人中群－教職員低群」の順となって
いる。学びの充実度についても、友人、教員、職員との

“つながり”が多い学生ほど、学びが充実しているとの
結果となった。
　次に、授業への関心・興味と大学内の“つながり”と
の関係についてみてみよう（ 図３−５ ）。

　「授業に関心・興味が持てない（よくある＋たまにあ
る）」と感じているのは「友人中群－教職員低群」、「友
人低群－教職員低群」、「友人高群－教職員低群」の順と
なっている。一方、「友人中群－教職員高群」、「友人高
群－教職員高群」については「授業に関心・興味が持て
ない」に対して「ない（あまり＋全く）」との回答割合
が高くなっており、友人や教職員との“つながり”が多い
学生ほど、授業への関心・興味を維持できている様子がう
かがわれる。
　さらによく見てみると、授業への興味・関心は、友人
との“つながり”よりも、教職員との関係の多寡に左右
されていることが分かる。友人との“つながり”が「低
群」であっても教職員との“つながり”が「高群」であ
れば、「授業に関心・興味が持てない」とは感じない学
生が多くなる。反対に、友人との“つながり”が「高群」
であっても、教職員とのつながりが「低群」であると、
授業への関心・興味が持てないと感じる学生の割合が高
くなっている。大学教育の中心ともいえる授業に学生が

友中 _教低（N=557）

友低 _教低（N=835）

友高 _教低（N=417）

友中 _教中（N=621）

友低 _教中（N=556）

友高 _教中（N=507）

友低 _教高（N=323）

友中 _教高（N=540）

友高 _教高（N=592）

よくある （％）たまにある あまりない
全くない

22.6 53.3 20.3 3.8

32.2 43.6 19.5 4.7

24.2 51.3 20.4 4.1

18.2 53.8 23.0 5.0

24.3 47.5 21.6 6.7

16.6 53.1 25.8 4.5

18.3 43.7 31.3 6.8

13.1 42.8 33.5 10.6

11.1 44.1 31.1 13.7

22.6 53.3 20.3 3.8
32.2 43.6 19.5 4.7
24.2 51.3 20.4 4.1
18.2 53.8 23.0 5.0
24.3 47.5 21.6 6.7
16.6 53.1 25.8 4.5
18.3 43.7 31.3 6.8
13.1 42.8 33.5 10.6
11.1 44.1 31.1 13.7

友高 _教高（N=592）

友中 _教高（N=540）

友高 _教中（N=507）

友低 _教高（N=323）

友中 _教中（N=621）

友高 _教低（N=417）

友低 _教中（N=556）

友中 _教低（N=557）

友低 _教低（N=835）

とても実感する
0.7

2.0

2.0

（％）まあ実感する あまり実感しない
全く実感しない

41.0 52.2 6.1

27.2 58.3 12.4

21.1 62.5 14.4

25.4 56.0 15.2 3.4

15.3 63.0 18.4 3.4

20.1 57.1 18.5 4.3

12.6 54.1 29.0 4.3

9.2 57.3 29.6 3.9

5.3 41.3

41.0 52.2 6.1 0.7
27.2 58.3 12.4 2.0
21.1 62.5 14.4 2.0
25.4 56.0 15.2 3.4
15.3 63.0 18.4 3.4
20.1 57.1 18.5 4.3
12.6 54.1 29.0 4.3
9.2 57.3 29.6 3.9
5.3 41.3 39.5 13.9

39.5 13.9

41.0 52.2 6.1 0.7
27.2 58.3 12.4 2.0
21.1 62.5 14.4 2.0
25.4 56.0 15.2 3.4
15.3 63.0 18.4 3.4
20.1 57.1 18.5 4.3
12.6 54.1 29.0 4.3
9.2 57.3 29.6 3.9
5.3 41.3 39.5 13.9

図３−５　授業に関心・興味が持てない

注）「よくある」+「たまにある」の多い順。

図３−6 　成長実感（大学生活全体）

注）「とても」+「まあ」の多い順。
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コミットメントするためには、教職員、とりわけ教員の
日ごろからの学生とのかかわりが重要となってくるもの
と思われる。
　このように授業への関心・興味を持てない学生は、大
学内の友人との“つながり”が希薄な学生に多くみられ
ている。一方で、授業への関心・興味が持てないとは感
じていない学生は、大学内に多くのネットワークを持っ
ており、友人との“つながり”の多寡は、学生の授業へ
のコミットメントや学習意欲にも少なからず影響してい
るものと考えられる。

３）“つながり”と成長実感
　続いて大学内の“つながり”と成長実感との関係はど
のようになっているのかをみてみよう（ 図３−６ ）。
　大学生活全体を通して成長した実感があると感じてい
る大学生は、「友人高群－教職員高群」、「友人中群－教職
員高群」、「友人高群－教職員中群」となっており、友人、
教職員との“つながり”が多い大学生ほど、大学生活を

通して自分自身が成長したという実感を持っている。反
対に、成長した実感がないのは、「友人低群－教職員低群」、

「友人中群－教職員低群」、「友人低群－教職員中群」と
なっており、大学内の人間関係の“つながり”が希薄な
学生ほど、成長実感を持っていない。特に、「友人低群
－教職員低群」については、5割以上の学生が成長の実
感が「ない（あまり+全く）」と回答している。「友人高
群－教職員高群」の9割以上が成長実感を持っているこ
とと比べると、大学内の“つながり”のあり方は、大学
生の成長実感に大きく影響しているものと考えられる。
　自分自身が「成長した」という実感は、大学生たちの
大学生活を充実させるだけではなく、就職活動の際や社
会人になるにあたっての大きな自信になるものと考えら
れる。同世代のみならず、異世代も含めた多くの人たち
とかかわることは、多様な価値観との出会いにもなり、
同時に自分自身を客観的に見つめ直す機会にもなりう
る。“つながり”の多寡が、大学生の成長実感に影響し
ている背景にはこのような理由も考えられるだろう。

友低 _教高（N=323）

友低 _教低（N=835）

友低 _教中（N=556）

友中 _教中（N=521）

友中 _教高（N=540）

友中 _教低（N=557）

友高 _教低（N=417）

友高 _教高（N=592）

友高 _教中（N=507）

よくある （％）たまにある あまりない 全くない
18.9 26.3 24.1 30.7

19.8 24.0 26.3 29.9

16.4 25.7 22.1 35.8

15.3 25.6 21.4 37.7

11.5 28.7 24.4 35.4

14.2 24.8 27.8 33.2

12.5 20.6 20.1 46.8

10.5 20.4 22.3 46.8

9.9 18.1 25.0 46.9

18.9 26.3 24.1 30.7
19.8 24.0 26.3 29.9
16.4 25.7 22.1 35.8
15.3 25.6 21.4 37.7
11.5 28.7 24.4 35.4
14.2 24.8 27.8 33.2
12.5 20.6 20.1 46.8
10.5 20.4 22.3 46.8
9.9 18.1 25.0 46.9

図３−7 　他の大学に入り直したい

注）「よくある」+「たまにある」の多い順。

友低 _教高（N=323）

友低 _教低（N=835）

友中 _教高（N=540）

友低 _教中（N=556）

友中 _教低（N=557）

友中 _教中（N=621）

友高 _教高（N=592）

友高 _教低（N=417）

友高 _教中（N=507）

（％）たまにある あまりない 全くない
よくある

12.7 19.5 26.3 41.5

12.2 17.0 27.5 43.2

8.0 18.1 25.6 48.3

7.2 16.5 23.0 53.2

6.3 16.5 27.3 49.9

6.4 13.0 26.2 54.3

7.1 10.6 22.1 60.1

5.8 9.8 20.6 63.8

3.9 9.7 20.3 66.1

12.7 19.5 26.3 41.5
12.2 17.0 27.5 43.2
8.0 18.1 25.6 48.3
7.2 16.5 23.0 53.2
6.3 16.5 27.3 49.9
6.4 13.0 26.2 54.3
7.1 10.6 22.1 60.1
5.8 9.8 20.6 63.8
3.9 9.7 20.3 66.1

図３−8 　大学を辞めて大学以外の進路に変更したい

注）「よくある」+「たまにある」の多い順。
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４）“つながり”と大学からの離脱意識
　これまでみてきたように、大学内の友人、教員、職員
との“つながり”は、大学生の大学生活を豊かにし、学
習意欲や成長実感にも大きな影響を与えていることが明
らかとなった。大学生にとって、人間関係のネットワー
クが大学内にしっかりと根付いていることは、大学にコ
ミットメントし、学業にもしっかりと取り組み、それら
の活動を通して自分自身が成長したという実感を得るこ
とにつながっているものと考えられる。それでは、大学
から離脱しそうな学生はどのような“つながり”の状況
なのだろうか。
　まず、「他の大学に入り直したい」と大学内の“つな
がり”との関係について見ていこう。結果を 図３−７ に
示した。
　「他の大学に入り直したい」と思うことが「ある（よ
く＋たまに）」と回答している割合が高いのは、「友人低
群－教職員高群」、「友人低群－教職員低群」、「友人低群
－教職員中群」となっている。一方で、「他の大学に入
り直したい」と思うことが「ない（あまり＋全く）」割
合が高いのは「友人高群－教職員中群」、「友人高群－教
職員高群」、「友人高群－教職員低群」となっている。
　続いて「大学を辞めて大学以外の進路に変更したい」
と大学内の“つながり”との関係についてみてみる

（ 図３−８ ）。
　「大学を辞めて大学以外の進路に変更したい」と思う
ことが「ある（よく＋たまに）」の割合が高いのは「友
人低群－教職員高群」、「友人低群－教職員低群」、「友人
中群－教職員高群」の順となっている。
　大学以外への進路に変更したいと思ったことが「ない

（あまり＋全く）」の割合が高いのは、「友人高群－教職
員中群」、「友人高群－教職員低群」、「友人高群－教職員
高群」の順となっている。
　「他の大学に入り直したい」、「大学を辞めて大学以外
の進路に変更したい」の両方とも、友人関係が「低群」
である学生が離脱を考えており、友人関係「高群」は離
脱を考えたことが「ない」と思っている割合が高い。大
学からの離脱を考える理由は、経済的理由や健康問題等、
さまざまであろうが、友人との“つながり”の薄さが離
脱への背中を押してしまう一因となっているものと推測
できるだろう。翻って言えば、大学内の友人との“つな
がり”を多く持つことで、大学からの離脱を引き留める
可能性もあるものと考えられる。
　大学内の人間関係の“つながり”は大学生活を豊かに
する。もちろん、知り合いの数が多ければいいというも
のではないし、一人でいることが好きな学生もいるもの
と思われる。しかし、“つながり”が弱い学生にとっては、

「何かあった時」、「困った時」、「悩んだ時」に有益なア
ドバイスをくれたり精神的な支えになってくれたりする
人がおらず、大学から離脱してしまうこともあるだろう。
大学生が大学生活を難なく継続し、学習成果を積み重ね、
しっかりとした大学での学びの成果と成長実感といった
大学教育の「アウトカム」を持って社会へと羽ばたいて
いくためには、大学内における多様な“つながり”が重
要であるといえるのではないだろうか。

 ４．“つながり過剰”という陥穽
　大学生活における友人関係の重要性についてはこれま
で述べてきたとおりである。しかし、その一方で、近年
においては直接対面しての付き合いに加えて、SNSでも
友人と24時間つながり合うことが可能になったことか
ら、大学生の友人関係が、“つながり過剰”になりかね
ないという結果も得られている（図表割愛）。
　今回調査において、「毎日友だちが何をしているか、
SNSやLINEで知っている」という問いに対して、「あ
てはまる（とても＋まあ）」と回答した大学生の割合は
41.2％であった。4割以上の大学生は、SNSやLINEで
つながり合い、お互いの行動を把握し合う関係を築いて
いる。また「友だちと話が合わないと不安になる」に対
して「あてはまる（とても＋まあ）」と回答した割合も、
前回調査から14.9ポイント上昇しており（前回42.0％
→今回56.9％）、大学生たちは少なからず、友人との付
き合いに対して、話が合わないことのないように気を
遣っている様子がうかがわれる。
　現代の若者たちは、周囲の人間と衝突することを極端
に恐れる傾向がある。なぜならば、ちょっとした友人関
係のバランスの崩れが、「仲間外れ」や「いじめ」につ
ながることを彼らは知っているからである。そのため、
過度に友だちを気遣い、対立しないように「空気を読み」
合う「優しい関係」を構築する傾向があるという（土井 
2008）。大学生たちをとりまく、こうした状況が、コミュ
ニケーション・ツールでもある携帯電話、スマートフォ
ンといったメディアの普及と相俟って、常に友だちとつ
ながり合い、相手を不快にさせず、自分も不快にならな
いように気遣い合う人間関係を作っているものと考えら
れる。
　大学生を含む若者たちが人間関係、すなわち“つなが
り”を構築する上で、現代社会特有の問題があるとはい
え、友人との“つながり”は、彼らにとって人とのかか
わりをとおして自己を成長させ、集団の中で生きる術を
身につける重要な役割を持っているものであると考えら
れる。
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 ５．大学生活における“つながり”の重要性
　現代のように、変化が速くグローバル化の波が押し寄
せてきている社会で生き抜くためには、性別、年齢、居
住している地域、国籍、階層、趣味嗜好といった様々な
違いを乗り越えた人間関係の構築が必要である。こうし
た多様なバックグラウンドを持った人々と、一定のルー
ルのもとで信頼し合い、豊かな人間関係、すなわち“つ
ながり”を築くことは、充実した人生を送るだけではな
く、社会を構成するメンバーとして、社会の発展にも寄
与することにつながる。大学時代に多様な人々とつなが
り合うことからは、大学卒業後の長い人生にわたっての
人間関係を築く上で必要なことをたくさん学ぶことがで
きると考えられる。
　よき友だちの存在は、学校生活を豊かにし、その後の
人生をも豊かにする。幅広い人間関係を構築し、多様な
人々とのネットワークの中で生きていく、そのためには、
お互いに息苦しさを感じるような閉じた人間関係ではな
く、多様なバックグラウンドを持つ他者の存在を認め合
うことのできる、開かれた関係性を作ることが重要に
なってくるだろう。前述のような、インターネット社会
における“つながり過剰”という問題点もあるとはいえ、
インターネットという文明の利器も上手に活用すること
で、人間関係づくりの最大の味方にすることができると
思われる。そのためには、メールやSNSなどにおける
過剰な“つながり”による「優しい関係」といった息苦
しい関係性ではなく、開かれた人間関係を円滑に保つた
めに必要な方法論を学ぶことも必要になってくるものと
思われる。
　人生の中でも比較的自由に時間を使うことが可能な大
学時代において、友人や教員、職員、さらには大学内に
とどまらない幅広い人間関係を構築し、付き合いを深め
る時間を持つ。そして、人間関係のポジティブな側面も
ネガティブな側面も併せて自分自身を客観的に見つめ直
し、多様な価値観を学ぶ機会にする。このような経験が、
社会に出てから、仕事の面でも社会生活の面でも、コミュ
ニティの中で他者と協同的に生きていく術を身につけて

いく礎になるのではないだろうか。こうして考えてみる
と、人間関係＝“つながり”という一見、大学教育の本
質からは距離があるように思えるものが、実は大学教育
の根幹にかかわる重要なものであるということがわかる。
　しかし、今回調査においては、「ふだんの時間の過ご
し方」のうち、「友だちと会う、遊ぶ」が「0時間（やっ
ていない）」と回答した割合が、第1回調査（2008年）
では6.7％、第2回調査（2012年）では6.6％であった
のに対し、今回調査においては12.7％と倍増している
という結果になっており、友人付き合いの時間が減少し
ているという結果になった。この原因を特定することは
容易ではないが、友人と遊ぶ時間よりも他の活動に費や
す時間が増えているということになるのだろう。
　大学生活における大学内の“つながり”の豊かさは、
友人のみならず、教職員も大学生の大学生活、学習、成
長実感に大きく影響している。大学教育という観点から
すると、大学生の大学内の人間関係は大学生の学習面や
大学生活全体を通しての成長といった点からは距離があ
るように思えるかもしれない。しかし、こうした“つな
がり”があってこそ、学習面の充実や学生の成長を目指
した大学改革が生かされ、根付くのではないだろうか。
そのためには、大学生たちが大学生活の中において、豊
かな“つながり”を作ることができるように、時間的、
精神的な余裕が持てる環境が必要である。大学生たちが
自由に交流できるような場所を大学内に作ったり、人間
関係の広がりが得られるような機会を提供したりするこ
とも一案であろう。加えて、大学生たちの“つながり”
の重要な要素でもある教員、職員たちも、ゆとりを持っ
て大学生たちと関わることができる時間を持てるような
環境整備も必要である。
　大学改革によって、学生も教職員も多忙化し、時間的
にも精神的にも余裕をなくしてしまっては元も子もな
い。大学改革を真に有益なものにするためにも、大学内
外で豊かな“つながり”を育むことができるような、時
間的・空間的な環境整備が必要なのではないだろうか。
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テーマ4  学びを触発する大学での教育経験
          ―高校から大学にかけて態度変容が見られた学生に着目して―

 ●問題関心
　大学志願者数に占める入学者数の比率（「大学収容力」）
が初めて９割を超えた平成19年度から早10年が過ぎた。
　進学先を選ばなければ、ほぼすべての学生が大学に入
学できる大学全入時代において、大学に「進学できてし
まった」学生をどうエンカレッジするかは、大学のみな
らず産業界を含めた社会の共通課題だ。大学もただ「学
生の主体性の低さ」を憂い、手をこまねいているわけで
はない。現状を受け止め、積極的に学生の成長を支援し
ていくための試行錯誤を積み重ねてきている。
　ベネッセ教育総合研究所が2016年に実施した「第３
回 大学生の学習・生活実態調査」では、2008年に実施
した第１回調査と比べ、主体的な参加が必要な教育機会
は増加し、授業に真面目に取り組む学生が増えている。
一方、学生の学びに向かう姿勢は、より受け身になり、
教員・保護者への依存傾向が強まっているという結果が
明らかになった。こうした大学教育の現状を、「大学の
高校化」といった言葉で不安視する声がある。大人や保
護者が過度に学生の変化にアンテナを張り巡らせ、成長
支援を試みることが、結果的に学生が自由に悩んだり、
試行錯誤をする機会を奪っているのではないかという危
惧である。しかし、大学が「教わる場」としての価値を
高めようと努力すること自体は、悲観的な面だけではな
いだろう。ポイントは、教わることで、学生がより深く
学べる（あるいは学びたい）状態になっているか、であ
る。では大学でのどのような教育経験が、学生の学びに
対する意欲をかき立てるのだろうか。学習意欲は、学習
者の心理や環境など様々な要因が相互に作用し合う中で
発生するものであり、その因果関係を単純に特定するこ
とはできない。しかしより学びに対する意欲が高まるよ
うな教育の在り方を確率の問題として捉え、積極的に検
討し、「よりよい」教育の在り方を提示していくことに

は一定の意義があるだろう（鹿毛、2013）。本稿では、
こうしたスタンスを重視し、以下、分析を進める。具体
的には、今回の調査対象である大学生１年生～４年生の
中で「高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学
の授業には興味関心をもっている」学生（進学後に授業
への興味関心が上昇した学生）と、「高校の授業には興
味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心をもっ
ていない」学生（進学後に授業への興味関心が低下した
学生）に着目し、大学教育と学びの触発の関係を探って
いく。

 ●高校から大学にかけて、授業に対してポジティブな
 　態度変容をみせた学生はどれくらいいるのか？
　そもそも大学進学後、学生の授業に対する興味関心は
どのように変化しているのだろうか。そこで、高校時代
と大学時代の授業への興味関心に関する変数（「Q.（高校
時代）授業への関心・興味がもてなかった 」「Q.（現在）
授業に関心・興味がもてない」）を使用し、授業に対す
る興味関心の変化についてタイプ分類を行った。その結
果をまとめたものが 表４−１ である。
　この単純なクロス分析の結果だけでも、大学生の学び
の実態についていくつかの特徴がうかがえる。まず目に
つくのは、③の「高校の授業には興味をもてなかったが、
大学の授業には興味関心をもっている」学生の比率であ
る。10.8％と全体の約１割に留まっている。大学では、
高校と異なり、自らの興味関心に沿って学部や授業を選
択する機会は広がるはずだが、このような選択機会が授
業への興味関心に与えるポジティブな効果は限定的であ
るようだ。次に目を引くのは②の「高校の授業には興味
関心をもっていたが、大学の授業には興味関心をもって
いない」学生の比率である。32.6%と学生の約３人に１
人が、大学入学後に授業に対する興味関心を失っている。

度数 有効パーセント
①高校でも大学でも授業に興味関心をもっていない 1784 36.1
②高校の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心をもっていない 1615 32.6
③高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関心をもっている 532 10.8
④高校でも大学でも授業に興味関心をもっている 1017 20.6
合計 4948 100.0

表４−１　高校時代・大学時代の授業に対する興味関心の変化のタイプ分類（以下、態度変容のタイプ）

※高校時代の授業への興味関心に対する回答は「該当」、大学時代の授業への興味関心に対する回答は「頻度」で尋ねており、尺度が異なる。

※本テーマが使用する図表中の百分率（％）は、設問に該当する回答者を母数として算出し、小数点第2位を四捨五入した数値を表示している。四捨五入の結果、数値

の和が100にならない場合がある。
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①の「高校でも大学でも授業に興味関心をもっていない」
と回答した学生36.1％と合わせると、実に約３人に２
人（68.7%）の学生が、「大学の授業に興味関心をもっ
ていない」と回答していることになる。高校と大学では、
教育内容はもちろん授業参加の目的や教授方法も変わる
ため、結果を単純に比較・解釈することはできない。し
かし、そうした学校段階の違いを考慮しても、高校と比
べ、授業に興味関心がもてない層が増加している結果は、
見過ごすことのできない現実である。大学教育関係者だ
けでなく、大学までの学校段階を含めたすべての教育関

係者が、「子どもたちの将来の学びの姿」として受け止
める必要があるだろう。
　ではこうした高校から大学にかけての学びに関する態
度変容は、学習行動とどのように関係しているのだろう
か。態度変容のタイプ別に高校時代・大学時代の学習の
様子を確認した結果が、 図４−１ （高校時代の学習の様
子）、図４−２ （大学時代【現在】の学習の様子）である。
　高校時代と大学時代の学習の様子を比較してみると、
進学後に授業に対する興味関心を向上させた学生たち
は、大学進学後、計画的な学習(高校：計画を立てて学

高校でも大学でも授業に興味関心をもっていない

高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関心をもっている
高校の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心をもっていない

高校でも大学でも授業に興味関心をもっている

計画を立てて学習した

興味をもったことについて自主的に学習した

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0 10 20 30 40 50 60 70 80

（％）

33.1

48.1

41.0

50.4

48.0

57.0

53.0

61.8

図４−１　高校時代の学習の様子

高校でも大学でも授業に興味関心をもっていない

高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関心をもっている
高校の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心をもっていない

高校でも大学でも授業に興味関心をもっている

計画を立てて学習する

 授業で興味をもったことについて
自主的に学習する

授業とは関係なく、興味をもったことについて
自主的に学習する

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

40.0

47.4

60.7

61.3

51.3

57.1

70.9

72.7

54.7

56.2

70.3

68.4

図４−２　大学時代【現在】の学習の様子

※数値は「とても＋まあ」あてはまるの％

※数値は「とても＋まあ」あてはまるの％
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習した41.0％→大学：計画を立てて学習する60.7%)や
自主的な学習（高校：興味をもったことについて自主的
に学習した53.0%→大学：授業で興味をもったことに
ついて自主的に学習する70.9%、授業とは関係なく、興
味をもったことについて自主的に学習する70.3%）の比
率が高くなっている。進学後の授業に対する興味関心の
変化が、単なる意識の変化ではなく、具体的な学修行動
の変化を伴うものであることがうかがえる。ではこうし
た入学後の「態度変容」は、どのような要因によって引
き起こされるのだろうか。この要因をもう少し深く掘り
下げてみよう。 図４−３ は以下で行う分析の全体像を図
に表したものである。
　まず分析対象であるが、冒頭で述べたように「高校の
授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興
味関心をもっている」学生（進学後に授業への興味関心
が上昇した学生）と、「高校の授業には興味関心をもっ
ていたが、大学の授業には興味関心をもっていない」学
生（進学後に授業への興味関心が低下した学生）の態度
変容に焦点をあてる。理由は、前者については「高校で
も大学でも授業に興味関心をもっていない」学生の教育

経験と比較することで、後者については、「高校でも大
学でも授業に興味関心をもっている」学生の教育経験と
比較することで、ポジティブ、ネガティブ双方の態度変
容が生じた要因の一端を探ることができると考えたから
である。
　態度変容が生じる要因には、様々なものが想定される
が、大きく「本人要因」と「環境要因」に区分すること
ができるだろう。例えば進学理由として、学問の魅力や
学びを通じた資格取得を挙げているような学生は、学ぶ
ことの意義を自覚しているため、進学後の授業に興味関
心を持ちやすいだろう。こうした学生の態度変容は、「本
人要因による態度変容」として捉えることができる。一
方、環境要因は、どちらかというと教育する側の教育的
意図を反映した学習環境によって引き起こされる態度変
容である。学習環境には、教育内容や教職員による働き
かけ、物理的な施設など幅広い内容が含まれるが、今回
は教育内容――特に大学側ではなく学生側が大学教育を
どのように認知し、体験したと考えているかという「教
育経験」――に着目し、態度変容との関係をみていく。

④

①

③

②

高校時代（回顧）

授業に興味関心あった 授業に興味関心あり

授業に興味関心なかった 授業に興味関心なし

現在（大学時代）

③と①の学生の比較…なぜ、ポジティブな態度変容が生じたのか？
②と④の学生の比較…なぜ、ネガティブな態度変容が生じたのか？

●専門教育が態度変容に与える影響　　　　　……【分析①】
＊ある特定の学部系統において態度変容が生じやすい？

●教育経験の質や量が態度変容に与える影響　……【分析②】
＊経験する教育の内容や量によって態度変容が生じやすい？

●明確な進学理由の有無が態度変容に与える影響
＊進学理由 ： 「興味のある学問分野があること」「取りたい資格や免許が取得できること」

環境要因

本人要因

図４−３　態度変容に関する要因分析の全体像　　【①～④は、 表４−１ の各タイプと対応】
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 ●【分析①】学部系統によって
 　態度変容に差があるのか？
　 表４−２ は、学部系統別に各態度変容の比率を確認し
たものである。③の「高校の授業には興味関心をもてな
かったが、大学の授業には興味関心をもっている」学生
の列をみると、授業に対するポジティブな態度変容をみ
せた学生の比率は、7.4ポイントから12.4ポイントの幅
に留まっており、学部系統による大きな差はみられない
ことがわかる。
　一方、②の「高校の授業には興味関心をもっていたが、
大学の授業には興味関心をもっていない」学生の列をみ
ると、29.9ポイントから38.0ポイントの幅があり、若
干ではあるが学部による差がみられる。例えば、教育学
部系は38.0ポイントと、全体平均と比べ5.4ポイント高
く、授業に対してネガティブな態度変容を見せる学生が
やや生じやすいことがわかる。
　その他、④の「高校でも大学でも授業に興味関心をもっ
ている」や①の「高校でも大学でも授業に興味関心をもっ
ていない」学生の列でも同様に若干の差はみられた。農
水産学部系で「高校でも大学でも授業に興味関心をもっ
ている」の比率が高い（26.8ポイント【平均＋6.2】）
など、他学部との差が確認できる学部も一部存在するが、
全体としては態度変容が生じる傾向に学部系統による大
きな差はみられない。以上のことから、学部の違いが学
生の態度変容を促す契機になっているわけではないこと
がわかる。
 ●【分析②】経験する教育の内容や量によって
 　態度変容に差があるのか？
　次に、教育経験と態度変容の関係をみてみよう。
表４−３ は態度変容のタイプ別に教育経験の頻度を確認
し、さらにポジティブな態度変容をみせた学生がより多
く経験した教育（③と①の学生の教育経験の差）と、ネ
ガティブな態度変容をみせた学生がより多く経験した教
育（②と④の学生の教育経験の差）をまとめたものである。

　まず、ポジティブな態度変容がみられた「高校の授業
には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関
心をもっている」学生（③）の列をみると、教育経験の
中では「学期末以外にもレポート・テストが課される授
業」（80.6ポイント）、「グループワークなどの協同作業
をする授業」（68.2ポイント）などで経験比率が高い。
しかし比較対象群である、「高校でも大学でも授業に興
味関心をもっていない」学生（①）との教育経験の差を
確認すると、「学んでいる内容と将来のかかわりについ
て考えられる授業」（＋11.7ポイント）、「大学での学習
方法を学ぶ授業」（＋9.9ポイント）、「提出物に教員か
らのコメントが付されて返却される授業」（＋9.4ポイ
ント）、「教室外で体験的な活動や実習を行う授業」（＋9.3
ポイント）などの項目において差が大きくなっている。
こうした教育経験の多さが、高校の授業にあまり興味関
心をもてなかった学生の学びを触発する契機になってい
る可能性がある。
　次に、ネガティブな態度変容をみせた「高校の授業に
は興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心を
もっていない」学生（②）の列をみてみよう。教育経験
の中で「学期末以外にもレポート・テストが課される授
業」（86.2ポイント）や「グループワークなどの協同作
業をする授業」（72.3ポイント）の経験比率が高いのは、
ポジティブな態度変容をみせた学生と同様である。しか
し「高校でも大学でも授業に興味関心をもっている」学
生（④）との教育経験の差をみると、「学期末以外にも
レポート・テストが課される授業」（＋3.6ポイント）
で唯一比率が高く、「教員と双方向のやりとりがある授
業」（−13.3ポイント）、「学んでいる内容と将来のかか
わりについて考えられる授業」（−10.9ポイント）など
の項目で比率が低い傾向が確認された。これらの教育経
験の差が、大学での学びに対する意欲低下に何らかの影
響を与えている可能性がある。

高校時代、大学時代の授業への興味関心
①�高校でも大学でも
授業に興味関心を
もっていない

②�高校の授業には興味関心を
もっていたが、大学の授業に
は興味関心をもっていない

③�高校の授業には興味関心をも
てなかったが、大学の授業に
は興味関心をもっている

④�高校でも大学でも
授業に興味関心を
もっている

合計

学部系統

人文科学 36.2 31.9 11.8 20.1 100.0 
社会科学 37.5 34.1 10.2 18.1 100.0 
理工 35.5 31.5 11.3 21.7 100.0 
農水産 29.8 35.1 8.3 26.8 100.0 

医・薬・保健 34.3 31.1 10.0 24.6 100.0 
教育 34.1 38.0 7.4 20.5 100.0 
その他

（生活・芸術・総合） 37.3 29.9 12.4 20.3 100.0 

全体平均 36.1 32.6 10.8 20.6 100.0 

表４−２　学部系統別　態度変容のタイプの分布 （％）
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 ●どのような教育経験が学びに対する
 　態度変容を促すのか？
　最後に、大学進学後のポジティブな態度変容とネガ
ティブな態度変容を従属変数とする２項ロジスティック
回帰分析を行い、学部系統や教育経験が入学後の態度変
容に与える効果を確認する。 表４−４ は２つの分析に使
用した変数、 表４−５ ・ 表４−６ はそれぞれの分析結果

である。各分析に使用した変数の記述統計量は注釈に記

載しているので必要に応じて確認いただきたい。分析モ
デルに進学理由ダミー（興味のある学問分野があること
ダミー、取りたい資格や免許が取得できることダミー）
や大学の入試難易度、学年、女性ダミー、学部系統ダミー
を投入しているのは、これらの変数が態度変容と関連す
る可能性があるためである。例えば、進学理由「興味の
ある学問分野があること」「取りたい資格や免許が取得
できること」の有無は、大学における教育経験の質や量

従属変数
【ポジティブな態度変容】

高校の授業には興味関心をもてなかっ
たが、大学の授業には興味関心をもっ
ているダミー

「高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関
心をもっている」＝１、「高校でも大学でも授業に興味関心をもって
いない」＝０とするダミー変数。

従属変数
【ネガティブな態度変容】

高校の授業には興味関心をもっていた
が、大学の授業には興味関心をもって
いないダミー

「高校の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心
をもっていない」＝１、「高校でも大学でも授業に興味関心をもって
いる」＝０とするダミー変数。

独立変数 教育経験の頻度
授業を通じた教育経験の頻度を尋ねた項目（4件法）を、「よくあった」
＝４、「ある程度あった」＝3、「あまりなかった」＝２、「ほとんどな
かった」＝１に逆転リコード。値が高いほど経験が多いことを表して
いる。

独立変数
（統制変数）

進学理由ダミー
「興味のある学問分野があること」：「該当」＝１、「非該当」＝０
 「取りたい資格や免許が取得できること」：「該当」＝１、「非該当」＝
０の２つのダミー変数を、本人要因による態度変容の効果をコント
ロールするために投入。

通学している大学の入試難易度
「おおむね偏差値65以上」＝４、「おおむね偏差値55～ 64」＝３、「お
おむね偏差値45～ 54」＝２、「おおむね偏差値44以下」＝１、に
逆転リコード。「わからない」は分析から除外。

学年 「1年生」＝１、「2年生」＝２、「3年生」＝３、「4年生」＝４
女性ダミー 女性＝１、男性＝0とするダミー変数。

学部系統ダミー
【基準カテゴリ：社会科学ダミー】

各学部系統（「人文科学」、「社会科学」、「理工」、「農水産」、「医・薬・
保健」、「教育」、「その他【生活・芸術・総合】」）への所属を＝１、「そ
れ以外」＝0とするダミー変数。一番度数の大きい、社会科学を基準
カテゴリとして使用。

表４−４　分析に使用した変数

①�高校でも
大学でも
授業に興
味関心を
もってい
ない

②�高校の授業に
は興味関心を
もっていたが、
大学の授業に
は興味関心を
もっていない

③�高校の授業には
興味関心をもて
なかったが、大
学の授業には興
味関心をもって
いる

④�高校でも
大学でも
授業に興
味関心を
もってい
る

③と①の
学生の教
育経験の
差
（③－①）

②と④の
学生の教
育経験の
差
（②－④）

サンプル数 1784 1615 532 1017 ー ー
ディスカッションの機会を取り入れた授業 63.5 66.1 64.8 69.3 1.3 −3.2 
グループワークなどの協同作業をする授業 69.7 72.3 68.2 74.3 −1.5 −2.0 
プレゼンテーションの機会を取り入れた授業 65.1 67.7 65.8 69.9 0.7 −2.2 

少人数のゼミ・演習形式の授業 62.1 60.2 63.7 63.1 1.6 −2.9 
上級生や下級生とやりとりがある授業 27.4 23.3 36.3 30.7 8.9 −7.4 
教員と双方向のやりとりがある授業 47.1 47.3 54.9 60.6 7.8 −13.3 

提出物に教員からのコメントが付されて返却される授業 46.4 48.1 55.8 58.7 9.4 −10.6 
学んだ内容を文章や口頭でふりかえる授業 48.5 49.1 52.3 56.7 3.8 −7.6 

学期末以外にもレポート・テストが課される授業 85.1 86.2 80.6 82.6 −4.5 3.6 
実験や調査の機会を取り入れた授業 48.0 47.2 55.1 53.9 7.1 −6.7 
教室外で体験的な活動や実習を行う授業 39.2 37.8 48.5 45.8 9.3 −8.0 

学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられる授業 47.9 49.1 59.6 60.0 11.7 −10.9 
高校で学習する教科の補習授業 37.7 32.7 36.3 35.9 −1.4 −3.2 
大学での学習方法を学ぶ授業 36.9 34.6 46.8 40.6 9.9 −6.0 

 語学以外の授業で、外国語で行われる授業 37.3 36.2 41.5 36.3 4.2 −0.1 

表4−３　態度変容のタイプ別　教育経験の頻度
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にかかわらず、大学での授業に対する興味関心を高める
可能性がある。よって、これらの効果をコントロールし
た上で、教育経験が与える効果を確認する。
　 表４−５ の分析（ポジティブな態度変容の規定要因分
析）から明らかになった主な結果は以下の通りである。

●�「学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられ
る授業」の頻度が１ポイント高いと、学びに対するポ
ジティブな態度変容が1.220倍生じやすい傾向がある
●�「上級生や下級生とやりとりがある授業」の頻度が１
ポイント高いと、学びに対するポジティブな態度変容
が1.160倍生じやすい傾向がある
●�「提出物に教員からコメントが付されて返却される授
業」の頻度が１ポイント高いと、学びに対するポジティ
ブな態度変容が1.158倍生じやすい傾向がある
●�「学期末以外にもレポート・テストが課される授業」
が１ポイント高いと、学びに対するポジティブな態度
変容が0.844倍生じやすい傾向がある
●�「高校で学習する教科の補習授業」が１ポイント高い

と、学びに対するポジティブな態度変容が0.817倍生
じやすい傾向がある
●�男性に比べ、女性で学びに対するポジティブな態度変
容が0.681倍生じやすい傾向がある

　「学期末以外にもレポート・テストが課される授業」
以下にみられる1倍より低い倍率は、態度変容の生じに
くさを示している。
　次にネガティブな態度変容に関する規定要因分析を
行った。 表４−６ の分析（ネガティブな態度変容の規定
要因分析）から明らかになった主な結果は以下の通りで
ある。

●�「学期末以外にもレポート・テストが課される授業」
が１ポイント高いと、学びに対するネガティブな態度
変容が1.182倍生じやすい傾向がある
●�「語学以外の授業で、外国語で行われる授業」が１ポ
イント高いと、学びに対するネガティブな態度変容が
1.083倍生じやすい傾向がある

B 標準誤差 Exp（B） 有意確率
学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられる授業　 0.198 0.073 1.220 **
上級生や下級生とやりとりがある授業　 0.148 0.066 1.160 *
提出物に教員からのコメントが付されて返却される授業　 0.147 0.069 1.158 *
大学での学習方法を学ぶ授業　 0.143 0.069 1.153 *
グループワークなどの協同作業をする授業　 −0.161 0.095 0.851 +
学期末以外にもレポート・テストが課される授業　 −0.169 0.072 0.844 *
高校で学習する教科の補習授業　 −0.202 0.069 0.817 **
興味のある学問分野があることダミー　 0.004 0.001 1.004 **
女性ダミー −0.384 0.122 0.681 **
学年 0.14 0.049 1.150 **
定数 −2.151 0.360

サンプル数：2,115
Nagelkerke R2 乗：0.069
−2 対数尤度：2185.994***

表４−５　学びに対するポジティブな態度変容の規定要因分析（２項ロジスティック回帰分析）

表４−６　学びに対するネガティブな態度変容の規定要因分析（２項ロジスティック回帰分析）

従属変数：高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関心をもっているダミー

B 標準誤差 Exp（B） 有意確率
学期末以外にもレポート・テストが課される授業 0.167 0.060 1.182 **
語学以外の授業で、外国語で行われる授業 0.080 0.047 1.083 +
大学での学習方法を学ぶ授業 −0.110 0.055 0.896 *
提出物に教員からのコメントが付されて返却される授業 −0.127 0.056 0.880 *
学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられる授業 −0.145 0.059 0.865 *
教員と双方向のやりとりがある授業 −0.264 0.063 0.768 ***
興味のある学問分野があることダミー −0.004 0.001 0.996 ***
女性ダミー 0.336 0.095 1.399 ***
入試難易度 0.121 0.054 1.129 *
学年 −0.100 0.040 0.905 *
医・薬・保健ダミー −0.444 0.171 0.641 **
定数 1.404 0.316

サンプル数：2,463
Nagelkerke R2 乗：0.073
−2 対数尤度：3136.117***

従属変数：高校の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心をもっていないダミー
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●�「学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられ
る授業」の頻度が１ポイント高いと、学びに対するネ
ガティブな態度変容が0.865倍生じやすい傾向がある
●�「教員と双方向のやりとりがある授業」の頻度が１ポ
イント高いと、学びに対するネガティブな態度変容が
0.768倍生じやすい傾向がある
●�男性に比べ、女性で学びに対するネガティブな態度変
容が1.399倍生じやすい傾向がある
●�入試難易度が高い大学ほど、ネガティブな態度変容が
1.129倍生じやすい傾向がある
●�社会科学系の学生に比べ、医学・薬学・保健学系の学
生はネガティブな態度変容が0.641倍生じやすい傾向
がある

　ポジティブな態度変容とネガティブな態度変容のいず
れの分析でも、入学時点の学問に対する興味関心や性別、
学年などの効果がみられるが、それらの効果を統制して
も、大学での教育経験が、態度変容に与える効果が統計
的に有意な効果として確認された点は興味深い。

 ●まとめ
　ここまで「高校の授業には興味関心をもてなかったが、
大学の授業には興味関心をもっている」学生と、「高校
の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興
味関心をもっていない」学生の態度変容と教育経験の関
係を中心に分析を行い、学びを触発する教育経験を探っ
てきた。その過程で得られた知見は、特に以下の２点で
ある。

　第一に、「学んでいる内容と将来のかかわりについて
考えられる授業」や「提出物に教員からコメントが付さ
れて返却される授業」などが学生のポジティブな態度変
容に与える効果である。学生が大学で学んでいることと、
自分の将来をうまく関連づけながら学べているかどう
か、課題等に対する教員の評価や反応がきちんと学生に

フィードバックされているかどうかが、授業に対するポ
ジティブな態度変容を促すと同時に、ネガティブな態度
変容が生じる確率を逓減させている可能性がある。学生
が現在、あるいはこれから直面していくであろう将来の
課題等との関係性の中で、学術の意味や意義をどう提示
していけるかが、大学教育を通じた学びに対するポジ
ティブな態度変容を促すためのひとつの鍵といえるので
はないか。

　第二に、「学期末以外にもレポート・テストが課され
る授業」や「グループワークなどの協同作業をする授業」

「高校で学習する教科の補習授業」などが学生の態度変
容に与えるネガティブな効果である。大学での学びが上
記のような授業を中心に組織される場合、ポジティブな
態度変容は生じにくく、ネガティブな態度変容が生じや
すい可能性がある。ただ、こうした授業は、大学で学問
を学んでいく上での必要な基礎知識やスキルを含んでい
ることも多い。よって課題の出し方や協同作業の仕方な
ど、教育方法の部分でより一層の工夫や改善が求められ
ている授業群と言える。

　近年は大学ごとに学生の学修履歴や成果を積極的に収
集、分析するようになってきたこともあり、上記のよう
な分析を大学ごとに行うことは難しいことではなくなっ
てきた。しかし、大学の枠を超えて、学生の授業に関す
る態度変容の全体的傾向を捉えることのできる大規模
データは少なく、この点において、本稿が行った分析に
は一定の意義があるのではないか。ただ、今回の分析は
あくまで一時点の調査データに基づく結果である。ベ
ネッセ教育総合研究所では、近年、大学との共同研究の
中でパネルデータを取得しており、今後はこうしたデー
タを活用しながら、どのような教育経験が態度変容の
きっかけとなるのかを時系列で明らかにしていくことに
も挑戦していきたい。

参考文献

文部科学省『学校基本調査』

鹿毛雅治　2013 「学習意欲の理論　動機づけの教育心理学」金子書房
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度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
高校の授業には興味関心をもてなかったが、大学の授業には興味関心を
もっているダミー 2316 0 1 0.23 0.42 

学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられる授業　 2316 1 4 2.47 0.96 
上級生や下級生とやりとりがある授業 2316 1 4 1.96 0.97 
提出物に教員からのコメントが付されて返却される授業 2316 1 4 2.41 0.95 
大学での学習方法を学ぶ授業 2316 1 4 2.18 0.97 
グループワークなどの協同作業をする授業 2316 1 4 2.81 0.85 
学期末以外にもレポート・テストが課される授業 2316 1 4 3.19 0.80 
高校で学習する教科の補習授業 2316 1 4 2.13 0.97 
興味のある学問分野があることダミー 2316 0 1 0.49 0.50 
取りたい資格や免許が取得できることダミー 2316 0 1 0.17 0.38 
入試難易度 2115 1 4 2.61 0.85 
女性ダミー 2316 0 1 0.44 0.50 
学年 2316 1 4 2.45 1.13 
人文科学ダミー 2316 0 1 0.19 0.40 
社会科学ダミー　【基準カテゴリ】 2316 0 1 0.32 0.47 
理工ダミー 2316 0 1 0.22 0.41 
農水産ダミー 2316 0 1 0.03 0.16 
医・薬・保健ダミー 2316 0 1 0.10 0.30 
教育ダミー 2316 0 1 0.04 0.20 
その他ダミー 2316 0 1 0.10 0.30 
有効なケースの数 (リストごと) 2115

注１ 　 表４−５の分析に使用した変数の記述統計量

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
高校の授業には興味関心をもっていたが、大学の授業には興味関心を
もっていないダミー 2632 0 1 0.61 0.49 

学期末以外にもレポート・テストが課される授業　 2632 1 4 3.24 0.80 
語学以外の授業で、外国語で行われる授業 2632 1 4 2.06 1.04 
大学での学習方法を学ぶ授業 2632 1 4 2.13 0.95 
提出物に教員からのコメントが付されて返却される授業 2632 1 4 2.48 0.93 
学んでいる内容と将来のかかわりについて考えられる授業 2632 1 4 2.51 0.94 
教員と双方向のやりとりがある授業 2632 1 4 2.49 0.87 
興味のある学問分野があることダミー 2632 0 1 0.60 0.49 
取りたい資格や免許が取得できることダミー 2632 0 1 0.23 0.42 
入試難易度 2463 1 4 2.80 0.83 
女性ダミー 2632 0 1 0.48 0.50 
学年 2632 1 4 2.54 1.11 
人文科学ダミー 2632 0 1 0.19 0.39 
社会科学ダミー【基準カテゴリ】 2632 0 1 0.31 0.46 
理工ダミー 2632 0 1 0.22 0.41 
農水産ダミー 2632 0 1 0.04 0.19 
医・薬・保健ダミー 2632 0 1 0.11 0.32 
教育ダミー 2632 0 1 0.05 0.22 
その他ダミー 2632 0 1 0.09 0.28 
有効なケースの数 (リストごと) 2463

注２ 　 表４−６の分析に使用した変数の記述統計量
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テーマ5  「生徒化」している大学生と「学生化」への移行

 １．「大学生の生徒化」とは？
　学生論において、さらには高等教育研究の領域におい
て、大学生の「生徒化」、大学の「学校化」と言われる
ようになって久しい。いまや、大学生が自らを「生徒」
と呼称するのは日常茶飯事であり、大学教職員の側もそ
れに対して驚きや違和感を伴うことはなくなったように
思われる。
　それでは、「生徒化」している大学生とはどのような
学生を指すのか。大学生の生徒化を最初に指摘した伊藤

（1999）は、「学生」には、「学校や教師に依存せずに自
律的に学ぶという含意」が込められていると注記したう
えで、「そもそも『学生』であり、生徒ではないとされ
ている大学生について、彼らが『生徒と化す』現象」を

「生徒化」と名付けた。そして「生徒化」の構成要件と
して、次の３点を挙げ、1996年末に行った学生調査から、
生徒化した大学生におおよそこれらの特質がみられるこ
とを確認している。すなわち、自分にはまだ学ぶべきこ
とが多くあると認識する「未熟性」、学ぶべきことは自
分でみつけ身につけるのではなく、学校が用意し教えて
くれると考える「他律性」「依存性」、そして、こうした
生徒として行動することによって、他の側面が希薄にな
る「一面性」である。
　また、1997年時点と2003年時点の学生調査の結果
を比較した武内・浜島・大島（2005）は、近年になっ
て学生の「出席重視」「勉強志向」「教員の指導」「実学」
への期待が高まっていることを明らかにし、こうした傾
向から大学生が「生徒化」していることを指摘した。こ
こでの「生徒化」は、「大人に従順で、自主性が乏しく、
与えられた目標を素直に受容する性向」と説明されてい
る。
　さらにこれらの研究を受けて、岩田（2015）は、大
学がきめ細かく学生をケアするような「初中等『学校化』」
感覚をもつ学生の意識を学生の「生徒化」と呼び、そう
した学生の特徴を2013年の調査データから分析してい
る。ここでは、生徒化傾向をもつ学生が大学の「専門『学
校化』」感覚をあわせもつことや、わかりやすい丁寧な
板書を求めるといった「授業に対する『生徒』的要望」
が強いことなどが明らかにされている。そして、生徒化
した学生には「勉強志向」が強いことがうかがえる半面、
それが「就職を中心として『役に立つ』内容こそを重視
した『勉強志向』」である可能性も指摘されている。
　このように、「生徒化」している学生とは、自律性が

乏しく、学業に対して受動的な姿勢を示し、教員による
指導を求める傾向にあるとともに、実用性のある教育内
容を志向する受益者感覚が強い存在ということができ
る。そして、年々こうした「生徒化」の傾向が強まって
いることは本調査の経年結果からも明らかである。しか
し、生徒化している大学生の特徴や生徒化が進む社会的
背景については研究が重ねられてきた一方で、少数では
あるかもしれないが、「生徒」とは反対の「学生」らし
い大学生の存在はあまり取り上げられてこなかった。大
学に入って「生徒」から「学生化」する大学生もいるわ
けである。ところが、こうした「学生化」する学生と「生
徒化」する学生との差がなぜ生じるのか、どうして「学
生」になれるのか、あるいはなれないのかといった点に
ついてはこれまでほとんど明らかにされてこなかったと
いってよい。そこで本稿では、限られた変数を用いての
探索的な分析となるが、この点について検討したい。

 ２．「生徒」タイプと「学生」タイプの類型
　本稿の分析にあたっては、大学生の大学教育に対する
意識、いってみれば大学（教育）観や学びに対する志向
性に基づいて、学生を分類する。岩田（2015）は、近年、

「大学のサービス化」が拡大してきたため、サービスの
利便性から生徒的行動をとる可能性があることを述べ、

「生徒化」については行動様式と心性とを区別して分析
する必要性を指摘している。本稿でもこれに倣い、二項
対立で尋ねた大学教育に対する考えの変数を用いること
とする。

（１）大学生の大学教育に対する意識
　 表５−１ は、授業の志向性、指導の志向性、大学教育

観に関する７項目を挙げている。最新の2016年調査の
結果からは、授業の志向性において、１「【A】あまり
興味がなくても、単位を楽にとれる授業がよい」、２「【A】
応用・発展的内容は少ないが、基礎・基本が中心の授業
がよい」、３「【A】教員が知識・技術を教える講義形式
の授業が多いほうがよい」が多くを占め、講義中心で、
あまり難しくない、学習負荷の少ない授業が全体的に好
まれていることがわかる。しかも、１は2008年に比べ
て【A】が12.5ポイント増大し、易化傾向に流れている
とみられる。次に、指導の志向性について、【A】を教
員の指導、【B】を学生の自主性として見た場合、４「大
学での学習方法」は【A】【B】で拮抗しており、５「学
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生生活」は【B】学生の自主性が約６割と上回っている。
しかし、いずれも【A】教員の指導を選ぶ率がしだいに
増大し、８年間で４は11.4ポイント、５は22.9ポイン
トも増加している。ここから、学生の依存傾向、すなわ
ち「生徒化」の傾向が強まっているといえるだろう。
　ただし、大学教育観については、約６割が６「【A】
大学では、答えのない問題について、自分なりの解を探
求する学びが重要だ」、約７割が７「【B】学生が知識や
技能を身につけられるかどうかは、学生自身の責任だ」
を選んでいる。これらをみると、大学は自主的に学習・
探究する場であり、学習成果についても学生自身が責任
を負うべきだと大半は考えている。したがって、学生の
大学教育観には自律性がうかがえる一方で、実際の授業
や指導の志向性には他律性、依存性、受動性がうかがえ、
ずれがあるようにみえる。
　なお、これらの項目の一部は2015年に社会人を対象
にして行った「大学での学びと成長に関するふりかえり
調査」でも尋ねている。 表５−１ にはその結果も示して

おり、指導の志向性では学生と社会人の間で回答に差は
ないものの、授業の志向性については回答が逆転傾向に
ある。社会人は１「【B】自分の興味のある授業」、２「【B】
応用・発展的内容」、３「【B】演習形式の授業」をよい

とする比率が大幅に増え、特に、年齢層が高くなるほど、
その差は顕著となる。当然のことながら、自身が回答時
点で学習する当事者かどうかによって実際の学習負荷の
受けとめ方は変わってくるだろう。こうした回答傾向の
違いにうなずける部分もあるが、生徒化している学生の
現状が社会人の考える学びの意識とますます乖離してい
くことには注意したい。

（２）分析対象となる学生類型
　本稿では、学生の自律的・他律的な学びへの姿勢を類
別できるように、以上の７項目のうち、授業の志向性２
項目（１、３）、指導の志向性２項目（４、５）を用いて、
学生を分類した（ 表５−２ ）。その結果、４項目すべてを

使用すると該当者数に偏りも出てくることから、経年で
変化の大きかった3項目に絞った。ここでは、講義・演
習を問わず、興味のある授業を好み、学習方法も学生生
活も学生の自主性に任せるのをよいとする者を「学生」
タイプ（計916名）、反対に、講義・演習を問わず、単
位を楽にとれる授業を好み、学習方法も学生生活も指導・
支援を受けるのがよいとする者を「生徒」タイプ（計
954名）とした。
　なお、このタイプ分けと大学教育観をクロスさせると、

本調査（大学生対象） 別調査（社会人対象）
2008
（4,070）

2012
（4,911）

2016
（4,948）

23〜34歳
（11,613）

40〜55歳
（8,220）

授
業
の
志
向
性

１【Ａ】あまり興味がなくても、単位を楽にとれる授業がよい 48.9 54.8 61.4 29.4 20.7 
【Ｂ】単位をとるのが難しくても、自分の興味のある授業がよい 51.1 45.2 38.6 70.6 79.3 

２【Ａ】応用・発展的内容は少ないが、基礎・基本が中心の授業がよい 72.9 75.1 75.9 62.4 48.2 
【Ｂ】基礎・基本は少ないが、応用・発展的内容が中心の授業がよい 27.1 24.9 24.1 37.6 51.8 

３【Ａ】教員が知識・技術を教える講義形式の授業が多いほうがよい 82.0 83.3 78.7 57.2 45.8 
【Ｂ】学生が自分で調べて発表する演習形式の授業が多いほうがよい 18.0 16.7 21.3 42.8 54.2 

指
導
の
志
向
性

４【Ａ】大学での学習の方法は、大学の授業で指導をうけるのがよい 39.3 43.9 50.7 47.5 49.1 
【Ｂ】大学での学習の方法は、学生が自分で工夫するのがよい 60.7 56.1 49.3 52.5 50.9 

５【Ａ】学生生活については、大学の教員が指導・支援するほうがよい 15.3 30.0 38.2 35.0 32.9 
【Ｂ】学生生活については、学生の自主性に任せるほうがよい 84.7 70.0 61.8 65.0 67.1 

大
学
教
育
観

６
【Ａ】大学では、答えのない問題について、自分なりの解を探求する学びが重要だ 72.0 62.6 
【Ｂ】大学では、既にある学問の知識について、体系的に修得する学びが重要だ 28.0 37.4 

７
【Ａ】学生が知識や技能を身につけられるかどうかは、大学の教育の責任だ 23.0 28.6 
【Ｂ】学生が知識や技能を身につけられるかどうかは、学生自身の責任だ 77.0 71.4 

表５−１　大学教育について、あなたは次にあげるＡ、Ｂのどちらの考え方に近いですか。� （％）

※別調査とは、大学での学びと成長に関するふりかえり調査（2015）、ベネッセ教育総合研究所実施。

授業の志向性（２項目）
興味・演習 興味・講義 単位・演習 単位・講義 合計

指導の志向性
（２項目）

学習自主・生活自主 度数 334 582 202 763 1881
総和の % 6.8% 11.8% 4.1% 15.4% 38.0%

学習自主・生活指導 度数 62 163 77 258 560
総和の % 1.3% 3.3% 1.6% 5.2% 11.3%

学習指導・生活自主 度数 74 319 113 673 1179
総和の % 1.5% 6.4% 2.3% 13.6% 23.8%

学習指導・生活指導 度数 85 289 108 846 1328
総和の % 1.7% 5.8% 2.2% 17.1% 26.8%

合計 度数 555 1353 500 2540 4948
総和の % 11.2% 27.3% 10.1% 51.3% 100.0%

表５−２　「学生」タイプと「生徒」タイプの分類

薄い網掛け＝学生タイプ、濃い網掛け＝生徒タイプ
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「学生」タイプでも、34.6%は６「【B】大学では、既に
ある学問の知識について、体系的に修得する学びが重要
だ」と考え、11.4%は７「【A】学生が知識や技能を身
につけられるかどうかは、大学の教育の責任だ」と思っ
ている。また、「生徒」タイプでも、63.6％が６「【A】
大学では、答えのない問題について、自分なりの解を探
求する学びが重要だ」とし、47.7%は７「【B】学生が
知識や技能を身につけられるかどうかは、学生自身の責
任だ」としている。やはり、大学教育観と学びの志向性
にはずれがあり、実際の大学生には学生的な心性と生徒
的な心性が混在し、むしろ典型的な「学生」や「生徒」
を抽出するとなると数は相当限られるのである。
　本稿ではさらに、この２つのタイプに大学入学以降の
変化を加えて５タイプに類型化する。調査では、入学時
と現在の状況について、「自分から積極的にやりたいこ
とを探してやる」「与えられれば興味をもってやる」「与
えられても、よほど興味がなければやらない」の３件法
で積極性を尋ねている。この組み合わせを用いて、①学
生（積極性高）タイプ253名、②学生化（積極性向上）
タイプ327名、③生徒化（積極性向上）タイプ268名、
④生徒化（積極性低下）タイプ244名、⑤生徒（積極性
低）タイプ116名を抽出した。①と⑤は積極性に変化は
なく、もともと積極性の高い「学生」タイプ、積極性の
低い「生徒」タイプである。②と③はともに積極性は高
まったが、前者は「学生」タイプに、後者は「生徒」タ
イプになり、④は積極性が低下して「生徒」タイプになっ
たものと位置づける。
　なお、これらの学生類型における精神的自立度につい
て一要因の分散分析を行ったところ、0.1％水準で有意
差が認められ、TukeyのHSD法による多重比較（５％
水準）を行った。結果は 表５−３ のとおり、⑤から①に

かけて自立度が上昇している。ただし、生徒化タイプで
ある③と④においては積極性の向上・低下にかかわらな
い結果となった。総じて、生徒タイプよりも学生タイプ
のほうが、さらには積極性が高い時点が多いほど自立度
が高いことがうかがえる。
　以下では、これら５類型において、大学での学習状況、
大学入学時までの学習状況、大学の教育・学習環境にど
のような違いがみられるかを分析していく。

 ３．大学での学習状況
　まずは、授業を中心に現在の大学での学習に対する取
り組み状況を示したのが 図５−１ である。どの項目も①

学生（積極性高）タイプと⑤生徒（積極性低）タイプの
「あてはまる（とてもあてはまる＋まああてはまる）」の
回答比率の開きが大きく、「とてもあてはまる」につい
てはさらに顕著となっている。また一部の類型間の差を
除けば、おおむね、①から⑤にかけて比率が下がる傾向
にある。
　基本的な学習態度である「授業で出された宿題や課題
はきちんとやる」、「できるかぎり良い成績をとろうとす
る」の項目では、「あてはまる（とてもあてはまる＋ま
ああてはまる）」の回答比率は全体的に高く、他の項目
に比べれば学生類型間の差は大きくない。「宿題や課題」
については、④と⑤の差は小さく、「成績」については
①よりも②がわずかだが上回っている。ただし、後者で
は①と⑤の差は28ポイントになる。学生タイプも生徒
タイプも与えられた課題はこなそうとするが、成績に対
する意欲には差が出てくることがうかがえる。
　次に、学習に対する積極性や自主性を示す項目を見て
みよう。「グループワークやディスカッションで自分の
意見を言う」、「授業とは関係なく、興味をもったことに
ついて自主的に学習する」は前述の項目よりも比率は下
がるが、「あてはまる」全体、特に「とてもあてはまる」
に関しては、①から⑤にかけて順序立って比率が下がっ
ている。図中には挙げていないが、「グループワークや
ディスカッションでは、異なる意見や立場に配慮する」、

「授業で興味をもったことについて自主的に学習する」
についても同様の傾向が示された。「生徒」タイプより
も「学生」タイプのほうが、また、入学時まではもちろ
んのこと、現時点で積極的であるほうが意欲的に学習す
ることがみてとれる。
　ただし、学習習慣に関わる項目については少し異なる
傾向がある。「計画を立てて学習する」、「授業の予習を
する」では、②と③、さらには④との間で、「あてはまる」、
特に「とてもあてはまる」についてほとんど差がみられ
なかった。むしろ、学生化したタイプ（②）よりも生徒
化したタイプ（③、④）のほうが比率は上回ったりして
いる。「授業の復習をする」という項目においても、こ

度数 平均 標準偏差 F値 多重比較
①学生（積極性高） 253 39.43 6.004 48.609*** ①＞②＞③,④＞⑤
②学生化（積極性向上） 327 37.71 5.967
③生徒化（積極性向上） 268 35.23 7.394
④生徒化（積極性低下） 244 33.64 7.316
⑤生徒（積極性低） 116 30.47 7.979

表５−３　学生類型と精神的自立度
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①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
④生徒化（積極性低下）
⑤生徒（積極性低）

①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
④生徒化（積極性低下）
⑤生徒（積極性低）

①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
④生徒化（積極性低下）
⑤生徒（積極性低）

①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
④生徒化（積極性低下）
⑤生徒（積極性低）

①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
④生徒化（積極性低下）
⑤生徒（積極性低）

①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
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図５−２　大学での学びの充実度と成長実感

図５−１　大学での学習状況
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れに近い傾向はみられ、いわゆる大学入学時までに学校
で身につくような学習習慣に関しては、①の学生タイプ
や⑤の生徒タイプは別としても、「学生化」「生徒化」に
かかわらず、同じように発揮されるようである。
　以上のように、総じて、学生タイプのほうが生徒タイ
プよりも学習への取り組み方は熱心であり、大学入学時
も現時点も積極的であった①とそうでなかった⑤との違
いはきわめて大きく、こうした傾向は積極性や自主性が
求められる学習活動においてより顕著となっている。そ
して、こうした学習に対する取り組み状況は、大学での

学びの充実や成長実感にもつながっている。
　 図５−２ には、大学での「学びの充実度」と「成長実感」

を示している。「充実している」「実感する」全体でも、「と
ても充実」「とても実感」だけを取り上げた場合でも、
①から⑤の学生類型の順で比率が高いことがみてとれ
る。①の「とても」の比率は⑤に対して、「学びの充実度」
で4.7倍、「成長実感」で6.1倍にも上っている。なお、
図には示していないが、学年別に見ると、１年次では「学
びの充実度」の差が2.8倍、「成長実感」が4.2倍となっ
ており、その後の学年で開きが増している。こうした学
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図５−３　高校での学習状況

─ 63 ─

第3回　大学生の学習・生活実態調査　報告書� ベネッセ教育総合研究所（2018年）



「
生
徒
化
」
し
て
い
る
大
学
生
と
「
学
生
化
」
へ
の
移
行

テーマ

5

習状況の差を縮め、大学での学びを豊かにするためにも、
初年次のみならず、各年次での教育・学習環境の充実が
重要であることを確認できよう。

 ４．大学入学時までの学習状況
　ところで、本稿で類型化した大学生たちは、そもそも
大学入学時までにどのような学習状況であり、どのよう
な意識をもって大学に入学してきたのであろうか。

（１）高校での学習に対する取り組み
　高校時代の学習状況を示した 図５−３ には、大学での

学習状況とほぼ同じ項目を列挙している。ここでは大学
での学習状況と同様の傾向がみられるが、大学時ほどの
顕著な差異は薄らいでいるといえる。「授業で出された
宿題や課題はきちんとやった」では、①～④の学生間で
あまり違いはみられない。そして、「グループワークや
ディスカッションに、積極的に参加した」は「生徒化」
している学生（③、④）の間でほとんど差がなく、「興
味をもったことについて自主的に学習した」も積極性が
向上した学生（②、③）間で「あてはまる」の合計値に
差があまりみられないのである。また、「授業の予習や
復習をした」の合計値も①～③の学生でほぼ同じであり、
しかも、③生徒化（積極性向上）タイプの「とてもあて
はまる」の比率は①学生（積極性高）タイプに匹敵して
いる。これは「計画を立てて学習した」でも同様である。
　さらに、「授業に関心・興味がもてなかった」という

回答は「学生」タイプ（①、②）と「生徒」タイプ（③、
④、⑤）において差は明瞭であるが、①と②、③と④の
差はそれほどでもない。「授業についていけないと感じ
た」にいたっては、「あてはまる」の合計比率が「学生」
タイプで約3割、「生徒」タイプで約４割となり、「とて
もあてはまる」の比率こそ異なっているものの、他の項
目に比べれば、５つの学生類型間で「あてはまる」の合
計比率のばらつきは小さいことがわかる。
　以上のように、高校時代の学習状況に関しては、特に、
⑤生徒（積極性低）タイプにおいて学習意欲や自主性、
積極性が目立って低い傾向があるが、②～④を中心に他
の学生類型の差は比較的小さい結果となった。なかでも、
③生徒化（積極性向上）タイプのほうが予習復習や計画
的学習など、高校の学びに適応していた側面もうかがう
ことができ、先の結果とあわせて考えると、学生類型間
の差異が大きく開いていくのは大学での学び、それも主
体的な学習活動についてであると予想される。
　ちなみに、大学において、「授業に関心・興味がもて
ない」、「授業についていけないと感じる」比率を示した
のが 図５−４ である。選択肢の文言は若干異なるが、い

ずれも「ある（よくある＋たまにある）」の合計値が高
校時代よりも増加していることがわかる。特に、授業へ
の興味・関心については「学生化」したタイプを含む②
～⑤の類型で、授業理解については③～⑤の「生徒」タ
イプで大幅に増加している。こうした状況については、
大学側も重く受けとめるべきであるといえるだろう。
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図５−４　大学の授業に対する意識

①学生（積極性高）
②学生化（積極性向上）
③生徒化（積極性向上）
④生徒化（積極性低下）
⑤生徒（積極性低）

現在の
大学・学部に
入学した時の
気持ち

（％）0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

47.4 84.2

とても満足して入学した

36.8
32.4 72.540.1

23.9 71.347.4
26.6 77.050.4

19.0 69.950.9

まあ満足して入学した とても+まあ

図５−５　入学時の大学・学部に対する満足度
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（２）大学入学時の期待
　次に注目したいのは、 図５−５ における入学時の大学・

学部に対する満足度である。「とても満足して入学した」
の比率については類型間の差が小さくないが、「まあ満
足して入学した」も含めた合計値でみれば①が高いもの
の、他の類型と大幅に変わるわけではない。他方、②、③、
⑤においてはほとんど差がみられず、③生徒化（積極性
向上）タイプでも、⑤生徒（積極性低）タイプに近い値
となっている。こうした結果からは、大学入学時点では、
およそどの学生類型も大学・学部に一定程度満足してお
り、不本意入学によって入学後の生徒化現象・生徒状態
がもたらされる可能性は少ないように見受けられる。
　それでは、学生たちはどのような面で異なっているの
であろうか。 図５−６ には、大学入学時の大学に対する

期待を示している。まずは、どの項目においても、⑤生
徒（積極性低）タイプが目立って低い比率になっており、
学業面だけではなく、「卒業までの自由な時間を満喫し
たい」という思いも低いことがわかる。図中には示して
いないが、「友人をつくりよい人間関係を広げたい」、「部
活・サークルなど課外活動に力を入れたい」といった項
目でも、他の類型に比べて⑤だけが低く、全般的に意欲
が乏しいことがうかがえる。
　他の学生類型では、どうであろうか。「専門分野につ

いて深く学びたい」と「将来の仕事に役立つような力を
身につけたい」をみてみよう。「とてもそう思っていた」
の比率は③と④の間であまり変わらないか、やや逆転し
ているが、おおよそ①～⑤の順序で高い。こうした傾向
は、図に挙げていない「専門に限らず幅広い知識や教養
を身につけたい」、「自分の将来の方向をみつけたい」に
おいてもみてとれる。ところが、「就職につながる学習
や資格取得、活動をしたい」という項目になると、①～
④の差はほとんどみられず、「そう思っていた」の合計
値については、むしろ「学生」「学生化」タイプ（①、②）
よりも「生徒化」したタイプ（③、④）のほうが大きい。
この点は、冒頭で挙げた先行研究が「生徒化」の特徴と
して指摘する「実学志向」と符合するといえるだろう。
なお、「卒業までの自由な時間を満喫したい」というモ
ラトリアム志向も、「学生」「学生化」タイプ（①、②）
より「生徒化」したタイプ（③、④）のほうが強い。
　したがって、大学入学時の期待から「学生」タイプと

「生徒」タイプがある程度分化していること、「生徒化」
タイプについてはその後の積極性の向上・低下にあまり
関わりがないこと、そしてそもそも積極性が低い「生徒」
タイプにおける期待・意欲の低さは深刻なものであるこ
とが示唆される。
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図５−６　入学時の大学に対する期待
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 ５．大学の教育・学習環境
　それでは、こうした「学生」タイプと「生徒タイプ」
の分化は大学入学後にどのように進むのだろうか。授業
や指導などの経験からみる教育・学習環境に着目したい。

（１）大学の授業経験
　授業経験の頻度を示したのが 図５−７ である。類型間、

とりわけ「学生」タイプと「生徒」タイプで経験比率に
比較的差異がみられた項目を主に列挙している。興味深
いことに、これらの項目では大学の学習状況ほど明瞭な
違いがみられない点に特徴がある。例えば、アクティブ・
ラーニングに該当する「ディスカッションの機会を取り
入れた授業」や「グループワークなどの協同作業をする
授業」は、①学生（積極性高）タイプの「よくあった」
比率が若干高いものの、「あった（よくあった＋ある程

度あった）」の合計値でみれば、①～③の類型の間でほ
とんど変わらないのである。また、「提出物に教員から
のコメントが付されて返却される授業」については、「よ
くあった」の比率も「ある程度あった」も含めた比率も、
①と③の類型、②と④の類型でほぼ同程度であり、しか
も前者と後者で差が開いているわけではない。しいてい
えば、「学期末以外にもレポート・テストが課される授業」
では、「学生」タイプ（①、②）の「よくあった」の比
率が「生徒」タイプ（③、④、⑤）のそれを比較的上回っ
ているが、それでも「あった（よくあった＋ある程度あっ
た）」の合計値はいずれも8割前後となっている。
　これに対して、①学生（積極性高）の経験比率も比較
的高いが、それ以上に③生徒化（積極性向上）、④生徒
化（積極性低下）において多くが経験しているのは「高
校で学習する教科の補習授業」、「大学での学習方法を学
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図５−７　大学の授業経験の頻度
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図５−８　授業・指導経験から受けた大学教育の心象

ぶ授業」である。これらでは、②学生化（積極性向上）
タイプとの差も大きい。前述の項目よりも経験比率自体
が少ないが、もしかしたら、リメディアル教育や学習ス
キルを習得する初年次教育などのきめ細かな指導や学習
支援は「生徒化」を促しかねない面もあるのかもしれ
ない。
　いずれにしても、近年、大学教育の改革が進展し、ア
クティブ・ラーニングを取り入れた授業が増加するとと
もに、教員からのフィードバックや成績評価方法の多様
化もみられるようになった。いまや、初年次教育もほと
んどの大学で導入されている。そのため、全般的にこう
した授業を経験する機会が増え、経験の頻度だけによっ
て容易に差がつくようなことは少なくなったと考えられ
る。そもそも、これぞ決め手となる授業というものを見
出そうとすること自体に無理があるともいえるだろう。

（２）大学教育の心象
　そこで次に、授業や指導から学生が受けた大学教育の
心象をみてみたい。 図５−８ は、先と同様に類型間で差

のみられた項目を挙げているが、今度は前述ほど差異が
小さくない。そして、ほとんどの項目において、①～⑤
の順に「とても感じる」＋「まあ感じる」の合計値が高
い。唯一の例外は、「相当の努力をして課題（単位修得
や論文作成）をやりとげる厳しさがある」である。これ
は③生徒化（積極性向上）タイプが、「とても感じる」
も「まあ感じる」を含めた合計値も最も多くなっている。
ちなみに、③生徒化（積極性向上）タイプは、「自分の
適性や将来への関心がわかる」という項目でも②学生化

（積極性向上）タイプとほとんど比率が変わらない。
　他方、「学生」タイプ、とりわけ①学生（積極性高）
タイプで「感じる（とても感じる＋まあ感じる）」率が
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図５−９　大学生活において力を入れたこと

高いのが、「学問固有の物の見方や考え方に触れている」、
「教員の指導に基づきながらも、自主性を尊重されて学
習を進めている」、「大学の個性や特色をいかした教育を
受けている」、「教育に対して熱意のある教員がいる」と
いう項目である。これらでは、⑤生徒（積極性低）タイ
プとの差も著しい。
　以上の結果を総合すると、学生にとっては授業経験の
頻度よりも授業や指導の経験から大学教育に対してどの
ような心象を得たかのほうが重要であるといえそうであ
る。それも、「学生」らしい学生は、丁寧に面倒見よく
教えるサービス化した、いわば「学校化」した大学教育
像ではなく、学問の深さにふれられるような、「学生」
として自主性を尊重される学びの経験から影響を受けて
いる。かといって必ずしも放任をよしとするわけではな
く、教育に対する熱意が感じられることも重要である。
また、均質的な大学教育よりも、大学独自の個性や特色
を感じることができるような教育も関連するようであ
る。

 ６．「学生化」への移行と課題
　本稿では、「学生化」する学生と「生徒化」する学生
との差がなぜ生じるのかを検討するために、大学生の大
学教育に対する意識と大学入学以降の積極性の変化の観
点から、学生を５類型に分類し、大学での学習状況、大
学入学時までの学習状況、大学の教育・学習環境にどの
ような違いがみられるかを分析してきた。
　その結果、おおむね、①学生（積極性高）タイプ、②
学生化（積極性向上）タイプ、③生徒化（積極性向上）
タイプ、④生徒化（積極性低下）タイプ、⑤生徒（積極

性低）タイプの順に、大学での学習意欲が高く、授業以
外の学習も含めて、主体的・積極的に取り組んでいるこ
とが明らかになった。また、もともと積極性の高い①「学
生」タイプと積極性の低い⑤「生徒」タイプの差はきわ
めて大きかった。こうした点は、 図５−９ にみる授業、

自主的な学習、読書にどの程度力を入れてきたかにも表
れている。また、このような学びへの姿勢が大学での学
びの充実度や成長実感にも影響している。
　しかしながら、大学入学時までに学校で身につくよう
な学習習慣や高校時代の学習状況などをみると、②～④
の「学生化」タイプ、「生徒化」タイプではそれほど差
異はみられず、なかでも③生徒化（積極性向上）タイプ
がこうした学びに適応していた側面もみてとれた。学生
類型間の差異が大きく開いていくのは大学での学び、そ
れも主体的な学習活動が中心となる。
　では、「学生」タイプと「生徒」タイプの分化はどの
ようにして生じるのか。本稿の分析からは、そもそも大
学入学時の期待から分化しており、「学生」タイプのほ
うが学業への期待や意欲が高いことがうかがえた。また、
入学後の授業経験による違いはあまりみられず、①学生

（積極性高）タイプ、②学生化（積極性向上）タイプには、
学問の深さとそれを示す教員の熱意にふれられること、

「学生」として自主性を尊重される学びの実感を得るこ
となど、「大学」らしい大学教育の心象が残ることが関
係していることが示唆された。
　2008年から開始された3回にわたる本調査からは大
学教育改革が進展してきたことは明らかであり、それは
アクティブ・ラーニングの増加など授業レベルの工夫、
教授・学習法の改善にまで及んでいる。しかし、残念な
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ことに、本来、こうした改革は自律的な学習者を育成し、
主体的な学習を促すことを目的としているにもかかわら
ず、経年比較で見たとおり、現状はむしろそれに逆行す
るかのような「生徒化」が進行しているといわざるをえ
ない。こうした矛盾を私たちはどのように受けとめるべ
きだろうか。
　冒頭で挙げた先行研究においては、大学生の「生徒化」
が、丁寧に面倒見よく教えるサービス化した大学教育、
すなわち大学の「学校化」に対応した現象であると指摘
されてきた。濱嶋（2005）は、「大学生が『学生』にな
れないのは、大学が『学生』にさせてないから」だとも

論じている。
　本稿は限られた変数を用いた探索的な分析にとどまる
が、授業や指導の志向性など大学教育に対する意識の分
化が大学入学時の大学に対する期待にも表れ、入学後の
学習行動や学びの充実度、成長実感にまで反映されてい
ることは示すことができた。こうした学生の意識に働き
かけるためにも、入学前からを視野に含め、「大学」ら
しい大学教育像を構築し、その重要性を伝えること、そ
して、大学生を「学生」として扱い、「学生」らしい振
る舞いを求めること、ある意味、「大学」の復権こそを、
改めて検討してもよいのではないだろうか。
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